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Ⅰ.調査の概要  

1．調査の趣旨と目的  

人口減少社会が到来する中、男女ともに労働者が仕事と育児・介護を両立し、安心して働き続けら

れる環境の整備は、ますます重要な政策課題であり、「ニッポン一億総活躍プラン」においても、「希

望出生率 1.8」「介護離職ゼロ」の実現が掲げられている。 

一方で、例えば男性の育児休業取得率は依然として低調である（7.48％）ことや、女性の半数弱が

第一子出産を機に離職し、かつ正規社員と非正規社員との間で就業継続率に大きな差がある（正社員：

69.1％、パート・派遣：25.2％）ことなど、両立に向けた希望と現実のギャップは未だ大きい。 

このため、育児・介護休業法の附帯決議等においても、改正育児・介護休業法の施行実態や労働者

のニーズを把握・分析し、制度の検討を行うよう指摘されているところである。 

本事業では、以上を踏まえた企業や労働者、妊娠・出産・育児を理由に離職した女性の実態・ニー

ズを把握し、更なる方策等の検討に役立てることを目的として調査を実施した。 

 

2．調査概要  

(1) 調査フロー  

調査フローは以下の通りである。企業（人事担当）と労働者（子育て層）、離職した女性を対象とし

た３種類のアンケート調査を実施した。なお、企業調査に先立って、既存調査結果の分析を基にした

仮説設計及び有識者ヒアリングによる仮説確認を経て、アンケート調査の設計を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査内容                分析の視点 

 

 

 

 

 

調査仮説設計（既存調査分析）＋有識者ヒアリング 

①企業調査（アンケート調査） 

②労働者調査（アンケート調査） 

③離職者調査（アンケート調査） 

企業取組の現状と課題 

労働者の認知・利用状況と課題 

就業継続に向けた支援・課題 

アンケー結果分析 

報告書の作成 
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(2) 有識者ヒアリングの実施  

ヒアリングを実施した有識者は、以下２名である。ヒアリングは、調査票作成に係る意見収集、調

査データの分析に係る意見収集を目的として１回実施した。ヒアリングは、各有識者に個別に行った。 

 

〈有識者〉 

氏 名 所 属 

佐藤 博樹 氏 中央大学大学院 戦略経営研究科 教授 

池田 心豪 氏 独立行政法人労働政策研究・研修機構 主任研究員 

 

〈ヒアリング〉 

日 時 ヒアリング項目 

令和2年12月17、

18 日 

・本調査研究のテーマ、調査方法について 

・企業調査、労働者調査、離職者調査の調査票について 
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Ⅱ.企業調査の概要  

1．調査目的 

企業調査は、以下を把握することを目的に実施した。 

○結婚や妊娠・出産での女性の離職状況について 

○育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況等について 

○妊娠・出産や育児と仕事の両立をしやすい職場環境づくりのための取組について 

○男性労働者の育児休業取得や育児参画等について 

○育児休業等取得社員の人事評価・キャリア形成支援の状況について 

○介護のための休暇・休業制度の利用状況について 

○柔軟な働き方の推進や労働時間の削減（働き方改革）の取組について 

 

2．主な調査項目  

テーマ 項目 

１．回答企業の概要 (1)本社所在地 
(2)業種 
(3)従業員数 
①無期契約労働者（正社員等）  
②有期契約労働者  
(4)従業員数に占める女性比率  
①無期契約労働者（正社員等）  
②有期契約労働者 
(5)無期契約労働者（正社員等）の状況 
①無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合（令和 2年 
4 月 1 日時点） 
②非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間 （平均・
令和 2年 9月実績 
③週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の
割合（令和 2年 9 月実績） 
④無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率 
（令和元年度実績） 
⑤無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数  

２．結婚や妊娠・出産

での女性の離職状況

について 

(1)結婚による女性の離職状況 
①無期契約労働者（正社員等） 
②有期契約労働者 
(2)妊娠・出産による女性の離職状況 
①無期契約労働者（正社員等） 
②有期契約労働者 
(3)育児による女性の離職状況 
①無期契約労働者（正社員等） 
②有期契約労働者 

３．育児をしながら働

く労働者のための制

度と利用状況等につ

いて 

(1)育児休業制度の内容 
①期間 
②適用除外の対象者 
③子の範囲 
(2)育児のための短時間勤務制度の内容 
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テーマ 項目 

（３．育児をしながら

働く労働者のための

制度と利用状況等に

ついて の続き） 

 

(3)子の看護休暇制度の内容 
①小学校就学前の子が 3人以上いる場合の年間付与日数 
②取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 
③取得事由 
(4)妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 
(5)失効時年次有給休暇の積立制度で利用できる目的 
(6)保育園・小学校等が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されて
いる休暇制度 
①無期契約労働者（正社員等） 
②有期契約労働者 
(7) 制度利用実績（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績） 
①産前産後休業（有期契約労働者） 
②育児休業制度 
③育児のための短時間勤務制度  
④子の看護休暇制度（1 日単位）  
⑤子の看護休暇制度（半日単位） 
⑥子の看護休暇制度（時間単位） 
⑦育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度 
(8)育児休業中に就労を認めた労働者の有無 
①無期契約労働者（正社員等） 
②有期契約労働者 
(9)育児休業で最も多い取得期間 
①女性無期契約労働者（正社員等） 
②女性有期契約労働者 
(10)育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況 
①女性無期契約労働者（正社員等） 
②女性有期契約労働者 
(11)育児短時間勤務制度で最も多い取得期間 
①女性無期契約労働者（正社員等） 
②女性有期契約労働者 

４．妊娠・出産や育児

と仕事の両立をしや

すい職場環境づくり

のための取組につい

て 

(1)妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること 
①無期契約労働者（正社員等）  
②有期契約労働者  
(2)対象者に周知や面談を行う際に伝える内容 
①無期契約労働者（正社員等）  
②有期契約労働者  
(3)育児休業の取得方法についての考え方 
(4)仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 
(5)職業家庭両立推進者について  
①職業家庭両立推進者の選任状況 
②職業家庭両立推進者の社内での活用状況 

５．男性労働者の育児

休業取得や育児参画

等について 

(1)男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標の設定 
①目標値設定の有無 
②設定している目標値 
(2)過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 
(3)男性無期契約労働者（正社員等）の育児のための休業・休暇取得状況 
①男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休
業・休暇を取得する目的 
②男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休
業・休暇の取得を開始する時期 

(4)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業 
・休暇を取得しやすい環境を作るために実施している取組 
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テーマ 項目 

（５．男性労働者の育

児休業取得や育児参

画等について の続

き） 

(5)男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい配偶者の出産
や育児に関する休業・休暇制度 
(6)男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進する
うえでの障壁・課題 

６．育児休業等取得社

員の人事評価・キャ

リア形成支援の状況

について 

(1)無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる
場合の昇進・昇格の評価の方針 
(2)無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する
業務配分 
(3)無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の短縮時
間分の賃金の取扱い 
(4)無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支
援制度を利用しながらキャリア形成を可能とするための取組 
(5)有期契約労働者の雇用方針 
(6)管理職への昇進 
①課長昇進までの平均的な年数 
②過去３年間の課長昇進者における育児による短時間勤務制度利用者 
③育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数 

７．介護のための休

暇・休業制度の利

用状況について 

(1)介護のための休暇・休業制度利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31
日の実績） 
①介護休業制度 
②介護休暇制度（1 日単位） 
③介護休暇制度（半日単位） 
④介護休暇制度（時間単位） 

８．柔軟な働き方の推

進や労働時間の削

減（働き方改革）

の取組について 

(1)働き方改革の一環として実施している取組 
①時間外労働の上限を法定より少ない時間で 36 協定を締結 
②時間単位の休暇制度の導入 
③時差出勤制度の導入 
④フレックスタイム制の導入 
⑤テレワーク、サテライトオフィスでの勤務 
⑥在宅勤務制度（テレワーク、サテライトでの勤務は除く）の導入 
⑦短日勤務制度（週休 3日制等）の導入 
⑧退職者の再雇用制度の導入（定年後の再雇用制度は除く） 
(2)制度利用が可能な事由の有無 
①時間単位の休暇制度 
②時差出勤制度 
③フレックスタイム制 
④テレワーク、サテライトオフィスでの勤務 
⑤在宅勤務制度（テレワーク、サテライトオフィスでの勤務は除く） 
⑥短日勤務制度（週休 3日制等） 
⑦退職者の再雇用制度（定年後の再雇用制度は除く） 
(3)育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無 
①無期契約労働者（正社員等）  
②有期契約労働者 
(4)仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果 
(5)仕事と育児等の両立を推進するうえでの新型コロナウイルス感染症の
影響 
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3．調査実施概要 

調査対象 農林水産業、公務を除く全業種で、従業員数 50 人以上 

調査対象数 5,000 社 

<内訳> 

従業員規模 51～ 100 人以下 1,000 社 
101～ 300 人以下 1,000 社 
301～ 500 人以下 1,000 社 
501～1,000 人以下 1,000 社 
1,001 人以上       1,000 社 

抽出方法 信頼できる大手企業のデータベースより、従業員規模別に割り付け

た上で、無作為抽出を行った。 

調査方法 郵送法 

有効回収数 930 票（有効回収率 18.6%） 

<内訳> 

従業員規模 51～ 100 人以下 212 票 
101～ 300 人以下 260 票 
301～ 500 人以下 160 票 
501～1,000 人以下 136 票 
1,001 人以上    162 票 

督促の有無と方法 1 回実施・FAX で協力依頼状送信 

実施期間 令和 3年 1月 9 日（発送）～令和 3年 2 月 15 日（回収） 

 

 

4．集計方法 

(1) ウェイトバック集計 

無期契約労働者（正社員等）数による企業規模の比率が、全国的な分布と一致するように、「平成 28 

年度経済センサス活動調査」を用いて、各サンプルに重み付けを行った上で集計を行った。 

 

(2) ウェイト値の設定 

「平成 28 年度経済センサス活動調査 企業等に関する集計」※1の企業常用雇用者規模から比率を

算出した。なお、「300～499 人」「500～999 人」については分類がないことから、「平成 28 年度経済

センサス活動調査 事業所に関する集計」※2から推計を行った。 

従業員数 企業数 比率 

50～99 人 47,884 0.510 

100～299 人 31,932 0.340 

300～499 人 6,370 0.068 

500～999 人 3,996 0.043 

1000 人以上 3,689 0.039 

総計 93,871 1.000 

※1.「平成 28 年度経済センサス活動調査 企業等に関する集計」企業等に関する集計 全国結果 表番号 1 

企業産業(中分類)，企業常用雇用者規模(11 区分)，経営組織(５区分)別企業等数，事業所数，男女別従業者数及び 

常用雇用者数―全国 

※2.平成 28 年経済センサス‐活動調査 事業所に関する集計 産業横断的集計 

  産業（小分類），従業者規模（15 区分），単独・本所・支所（３区分），経営組織（４区分）別民営事業所数―全国 

H28_単独・本所・支所 
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(3) ウェイトバック後のサンプル数 

回収企業数の従業員規模別に比率を算出し、(2)の比率と乗算しウェイト値を算出したうえで、最

も回収が少なかった区分を 1として、ウェイトを算出した。 

従業員数 回収企業数 比率 ウェイト WB 後企業数 比率（再掲）

51～100 人以下 212 0.227957 7.6871966 1,630 0.510 

101～300 人以下 260 0.2795699 4.179903 1,087 0.340 

301～500 人以下 160 0.172043 1.35498 217 0.068 

501～1,000 人以下 136 0.1462366 1 136 0.043 

1,001 人以上 162 0.1741935 0.7750096 126 0.039 

総計 930 1  3,195 1.000 
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III. 調査結果  

1. 回答企業の概要  

(1) 本社所在地 

本社の所在地をみると、「全体」では「中部」が 20.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「東京

都」が 17.1％となっている。従業員規模別にみると、「1,001 人以上」は「東京都」が 43.8％でもっ

とも回答割合が高くなっている。 

 

図表Ⅲ- 1 本社所在地：単数回答（問 1） 

 

※図表において 5％未満のスコアは非表示。以下同様。 

 

数表Ⅲ- 1 

  合計 

問 1.本社所在地 

北海道・東

北 

関東地方

（東京都を

除く） 

東京都 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 無回答 

 全 体 3195 13.4 13.5 17.1 20.1 14.3 10.1 11.0 0.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 14.2 12.7 14.6 22.2 14.6 9.9 11.3 0.5 

101～300 人 1087 13.8 14.6 16.5 17.7 13.8 11.5 11.5 0.4 

301～500 人 217 10.0 15.0 19.4 21.9 15.0 6.9 11.3 0.6 

501～1,000 人 136 14.7 14.7 23.5 15.4 12.5 10.3 8.8 0.0 

1,001 人以上 126 4.9 10.5 43.8 16.0 15.4 4.9 4.3 0.0 

 
※従業員規模別は、問 3.従業員数①無期契約労働者（正社員等）より作成したものである。以下同様。 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

13.4%

14.2%

13.8%

10.0%

14.7%

13.5%

12.7%

14.6%

15.0%

14.7%

10.5%

17.1%

14.6%

16.5%

19.4%

23.5%

43.8%

20.1%

22.2%

17.7%

21.9%

15.4%

16.0%

14.3%

14.6%

13.8%

15.0%

12.5%

15.4%

10.1%

9.9%

11.5%

6.9%

10.3%

11.0%

11.3%

11.5%

11.3%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道・東北 関東地方（東京都を除く） 東京都

中部 近畿 中国・四国

九州・沖縄 無回答
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(2) 業種 

業種をみると、「全体」では、「製造業」が 23.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「医療、福祉」

が 18.3％、「卸売業，小売業」が 12.7％となっている。  

 

図表Ⅲ- 2 業種：単数回答（問 2） 

 
数表Ⅲ- 2 

  合計 

問 2.業種 

鉱業，採

石業，砂

利採取業 

建設業 製造業 

電気・ガ

ス・熱供

給・水道業 

情報通信

業 

運輸業，

郵便業 

卸売業，

小売業 

金融業，

保険業 

 全 体 3195 0.0 6.3 23.3 0.3 4.1 8.1 12.7 2.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 8.0 28.3 0.5 4.2 6.6 10.8 1.4 

101～300 人 1087 0.0 4.2 16.9 0.0 4.6 10.8 13.8 2.3 

301～500 人 217 0.0 3.8 19.4 0.6 1.9 8.8 13.1 6.9 

501～1,000 人 136 0.0 2.9 18.4 0.0 2.2 5.9 24.3 4.4 

1,001 人以上 126 0.0 9.9 25.9 0.6 4.3 6.2 14.2 5.6 
           

  合計 

不動産

業，物品

賃貸業 

宿泊業，

飲食サー

ビス業 

教育，学

習支援業 

医療，福

祉 

その他サ

ービス業 
その他 無回答  

 全 体 3195 0.7 2.0 6.0 18.3 11.0 4.4 0.3  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 1.9 5.7 14.6 12.7 5.2 0.0  

101～300 人 1087 1.5 2.3 6.2 23.1 9.6 3.8 0.8  

301～500 人 217 0.6 0.0 8.1 26.3 7.5 3.1 0.0  

501～1,000 人 136 1.5 2.9 5.1 16.2 12.5 3.7 0.0  

1,001 人以上 126 0.6 3.1 7.4 14.2 4.3 3.1 0.6  

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

6.3%

8.0%

9.9%

23.3%

28.3%

16.9%

19.4%

18.4%

25.9%

8.1%

6.6%

10.8%

8.8%

5.9%

6.2%

12.7%

10.8%

13.8%

13.1%

24.3%

14.2%

6.9%

5.6%

6.0%

5.7%

6.2%

8.1%

5.1%

7.4%

18.3%

14.6%

23.1%

26.3%

16.2%

14.2%

11.0%

12.7%

9.6%

7.5%

12.5%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

鉱業，採石業，砂利採取業 建設業 製造業

電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業 運輸業，郵便業

卸売業，小売業 金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業

宿泊業，飲食サービス業 教育，学習支援業 医療，福祉

その他サービス業 その他 無回答
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(3) 従業員数 

① 無期契約労働者（正社員等） 

無期契約労働者（正社員等）の人数は、「全体」では「100 人以下」が 51.0％でもっとも回答割合が

高く、次いで「101 人～300 人以下」が 34.0％、「301 人～500 人以下」が 6.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 3 従業員数_無期契約労働者（正社員等）：数値回答（問 3①） 

 
数表Ⅲ- 3 

  合計 

問 3.従業員数①無期契約労働者（正社員等） 

100 人以

下 

101 人～

300 人以

下 

301 人～

500 人以

下 

501 人～

1,000 人以

下 

1,001 人以

上 

 全 体 3195 51.0 34.0 6.8 4.3 3.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

101～300 人 1087 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

301～500 人 217 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 

501～1,000 人 136 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 

1,001 人以上 126 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

51.0%

100.0%

34.0%

100.0%

6.8%

100.0%

100.0%

100.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人以下 101人～300人以下 301人～500人以下

501人～1,000人以下 1,001人以上
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（業種別） 

図表Ⅲ- 4 従業員数_無期契約労働者（正社員等）：数値回答（問 3①） 

 

数表Ⅲ- 4 

  合計 

問 3.従業員数①無期契約労働者（正社員等） 

100 人以

下 

101 人～

300 人以

下 

301 人～

500 人以

下 

501 人～

1,000 人以

下 

1,001 人以

上 

 全 体 3195 51.0 34.0 6.8 4.3 3.9 

業
種
別 

建設業 201 65.0 22.9 4.0 2.0 6.2 

製造業 745 61.9 24.7 5.6 3.4 4.4 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 25.1 54.5 8.8 6.5 5.1 

情報通信業 132 52.5 38.0 3.1 2.3 4.1 

運輸業，郵便業 259 41.5 45.1 7.3 3.1 3.0 

卸売業，小売業 407 43.5 37.0 7.0 8.1 4.4 

金融業，保険業 76 30.3 33.0 19.6 7.9 9.2 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 48.3 39.4 0.0 6.3 6.1 

教育，学習支援業 193 47.8 34.6 9.1 3.6 4.8 

医療，福祉 586 40.7 42.8 9.7 3.8 3.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 59.2 29.8 4.6 4.8 1.5 

その他 142 59.5 29.4 4.8 3.5 2.7 

 

※業種別は、問 2.業種より作成したものである。以下同様。 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

51.0%

65.0%

61.9%

25.1%

52.5%

41.5%

43.5%

30.3%

48.3%

47.8%

40.7%

59.2%

59.5%

34.0%

22.9%

24.7%

54.5%

38.0%

45.1%

37.0%

33.0%

39.4%

34.6%

42.8%

29.8%

29.4%

6.8%

5.6%

8.8%

7.3%

7.0%

19.6%

9.1%

9.7%

6.5%

8.1%

7.9%

6.3%

6.2%

5.1%

9.2%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人以下 101人～300人以下 301人～500人以下 501人～1,000人以下 1,001人以上
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② 有期契約労働者 

有期契約労働者の人数は、「全体」では「1 人～100 人以下」が 62.7％でもっとも回答割合が高く、

次いで「101 人～300 人以下」が 13.9％、「0人」が 9.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 5 従業員数_有期契約労働者：数値回答（問 3②） 

  
数表Ⅲ- 5 

  合計 

問 3.従業員数②有期契約労働者 

0 人 
1 人～100

人以下 

101 人～

300 人以

下 

301 人～

500 人以

下 

501 人～

1,000 人以

下 

1,001 人以

上 
無回答 

 全 体 3195 9.8 62.7 13.9 3.0 2.6 2.3 5.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 13.7 71.2 5.2 0.9 1.4 0.5 7.1 

101～300 人 1087 7.3 60.8 19.2 3.8 2.3 1.2 5.4 

301～500 人 217 3.8 53.8 28.1 4.4 5.0 3.1 1.9 

501～1,000 人 136 2.2 33.8 39.0 8.8 4.4 10.3 1.5 

1,001 人以上 126 0.6 14.8 29.0 13.6 14.2 25.3 2.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

9.8%

13.7%

7.3%

62.7%

71.2%

60.8%

53.8%

33.8%

14.8%

13.9%

5.2%

19.2%

28.1%

39.0%

29.0%

8.8%

13.6%

5.0%

14.2%

10.3%

25.3%

5.7%

7.1%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0人 1人～100人以下 101人～300人以下

301人～500人以下 501人～1,000人以下 1,001人以上

無回答
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(4) 従業員数に占める女性比率  

① 無期契約労働者（正社員等） 

無期契約労働者（正社員等）に占める女性比率は、「全体」では「10％以上～25％未満」が 33.9％

でもっとも回答割合が高く、次いで「25％以上～50％未満」が 21.8％、「50％以上～75％未満」が 16.5％

となっている。 

 

図表Ⅲ- 6 従業員数に占める女性比率_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 4①）  

 

数表Ⅲ- 6 

  合計 

問 4.従業員数に占める女性比率①無期契約労働者（正社員等） 

0（いない） 
0％超～

10％未満 

10％以上

～25％未

満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 1.1 16.1 33.9 21.8 16.5 9.4 1.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 1.9 17.5 38.7 18.4 12.7 9.0 1.9 

101～300 人 1087 0.4 15.8 26.9 25.8 19.2 11.2 0.8 

301～500 人 217 0.0 10.0 29.4 26.9 23.8 10.0 0.0 

501～1,000 人 136 0.0 14.7 34.6 22.8 22.8 4.4 0.7 

1,001 人以上 126 0.0 13.6 38.9 21.6 22.2 3.7 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

16.1%

17.5%

15.8%

10.0%

14.7%

13.6%

33.9%

38.7%

26.9%

29.4%

34.6%

38.9%

21.8%

18.4%

25.8%

26.9%

22.8%

21.6%

16.5%

12.7%

19.2%

23.8%

22.8%

22.2%

9.4%

9.0%

11.2%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0（いない） 0％超～10％未満 10％以上～25％未満

25％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 7 従業員数に占める女性比率_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 4①） 

 

数表Ⅲ- 7 

  合計 

問 4.従業員数に占める女性比率①無期契約労働者（正社員等） 

0（いない） 
0％超～

10％未満 

10％以上

～25％未

満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 1.1 16.1 33.9 21.8 16.5 9.4 1.3 

業
種
別 

建設業 201 3.8 37.6 41.9 7.0 2.1 0.0 7.6 

製造業 745 1.0 14.9 54.0 20.7 5.8 3.5 0.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 4.4 45.6 36.3 13.6 0.0 0.0 

情報通信業 132 0.0 6.3 51.6 41.3 0.8 0.0 0.0 

運輸業，郵便業 259 3.0 62.0 30.1 4.3 0.3 0.4 0.0 

卸売業，小売業 407 1.9 0.9 57.3 28.6 9.6 1.7 0.0 

金融業，保険業 76 0.0 5.5 1.3 74.0 19.1 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 8.1 14.3 37.3 4.0 24.1 12.1 

教育，学習支援業 193 0.0 0.0 19.6 45.8 31.9 2.2 0.5 

医療，福祉 586 0.0 0.0 0.0 8.9 49.8 39.4 2.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.0 35.7 27.0 25.3 6.6 4.1 1.2 

その他 142 2.9 13.4 38.7 18.4 25.8 0.7 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

16.1%

37.6%

14.9%

6.3%

62.0%

5.5%

8.1%

35.7%

13.4%

33.9%

41.9%

54.0%

45.6%

51.6%

30.1%

57.3%

14.3%

19.6%

27.0%

38.7%

21.8%

7.0%

20.7%

36.3%

41.3%

28.6%

74.0%

37.3%

45.8%

8.9%

25.3%

18.4%

16.5%

5.8%

13.6%

9.6%

19.1%

31.9%

49.8%

6.6%

25.8%

9.4%

24.1%

39.4%

7.6%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0（いない） 0％超～10％未満 10％以上～25％未満 25％以上～50％未満

50％以上～75％未満 75％以上 無回答
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② 有期契約労働者 

有期契約労働者に占める女性比率は、「全体」では「75％以上」が 20.4％でもっとも回答割合が高

く、次いで「50％以上～75％未満」が 18.0％、「25％以上～50％未満」が 15.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 8 従業員数に占める女性比率_有期契約労働者：単数回答（問 4②）  

 

数表Ⅲ- 8 

  合計 

問 4.従業員数に占める女性比率②有期契約労働者 

0（いない） 
0％超～

10％未満 

10％以上

～25％未

満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 14.4 10.9 11.5 15.8 18.0 20.4 9.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 22.2 11.8 9.9 12.3 17.0 16.5 10.4 

101～300 人 1087 8.1 9.2 12.3 18.8 16.5 25.8 9.2 

301～500 人 217 4.4 10.6 15.0 20.0 20.6 25.6 3.8 

501～1,000 人 136 1.5 13.2 12.5 22.1 28.7 18.4 3.7 

1,001 人以上 126 0.6 11.1 17.9 21.6 29.0 16.7 3.1 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

14.4%

22.2%

8.1%

10.9%

11.8%

9.2%

10.6%

13.2%

11.1%

11.5%

9.9%

12.3%

15.0%

12.5%

17.9%

15.8%

12.3%

18.8%

20.0%

22.1%

21.6%

18.0%

17.0%

16.5%

20.6%

28.7%

29.0%

20.4%

16.5%

25.8%

25.6%

18.4%

16.7%

9.0%

10.4%

9.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0（いない） 0％超～10％未満 10％以上～25％未満

25％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 9 従業員数に占める女性比率_有期契約労働者：単数回答（問 4②） 

 

数表Ⅲ- 9 

  合計 

問 4.従業員数に占める女性比率②有期契約労働者 

0（いない） 
0％超～

10％未満 

10％以上

～25％未

満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 14.4 10.9 11.5 15.8 18.0 20.4 9.0 

業
種
別 

建設業 201 27.1 16.1 15.4 14.1 3.4 2.5 21.5 

製造業 745 15.5 14.3 16.3 20.0 13.2 12.1 8.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 58.1 4.4 10.2 13.6 13.6 

情報通信業 132 27.0 15.7 2.2 9.6 20.3 18.8 6.4 

運輸業，郵便業 259 15.9 26.1 11.7 18.8 7.2 0.0 20.4 

卸売業，小売業 407 9.3 8.6 11.8 22.1 14.5 27.0 6.7 

金融業，保険業 76 11.9 12.4 2.8 18.3 21.0 28.0 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 0.0 2.8 33.4 31.9 31.9 

教育，学習支援業 193 0.0 1.4 11.3 31.3 48.9 6.5 0.5 

医療，福祉 586 11.7 3.0 6.0 1.8 24.6 46.7 6.3 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 15.9 14.4 10.4 21.1 13.8 17.5 6.8 

その他 142 30.5 3.6 13.9 7.4 24.9 19.7 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

14.4%

27.1%

15.5%

27.0%

15.9%

9.3%

11.9%

11.7%

15.9%

30.5%

10.9%

16.1%

14.3%

15.7%

26.1%

8.6%

12.4%

14.4%

11.5%

15.4%

16.3%

58.1%

11.7%

11.8%

11.3%

6.0%

10.4%

13.9%

15.8%

14.1%

20.0%

9.6%

18.8%

22.1%

18.3%

31.3%

21.1%

7.4%

18.0%

13.2%

10.2%

20.3%

7.2%

14.5%

21.0%

33.4%

48.9%

24.6%

13.8%

24.9%

20.4%

12.1%

13.6%

18.8%

27.0%

28.0%

31.9%

6.5%

46.7%

17.5%

19.7%

9.0%

21.5%

8.6%

13.6%

6.4%

20.4%

6.7%

5.5%

31.9%

6.3%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0（いない） 0％超～10％未満 10％以上～25％未満 25％以上～50％未満

50％以上～75％未満 75％以上 無回答
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(5) 無期契約労働者（正社員等）の状況 

① 無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合（令和 2年 4 月 1 日時点） 

１）男性 

男性の無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合をみると、「全体」では「10％以上～

30％未満」が 34.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「30％以上～50％未満」が 29.3％、「10％未

満」が 16.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 10 無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合_男性：単数回答（問 5_1①） 

 

数表Ⅲ- 10 

  合計 

問 5.(1)無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合①男性 

10％未満 

10％以上

～30％未

満 

30％以上

～50％未

満 

50％以上

～70％未

満 

70％以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 16.0 34.6 29.3 12.8 3.9 1.5 1.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 21.7 34.4 26.4 9.9 4.2 1.4 1.9 

101～300 人 1087 12.3 36.2 28.5 15.8 3.1 1.9 2.3 

301～500 人 217 6.3 32.5 37.5 18.1 3.1 0.6 1.9 

501～1,000 人 136 2.2 34.6 43.4 16.2 2.9 0.7 0.0 

1,001 人以上 126 4.9 25.9 44.4 13.0 8.0 2.5 1.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

16.0%

21.7%

12.3%

6.3%

34.6%

34.4%

36.2%

32.5%

34.6%

25.9%

29.3%

26.4%

28.5%

37.5%

43.4%

44.4%

12.8%

9.9%

15.8%

18.1%

16.2%

13.0% 8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％以上～30％未満 30％以上～50％未満

50％以上～70％未満 70％以上 わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 11 無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合_男性：単数回答（問 5_1①） 

 

数表Ⅲ- 11 

  合計 

問 5.(1)無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合①男性 

10％未満 

10％以上

～30％未

満 

30％以上

～50％未

満 

50％以上

～70％未

満 

70％以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 16.0 34.6 29.3 12.8 3.9 1.5 1.9 

業
種
別 

建設業 201 5.9 31.3 45.7 6.3 4.9 0.0 5.9 

製造業 745 9.2 35.9 38.3 10.2 3.9 2.3 0.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 43.1 27.1 16.2 0.0 13.6 0.0 

情報通信業 132 3.2 18.3 24.0 27.5 18.0 5.8 3.2 

運輸業，郵便業 259 31.6 42.9 9.7 8.1 4.6 1.6 1.6 

卸売業，小売業 407 9.0 26.4 36.1 22.5 2.2 0.6 3.3 

金融業，保険業 76 1.8 31.5 49.8 16.9 0.0 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 6.6 32.3 34.2 12.1 2.8 0.0 12.1 

教育，学習支援業 193 21.3 43.0 30.3 5.4 0.0 0.0 0.0 

医療，福祉 586 26.0 30.1 18.0 18.2 2.5 2.3 3.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 21.3 40.2 27.6 6.8 4.1 0.0 0.0 

その他 142 23.6 45.4 18.5 4.6 6.9 0.0 1.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

16.0%

5.9%

9.2%

31.6%

9.0%

6.6%

21.3%

26.0%

21.3%

23.6%

34.6%

31.3%

35.9%

43.1%

18.3%

42.9%

26.4%

31.5%

32.3%

43.0%

30.1%

40.2%

45.4%

29.3%

45.7%

38.3%

27.1%

24.0%

9.7%

36.1%

49.8%

34.2%

30.3%

18.0%

27.6%

18.5%

12.8%

6.3%

10.2%

16.2%

27.5%

8.1%

22.5%

16.9%

12.1%

5.4%

18.2%

6.8%

18.0%

6.9%

13.6%

5.8%

5.9%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％以上～30％未満 30％以上～50％未満 50％以上～70％未満

70％以上 わからない 無回答
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２）女性 

女性の無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合をみると、「全体」では「10％以上～

30％未満」が 27.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「10％未満」が 24.5％、「30％以上～50％未

満」が 23.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 12 無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合_女性：単数回答（問 5_1②） 

 
数表Ⅲ- 12 

  合計 

問 5.(1)無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合②女性 

10％未満 

10％以上

～30％未

満 

30％以上

～50％未

満 

50％以上

～70％未

満 

70％以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 24.5 27.4 23.5 13.6 6.7 1.3 2.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 29.7 28.3 21.7 9.9 6.6 0.9 2.8 

101～300 人 1087 21.5 28.1 24.2 15.0 5.4 1.9 3.8 

301～500 人 217 13.8 22.5 32.5 20.0 8.1 0.6 2.5 

501～1,000 人 136 14.7 26.5 31.6 19.1 7.4 0.7 0.0 

1,001 人以上 126 11.7 19.1 17.3 33.3 15.4 2.5 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

24.5%

29.7%

21.5%

13.8%

14.7%

11.7%

27.4%

28.3%

28.1%

22.5%

26.5%

19.1%

23.5%

21.7%

24.2%

32.5%

31.6%

17.3%

13.6%

9.9%

15.0%

20.0%

19.1%

33.3%

6.7%

6.6%

5.4%

8.1%

7.4%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％以上～30％未満 30％以上～50％未満

50％以上～70％未満 70％以上 わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 13 無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合_女性：単数回答（問 5_1②） 

 

数表Ⅲ- 13 

  合計 

問 5.(1)無期契約労働者（正社員等）に占める 20～30 代の割合②女性 

10％未満 

10％以上

～30％未

満 

30％以上

～50％未

満 

50％以上

～70％未

満 

70％以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 24.5 27.4 23.5 13.6 6.7 1.3 2.9 

業
種
別 

建設業 201 54.8 14.9 15.5 7.8 1.1 0.0 5.9 

製造業 745 26.1 29.2 24.4 14.4 3.3 1.3 1.3 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 4.4 28.3 33.0 4.4 16.2 13.6 0.0 

情報通信業 132 12.2 33.4 2.7 12.5 30.3 5.8 3.2 

運輸業，郵便業 259 51.7 17.1 16.7 5.4 3.0 1.6 4.6 

卸売業，小売業 407 19.1 25.6 17.8 21.9 11.6 0.6 3.4 

金融業，保険業 76 8.6 19.8 22.5 33.0 16.0 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 25.4 14.7 43.8 4.0 0.0 12.1 

教育，学習支援業 193 13.7 40.7 37.3 7.9 0.4 0.0 0.0 

医療，福祉 586 0.7 36.3 36.2 12.2 8.6 2.3 3.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 43.4 17.5 20.0 11.2 4.6 0.0 3.4 

その他 142 39.4 30.2 20.4 9.1 0.0 0.0 1.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

24.5%

54.8%

26.1%

12.2%

51.7%

19.1%

8.6%

13.7%

43.4%

39.4%

27.4%

14.9%

29.2%

28.3%

33.4%

17.1%

25.6%

19.8%

25.4%

40.7%

36.3%

17.5%

30.2%

23.5%

15.5%

24.4%

33.0%

16.7%

17.8%

22.5%

14.7%

37.3%

36.2%

20.0%

20.4%

13.6%

7.8%

14.4%

12.5%

5.4%

21.9%

33.0%

43.8%

7.9%

12.2%

11.2%

9.1%

6.7%

16.2%

30.3%

11.6%

16.0%

8.6%

13.6%

5.8%

5.9%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10％未満 10％以上～30％未満 30％以上～50％未満 50％以上～70％未満

70％以上 わからない 無回答
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② 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間（平均・令和 2年 9 月実績） 

１）全体（平均） 

非管理職の無期契約労働者（正社員等）全体の月間総労働時間（一人あたり平均）をみると、「全

体」では「160 時間以上～180 時間未満」が 50.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「180 時間以

上～200 時間未満」が 17.8％、「140 時間以上～160 時間未満」が 17.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 14 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_全体 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2①） 

 

数表Ⅲ- 14 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間①全体（平均・令和 2年

9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 4.0 17.0 50.4 17.8 2.7 1.2 2.7 4.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 4.7 14.6 53.8 17.9 2.4 1.4 1.9 3.3 

101～300 人 1087 3.5 17.7 46.2 20.4 3.5 0.8 2.7 5.4 

301～500 人 217 2.5 25.6 46.3 10.6 3.1 3.1 5.6 3.1 

501～1,000 人 136 2.2 23.5 52.9 11.8 2.9 0.7 3.7 2.2 

1,001 人以上 126 4.9 19.8 48.8 13.6 0.6 0.0 8.0 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

17.0%

14.6%

17.7%

25.6%

23.5%

19.8%

50.4%

53.8%

46.2%

46.3%

52.9%

48.8%

17.8%

17.9%

20.4%

10.6%

11.8%

13.6%

5.6%

8.0%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 15 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_全体 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2①） 

 

数表Ⅲ- 15 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間①全体（平均・令和 2

年 9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 4.0 17.0 50.4 17.8 2.7 1.2 2.7 4.0 

業
種
別 

建設業 201 4.2 0.7 55.5 28.5 2.8 0.0 0.4 8.0 

製造業 745 2.8 12.4 51.9 24.7 2.9 1.0 2.5 1.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 18.0 59.3 20.2 2.5 0.0 0.0 0.0 0.0 

情報通信業 132 0.0 25.0 64.1 3.9 0.0 0.0 0.6 6.3 

運輸業，郵便業 259 0.0 11.4 19.2 30.2 13.9 9.0 4.0 12.3 

卸売業，小売業 407 2.5 12.7 56.8 18.2 2.5 0.0 1.7 5.7 

金融業，保険業 76 1.0 39.8 44.2 11.4 0.0 1.8 1.8 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 1.2 16.3 17.3 45.4 1.2 0.0 12.1 6.6 

教育，学習支援業 193 9.0 20.5 45.6 16.6 0.0 1.4 6.9 0.0 

医療，福祉 586 3.6 21.0 64.4 3.0 0.0 0.0 3.2 4.9 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 6.5 23.3 46.4 19.0 1.6 0.0 2.6 0.5 

その他 142 14.8 22.6 44.9 8.4 5.4 2.9 0.0 1.0 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)
18.0%

9.0%

6.5%

14.8%

17.0%

12.4%

59.3%

25.0%

11.4%

12.7%

39.8%

16.3%

20.5%

21.0%

23.3%

22.6%

50.4%

55.5%

51.9%

20.2%

64.1%

19.2%

56.8%

44.2%

17.3%

45.6%

64.4%

46.4%

44.9%

17.8%

28.5%

24.7%

30.2%

18.2%

11.4%

45.4%

16.6%

19.0%

8.4%

13.9%

5.4%

9.0%

12.1%

6.9%

8.0%

6.3%

12.3%

5.7%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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２）男性 

非管理職の無期契約労働者（正社員等）男性の月間総労働時間（一人あたり平均）をみると、「全

体」では「160 時間以上～180 時間未満」が 49.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「180 時間以

上～200 時間未満」が 20.4％、「140 時間以上～160 時間未満」が 13.7％となっている。 

 

 図表Ⅲ- 16 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_男性 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2②） 

 

数表Ⅲ- 16 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間②男性（平均・令和 2年

9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 3.2 13.7 49.0 20.4 3.7 1.6 4.2 4.1 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 3.8 10.8 53.3 20.3 4.2 1.4 2.4 3.8 

101～300 人 1087 3.1 15.8 43.1 23.1 3.1 1.9 5.0 5.0 

301～500 人 217 1.3 18.8 50.0 11.9 3.1 3.1 8.1 3.8 

501～1,000 人 136 0.0 19.9 50.0 19.1 2.9 0.7 5.1 2.2 

1,001 人以上 126 3.7 16.7 42.0 15.4 4.3 0.0 14.2 3.7 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

13.7%

10.8%

15.8%

18.8%

19.9%

16.7%

49.0%

53.3%

43.1%

50.0%

50.0%

42.0%

20.4%

20.3%

23.1%

11.9%

19.1%

15.4%

5.0%

8.1%

5.1%

14.2%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 17 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_男性 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2②） 

 

数表Ⅲ- 17 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間②男性（平均・令和 2

年 9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 3.2 13.7 49.0 20.4 3.7 1.6 4.2 4.1 

業
種
別 

建設業 201 4.2 0.7 45.2 35.9 7.1 0.7 0.4 5.9 

製造業 745 2.8 10.0 46.2 27.8 5.9 1.0 4.7 1.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 13.6 59.3 3.3 19.4 0.0 0.0 0.0 4.4 

情報通信業 132 0.0 12.8 60.7 10.5 0.0 0.0 9.6 6.3 

運輸業，郵便業 259 0.0 6.0 21.1 31.3 11.2 12.2 6.0 12.3 

卸売業，小売業 407 0.4 12.2 54.6 22.3 3.5 0.0 2.4 4.6 

金融業，保険業 76 0.0 25.4 47.2 22.9 0.0 0.0 4.6 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 1.2 13.1 18.0 46.6 1.2 0.0 13.3 6.6 

教育，学習支援業 193 9.0 19.1 46.2 13.0 4.0 1.4 7.3 0.0 

医療，福祉 586 1.5 18.6 66.9 3.0 0.0 0.0 3.8 6.1 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 5.6 20.1 47.1 20.2 0.4 1.2 3.8 1.7 

その他 142 14.2 11.8 52.6 12.0 5.4 2.9 0.0 1.0 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)
13.6%

9.0%

5.6%

14.2%

13.7%

10.0%

59.3%

12.8%

6.0%

12.2%

25.4%

13.1%

19.1%

18.6%

20.1%

11.8%

49.0%

45.2%

46.2%

60.7%

21.1%

54.6%

47.2%

18.0%

46.2%

66.9%

47.1%

52.6%

20.4%

35.9%

27.8%

19.4%

10.5%

31.3%

22.3%

22.9%

46.6%

13.0%

20.2%

12.0%

7.1%

5.9%

11.2%

5.4%

12.2%

9.6%

6.0%

13.3%

7.3%

5.9%

6.3%

12.3%

6.6%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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３）女性 

非管理職の無期契約労働者（正社員等）女性の月間総労働時間（一人あたり平均）をみると、「全

体」では「160 時間以上～180 時間未満」が 50.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「140 時間以

上～160 時間未満」が 23.5％、「180 時間以上～200 時間未満」が 10.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 18 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_女性 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2③） 

 

数表Ⅲ- 18 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間③女性（平均・令和 2年

9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 6.5 23.5 50.0 10.6 0.6 0.5 4.2 4.0 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 6.6 24.5 50.9 10.8 0.5 0.5 2.4 3.8 

101～300 人 1087 5.8 20.4 50.4 12.3 1.2 0.4 5.0 4.6 

301～500 人 217 8.1 24.4 46.3 7.5 0.0 1.9 8.1 3.8 

501～1,000 人 136 5.9 33.8 48.5 3.7 0.0 0.7 5.1 2.2 

1,001 人以上 126 8.6 25.3 41.4 6.2 0.0 0.0 14.2 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

6.5%

6.6%

5.8%

8.1%

5.9%

8.6%

23.5%

24.5%

20.4%

24.4%

33.8%

25.3%

50.0%

50.9%

50.4%

46.3%

48.5%

41.4%

10.6%

10.8%

12.3%

7.5%

6.2%

5.0%

8.1%

5.1%

14.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 19 非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間_女性 

（平均・令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_2③） 

 

数表Ⅲ- 19 

  合計 

問 5.(2)非管理職の無期契約労働者（正社員等）の月間総労働時間③女性（平均・令和 2

年 9月実績） 

140 時間

未満 

140 時間

以上～160

時間未満 

160 時間

以上～180

時間未満 

180 時間

以上～200

時間未満 

200 時間

以上～220

時間未満 

220 時間

以上 

わからな

い、把握し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 6.5 23.5 50.0 10.6 0.6 0.5 4.2 4.0 

業
種
別 

建設業 201 6.3 18.1 60.3 5.2 0.0 0.0 0.4 9.7 

製造業 745 5.8 25.3 46.4 14.7 0.6 1.0 4.7 1.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 38.7 40.7 13.6 2.5 0.0 0.0 0.0 4.4 

情報通信業 132 1.2 31.8 48.0 3.2 0.0 0.0 9.6 6.3 

運輸業，郵便業 259 6.1 13.3 40.0 19.8 3.2 0.9 6.0 10.7 

卸売業，小売業 407 3.3 25.0 54.0 8.7 1.9 0.0 2.4 4.6 

金融業，保険業 76 13.7 33.7 37.8 10.1 0.0 0.0 4.6 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 1.2 16.3 43.0 19.7 0.0 0.0 13.3 6.6 

教育，学習支援業 193 9.0 21.4 46.0 14.9 0.0 1.4 7.3 0.0 

医療，福祉 586 4.3 18.7 65.4 3.0 0.0 0.0 3.8 4.8 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 8.9 29.4 45.2 10.8 0.0 0.0 3.8 1.9 

その他 142 16.4 29.9 36.0 13.8 0.0 2.9 0.0 1.0 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

6.5%

6.3%

5.8%

38.7%

6.1%

13.7%

9.0%

8.9%

16.4%

23.5%

18.1%

25.3%

40.7%

31.8%

13.3%

25.0%

33.7%

16.3%

21.4%

18.7%

29.4%

29.9%

50.0%

60.3%

46.4%

13.6%

48.0%

40.0%

54.0%

37.8%

43.0%

46.0%

65.4%

45.2%

36.0%

10.6%

5.2%

14.7%

19.8%

8.7%

10.1%

19.7%

14.9%

10.8%

13.8%

9.6%

6.0%

13.3%

7.3%

9.7%

6.3%

10.7%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

140時間未満 140時間以上～160時間未満 160時間以上～180時間未満

180時間以上～200時間未満 200時間以上～220時間未満 220時間以上

わからない、把握していない 無回答
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③ 週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合（令和 2年 9 月実

績） 

週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合をみると、「全体」では「0％

（いない）」が 65.5％でもっとも回答割合が高く、次いで「0％超～3％未満」が 13.7％、「3％以上～

5％未満」が 6.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 20 週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合 

（令和 2年 9 月実績）：単数回答（問 5_3） 

 
数表Ⅲ- 20 

  合計 

問 5.(3)週あたり労働時間が 60時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合

（令和 2年 9月実績） 

0％（いな

い） 

0％超～

3％未満 

3％以上～

5％未満 

5％以上～

10％未満 

10％以上

～15％未

満 

15％以上 無回答 

 全 体 3195 65.5 13.7 6.1 3.1 3.3 3.9 4.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 70.3 10.4 6.6 3.3 2.8 4.2 2.4 

101～300 人 1087 64.2 13.1 5.8 2.7 3.8 3.8 6.5 

301～500 人 217 58.1 18.8 4.4 3.1 5.0 5.6 5.0 

501～1,000 人 136 54.4 27.9 5.9 4.4 2.2 1.5 3.7 

1,001 人以上 126 38.9 38.9 4.9 1.9 1.9 0.6 13.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

65.5%

70.3%

64.2%

58.1%

54.4%

38.9%

13.7%

10.4%

13.1%

18.8%

27.9%

38.9%

6.1%

6.6%

5.8%

5.9%

5.0% 5.6%

6.5%

5.0%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％（いない） 0％超～3％未満 3％以上～5％未満

5％以上～10％未満 10％以上～15％未満 15％以上

無回答



 

28 

④ 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率（令和元年度実績） 

無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率をみると、「全体」では「25％以上～50％

未満」が 38.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「50％以上～75％未満」が 34.1％、「75％以上」

が 15.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 21 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率（令和元年度実績） 

：単数回答（問 5_4） 

 
数表Ⅲ- 21 

  合計 

問 5.(4)無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率

（令和元年度実績） 

0％ 
0％超～

25％未満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 0.6 7.2 38.1 34.1 15.1 4.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.9 6.1 41.0 32.5 15.6 3.8 

101～300 人 1087 0.4 9.2 37.3 32.7 14.6 5.8 

301～500 人 217 0.0 7.5 32.5 38.1 14.4 7.5 

501～1,000 人 136 0.0 4.4 30.9 47.8 13.2 3.7 

1,001 人以上 126 0.0 6.2 24.7 45.7 17.3 6.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

7.2%

6.1%

9.2%

7.5%

6.2%

38.1%

41.0%

37.3%

32.5%

30.9%

24.7%

34.1%

32.5%

32.7%

38.1%

47.8%

45.7%

15.1%

15.6%

14.6%

14.4%

13.2%

17.3%

5.8%

7.5%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％ 0％超～25％未満 25％以上～50％未満

50％以上～75％未満 75％以上 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 22 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率（令和元年度実績） 

：単数回答（問 5_4） 

 

数表Ⅲ- 22 

  合計 

問 5.(4)無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率

（令和元年度実績） 

0％ 
0％超～

25％未満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

 全 体 3195 0.6 7.2 38.1 34.1 15.1 4.8 

業
種
別 

建設業 201 0.0 7.3 43.9 33.7 8.4 6.6 

製造業 745 0.0 6.6 44.0 27.6 18.7 3.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 4.4 43.4 36.0 16.2 0.0 

情報通信業 132 0.0 0.0 27.8 46.1 17.1 9.0 

運輸業，郵便業 259 0.0 18.9 41.1 23.2 13.3 3.6 

卸売業，小売業 407 1.9 7.4 46.5 27.9 8.2 8.2 

金融業，保険業 76 0.0 0.0 36.8 53.1 10.1 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 12.1 33.0 21.1 8.7 12.1 13.1 

教育，学習支援業 193 0.0 0.7 56.8 31.3 10.1 1.1 

医療，福祉 586 0.0 4.8 23.1 45.1 18.4 8.5 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.0 10.1 33.1 41.0 15.3 0.4 

その他 142 2.9 0.0 34.5 37.6 25.0 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

12.1%

7.2%

7.3%

6.6%

18.9%

7.4%

33.0%

10.1%

38.1%

43.9%

44.0%

43.4%

27.8%

41.1%

46.5%

36.8%

21.1%

56.8%

23.1%

33.1%

34.5%

34.1%

33.7%

27.6%

36.0%

46.1%

23.2%

27.9%

53.1%

8.7%

31.3%

45.1%

41.0%

37.6%

15.1%

8.4%

18.7%

16.2%

17.1%

13.3%

8.2%

10.1%

12.1%

10.1%

18.4%

15.3%

25.0%

6.6%

9.0%

8.2%

13.1%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％ 0％超～25％未満 25％以上～50％未満

50％以上～75％未満 75％以上 無回答
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（週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合別） 

図表Ⅲ- 23 無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率（令和元年度実績） 

：単数回答（問 5_4） 

 

数表Ⅲ- 23 

  合計 

問 5.(4)無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率

（令和元年度実績） 

0％ 
0％超～

25％未満 

25％以上

～50％未

満 

50％以上

～75％未

満 

75％以上 無回答 

問 5.(3) 0％（いない） 2092 0.9 6.0 36.6 35.3 17.8 3.3 

週
あ
た
り
労
働
時
間
が 

６
０
時
間
以
上
の
無
期
契

約
労
働
者
（
正
社
員
等
）

の
割
合 

0％超～3％未満 439 0.0 8.4 42.3 40.8 7.9 0.7 

3％以上～5％未満 194 0.0 4.3 41.5 35.1 18.7 0.5 

5％以上～10％未満 98 0.0 17.7 60.5 11.9 9.9 0.0 

10％以上～15％未満 104 0.0 10.0 61.3 27.8 1.0 0.0 

15％以上 126 0.0 16.7 40.8 23.8 18.8 0.0 

 

  

0％（いない）
　 (n=2092)

0％超～3％未満
　 (n=439)

3％以上～5％未満
　 (n=194)

5％以上～10％未満
　 (n=98)

10％以上～15％未満
　 (n=104)

15％以上
　 (n=126)

週

の

労

働
時

間

が

6

0

時

間

以

上

の
割

合

6.0%

8.4%

17.7%

10.0%

16.7%

36.6%

42.3%

41.5%

60.5%

61.3%

40.8%

35.3%

40.8%

35.1%

11.9%

27.8%

23.8%

17.8%

7.9%

18.7%

9.9%

18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％ 0％超～25％未満 25％以上～50％未満

50％以上～75％未満 75％以上 無回答
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⑤ 無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数 

１）男性 

無期契約労働者（正社員等）男性の平均勤続年数をみると、「全体」では「10 年以上～15 年未満」

が 34.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「10 年未満」が 25.4％、「15 年以上～20 年未満」が

23.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 24 無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数_男性：数値回答（問 5_5①） 

 

数表Ⅲ- 24 

  合計 

問 5.(5)無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数①

男性 

10 年未満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上 無回答 

 全 体 3195 25.4 34.0 23.1 8.5 8.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 24.1 36.3 21.7 9.9 8.0 

101～300 人 1087 29.6 32.7 20.0 6.2 11.5 

301～500 人 217 21.9 33.8 31.3 6.3 6.9 

501～1,000 人 136 21.3 29.4 36.0 8.1 5.1 

1,001 人以上 126 17.9 21.0 40.1 14.8 6.2 

 

※小数点以下の端数を切り捨て、整数を記入。 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

25.4%

24.1%

29.6%

21.9%

21.3%

17.9%

34.0%

36.3%

32.7%

33.8%

29.4%

21.0%

23.1%

21.7%

20.0%

31.3%

36.0%

40.1%

8.5%

9.9%

6.2%

6.3%

8.1%

14.8%

8.9%

8.0%

11.5%

6.9%

5.1%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満 10年以上～15年未満 15年以上～20年未満 20年以上 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 25 無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数_男性：数値回答（問 5_5①） 

 

数表Ⅲ- 25 

  合計 

問 5.(5)無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数①

男性 

10 年未満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上 無回答 

 全 体 3195 25.4 34.0 23.1 8.5 8.9 

業
種
別 

建設業 201 16.7 31.4 33.7 11.8 6.4 

製造業 745 6.3 49.2 27.1 13.1 4.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 18.0 27.1 2.5 38.7 13.6 

情報通信業 132 30.2 19.4 18.5 7.5 24.3 

運輸業，郵便業 259 20.7 39.7 23.8 3.3 12.4 

卸売業，小売業 407 17.9 37.2 30.8 6.4 7.7 

金融業，保険業 76 19.7 14.2 47.8 18.2 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 41.8 31.8 1.2 0.0 25.2 

教育，学習支援業 193 17.9 45.3 25.6 10.1 1.1 

医療，福祉 586 56.1 26.3 4.3 0.7 12.6 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 33.4 20.1 27.3 9.7 9.5 

その他 142 27.3 18.4 31.1 14.9 8.4 

 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

25.4%

16.7%

6.3%

18.0%

30.2%

20.7%

17.9%

19.7%

41.8%

17.9%

56.1%

33.4%

27.3%

34.0%

31.4%

49.2%

27.1%

19.4%

39.7%

37.2%

14.2%

31.8%

45.3%

26.3%

20.1%

18.4%

23.1%

33.7%

27.1%

18.5%

23.8%

30.8%

47.8%

25.6%

27.3%

31.1%

8.5%

11.8%

13.1%

38.7%

7.5%

6.4%

18.2%

10.1%

9.7%

14.9%

8.9%

6.4%

13.6%

24.3%

12.4%

7.7%

25.2%

12.6%

9.5%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満 10年以上～15年未満 15年以上～20年未満 20年以上 無回答
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２）女性 

無期契約労働者（正社員等）女性の平均勤続年数をみると、「全体」では「10 年未満」が 43.4％で

もっとも回答割合が高く、次いで「10 年以上～15 年未満」が 33.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 26 無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数_女性：数値回答（問 5_5②） 

 
数表Ⅲ- 26 

  合計 

問 5.(5)無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数②

女性 

10 年未満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上 無回答 

 全 体 3195 43.4 33.4 8.8 5.4 8.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 43.9 34.0 8.0 6.1 8.0 

101～300 人 1087 45.8 29.6 8.5 4.6 11.5 

301～500 人 217 37.5 43.1 10.0 2.5 6.9 

501～1,000 人 136 37.5 37.5 12.5 7.4 5.1 

1,001 人以上 126 34.0 38.9 14.8 6.2 6.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

43.4%

43.9%

45.8%

37.5%

37.5%

34.0%

33.4%

34.0%

29.6%

43.1%

37.5%

38.9%

8.8%

8.0%

8.5%

10.0%

12.5%

14.8%

5.4%

6.1%

7.4%

6.2%

8.9%

8.0%

11.5%

6.9%

5.1%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満 10年以上～15年未満 15年以上～20年未満 20年以上 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 27 無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数_女性：数値回答（問 5_5②） 

 

数表Ⅲ- 27 

  合計 

問 5.(5)無期契約労働者（正社員等）の平均勤続年数②

女性 

10 年未満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上 無回答 

 全 体 3195 43.4 33.4 8.8 5.4 8.9 

業
種
別 

建設業 201 44.6 23.1 13.4 10.4 8.5 

製造業 745 38.0 45.2 6.5 6.2 4.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 37.5 32.7 2.5 13.6 13.6 

情報通信業 132 44.0 19.6 11.4 3.9 21.2 

運輸業，郵便業 259 45.4 24.6 5.1 9.5 15.4 

卸売業，小売業 407 43.6 37.1 7.5 5.9 5.8 

金融業，保険業 76 28.1 50.6 17.7 3.6 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 61.5 13.3 0.0 0.0 25.2 

教育，学習支援業 193 19.2 56.4 17.1 6.1 1.1 

医療，福祉 586 59.1 21.5 6.1 0.7 12.6 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 45.1 29.5 8.8 7.1 9.5 

その他 142 31.2 34.7 22.3 3.5 8.4 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

43.4%

44.6%

38.0%

37.5%

44.0%

45.4%

43.6%

28.1%

61.5%

19.2%

59.1%

45.1%

31.2%

33.4%

23.1%

45.2%

32.7%

19.6%

24.6%

37.1%

50.6%

13.3%

56.4%

21.5%

29.5%

34.7%

8.8%

13.4%

6.5%

11.4%

5.1%

7.5%

17.7%

17.1%

6.1%

8.8%

22.3%

5.4%

10.4%

6.2%

13.6%

9.5%

5.9%

6.1%

7.1%

8.9%

8.5%

13.6%

21.2%

15.4%

5.8%

25.2%

12.6%

9.5%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満 10年以上～15年未満 15年以上～20年未満 20年以上 無回答
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2. 結婚や妊娠・出産、育児による女性の離職状況について 

(1) 結婚による女性の離職状況 

① 無期契約労働者（正社員等） 

結婚による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「結婚で

離職する女性はほとんどいない」が 69.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「結婚で離職する女性

は少ない」が 18.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 28 結婚による女性の離職状況_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 6_1①） 

 

数表Ⅲ- 28 

  合計 

問 6.(1)結婚による女性の離職状況①無期契約労働者（正社員等） 

結婚で離

職する女

性はほと

んどいない 

結婚で離

職する女

性は少な

い 

結婚で離

職する女

性が多い 

結婚でほ

とんど離職

する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 69.3 18.4 3.5 0.1 0.9 7.2 0.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 70.3 13.7 4.2 0.0 0.5 10.8 0.5 

101～300 人 1087 68.5 21.9 3.1 0.4 0.8 4.6 0.8 

301～500 人 217 72.5 26.3 0.6 0.0 0.6 0.0 0.0 

501～1,000 人 136 60.3 32.4 3.7 0.0 2.2 0.7 0.7 

1,001 人以上 126 68.5 21.0 2.5 0.0 7.4 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

69.3%

70.3%

68.5%

72.5%

60.3%

68.5%

18.4%

13.7%

21.9%

26.3%

32.4%

21.0% 7.4%

7.2%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚で離職する女性はほとんどいない 結婚で離職する女性は少ない

結婚で離職する女性が多い 結婚でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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② 有期契約労働者 

結婚による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「全体」では「結婚で離職する女性

はほとんどいない」が 44.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が 33.3％、「結

婚で離職する女性は少ない」が 11.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 29 結婚による女性の離職状況_有期契約労働者：単数回答（問 6_1②） 

 

数表Ⅲ- 29 

  合計 

問 6.(1)結婚による女性の離職状況②有期契約労働者 

結婚で離

職する女

性はほと

んどいない 

結婚で離

職する女

性は少な

い 

結婚で離

職する女

性が多い 

結婚でほ

とんど離職

する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 44.0 11.8 1.3 0.4 2.9 33.3 6.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 41.0 8.0 0.9 0.5 0.9 41.5 7.1 

101～300 人 1087 43.5 14.2 1.9 0.4 3.8 29.2 6.9 

301～500 人 217 57.5 15.6 0.6 0.0 4.4 18.8 3.1 

501～1,000 人 136 50.7 24.3 1.5 0.0 8.8 12.5 2.2 

1,001 人以上 126 55.6 21.0 0.6 0.6 11.7 8.6 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

44.0%

41.0%

43.5%

57.5%

50.7%

55.6%

11.8%

8.0%

14.2%

15.6%

24.3%

21.0%

8.8%

11.7%

33.3%

41.5%

29.2%

18.8%

12.5%

8.6%

6.3%

7.1%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

結婚で離職する女性はほとんどいない 結婚で離職する女性は少ない

結婚で離職する女性が多い 結婚でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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(2) 妊娠・出産による女性の離職状況 

① 無期契約労働者（正社員等） 

妊娠・出産による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「妊

娠・出産で離職する女性はほとんどいない」が 68.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「妊娠・出

産で離職する女性は少ない」が 17.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 30 妊娠・出産による女性の離職状況_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 6_2①） 

 
数表Ⅲ- 30 

  合計 

問 6.(2)妊娠・出産による女性の離職状況①無期契約労働者（正社員等） 

妊娠・出産

で離職す

る女性は

ほとんどい

ない 

妊娠・出産

で離職す

る女性は

少ない 

妊娠・出産

で離職す

る女性が

多い 

妊娠・出産

でほとんど

離職する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 68.1 17.6 2.7 1.4 1.0 8.4 0.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 64.6 15.1 2.8 2.8 0.9 12.7 0.9 

101～300 人 1087 71.5 18.8 3.1 0.0 0.4 5.4 0.8 

301～500 人 217 73.8 23.8 1.3 0.0 0.6 0.6 0.0 

501～1,000 人 136 69.1 26.5 0.7 0.0 2.2 0.7 0.7 

1,001 人以上 126 71.6 20.4 1.2 0.0 6.2 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

68.1%

64.6%

71.5%

73.8%

69.1%

71.6%

17.6%

15.1%

18.8%

23.8%

26.5%

20.4% 6.2%

8.4%

12.7%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊娠・出産で離職する女性はほとんどいない 妊娠・出産で離職する女性は少ない

妊娠・出産で離職する女性が多い 妊娠・出産でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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② 有期契約労働者 

妊娠・出産による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「全体」では「妊娠・出産で

離職する女性はほとんどいない」が 38.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が

35.7％、「妊娠・出産で離職する女性は少ない」が 12.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 31 妊娠・出産による女性の離職状況_有期契約労働者：単数回答（問 6_2②） 

 

数表Ⅲ- 31 

  合計 

問 6.(2)妊娠・出産による女性の離職の状況②有期契約労働者 

妊娠・出産

で離職す

る女性は

ほとんどい

ない 

妊娠・出産

で離職す

る女性は

少ない 

妊娠・出産

で離職す

る女性が

多い 

妊娠・出産

でほとんど

離職する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 38.1 12.5 2.9 1.2 2.9 35.7 6.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 34.9 8.5 1.4 1.4 0.9 44.8 8.0 

101～300 人 1087 37.7 15.0 5.4 1.2 3.1 30.8 6.9 

301～500 人 217 49.4 18.1 2.5 0.6 6.3 20.6 2.5 

501～1,000 人 136 50.7 20.6 2.2 0.0 11.0 12.5 2.9 

1,001 人以上 126 49.4 24.1 1.2 0.6 12.3 10.5 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

38.1%

34.9%

37.7%

49.4%

50.7%

49.4%

12.5%

8.5%

15.0%

18.1%

20.6%

24.1%

5.4%

6.3%

11.0%

12.3%

35.7%

44.8%

30.8%

20.6%

12.5%

10.5%

6.8%

8.0%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

妊娠・出産で離職する女性はほとんどいない 妊娠・出産で離職する女性は少ない

妊娠・出産で離職する女性が多い 妊娠・出産でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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(3) 育児による女性の離職状況 

① 無期契約労働者（正社員等） 

育児による女性の離職状況について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「育児で

離職する女性はほとんどいない」が 67.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「育児で離職する女性

は少ない」が 19.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 32 育児による女性の離職状況_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 6_3①） 

 
数表Ⅲ- 32 

  合計 

問 6.(3)育児による女性の離職状況①無期契約労働者（正社員等） 

育児で離

職する女

性はほと

んどいない 

育児で離

職する女

性は少な

い 

育児で離

職する女

性が多い 

育児でほ

とんど離職

する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 67.7 19.4 2.5 0.2 1.3 8.3 0.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 69.3 13.7 2.4 0.5 1.4 12.3 0.5 

101～300 人 1087 65.4 24.2 3.5 0.0 0.4 5.8 0.8 

301～500 人 217 72.5 25.6 0.0 0.0 1.9 0.0 0.0 

501～1,000 人 136 64.7 29.4 1.5 0.0 2.9 0.7 0.7 

1,001 人以上 126 60.5 31.5 1.2 0.0 6.2 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

67.7%

69.3%

65.4%

72.5%

64.7%

60.5%

19.4%

13.7%

24.2%

25.6%

29.4%

31.5% 6.2%

8.3%

12.3%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児で離職する女性はほとんどいない 育児で離職する女性は少ない

育児で離職する女性が多い 育児でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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② 有期契約労働者 

育児による女性の離職状況について、有期契約労働者をみると、「全体」では「育児で離職する女性

はほとんどいない」が 42.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が 34.5％、「育

児で離職する女性は少ない」が 11.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 33 育児による女性の離職状況_有期契約労働者：単数回答（問 6_3②） 

 
数表Ⅲ- 33 

  合計 

問 6.(3)育児による女性の離職状況②有期契約労働者 

育児で離

職する女

性はほと

んどいない 

育児で離

職する女

性は少な

い 

育児で離

職する女

性が多い 

育児でほ

とんど離職

する 

わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 42.1 11.3 1.3 0.5 3.8 34.5 6.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 39.2 6.6 0.5 0.5 2.4 43.4 7.5 

101～300 人 1087 42.7 14.2 2.3 0.8 3.5 29.6 6.9 

301～500 人 217 53.1 17.5 1.3 0.0 6.9 18.8 2.5 

501～1,000 人 136 52.2 19.1 2.2 0.0 11.8 12.5 2.2 

1,001 人以上 126 45.7 27.8 1.9 0.0 11.7 11.1 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

42.1%

39.2%

42.7%

53.1%

52.2%

45.7%

11.3%

6.6%

14.2%

17.5%

19.1%

27.8%

6.9%

11.8%

11.7%

34.5%

43.4%

29.6%

18.8%

12.5%

11.1%

6.5%

7.5%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児で離職する女性はほとんどいない 育児で離職する女性は少ない

育児で離職する女性が多い 育児でほとんど離職する

わからない 対象者がいない

無回答
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3. 育児をしながら働く労働者のための制度と利用状況について 

(1) 育児休業制度の内容 

① 期間 

育児休業は、子が何歳になるまで取得できるかをみると、「全体」では「1歳（延長により最長 2歳）

（法定どおり）」が 79.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「2歳まで」が 9.3％、「2歳を超え 3歳

未満」が 5.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 34 育児休業制度の内容_期間：単数回答（問 7_1）  

 

数表Ⅲ- 34 

  合計 

問 7.育児休業制度の内容(1)期間 

1 歳（延長

により最長

2歳）（法

定どおり） 

2 歳まで 
2 歳を超え

3歳未満 
3 歳以上 

その他（規

定がない、

わからな

い等） 

無回答 

 全 体 3195 79.7 9.3 5.8 2.2 2.4 0.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 81.6 8.0 4.2 1.4 3.8 0.9 

101～300 人 1087 81.2 11.2 3.8 2.7 0.8 0.4 

301～500 人 217 79.4 8.1 8.1 1.9 1.9 0.6 

501～1,000 人 136 73.5 8.8 13.2 3.7 0.7 0.0 

1,001 人以上 126 50.0 11.7 29.6 6.8 1.9 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

79.7%

81.6%

81.2%

79.4%

73.5%

50.0%

9.3%

8.0%

11.2%

8.1%

8.8%

11.7%

5.8%

8.1%

13.2%

29.6% 6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1歳（延長により最長2歳）（法定どおり） 2歳まで

2歳を超え3歳未満 3歳以上

その他（規定がない、わからない等） 無回答
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② 適用除外の対象者 

育児休業の対象から除外している労働者の要件設定をみると、「全体」では「入社 1 年未満の労働

者」が 78.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「申出の日から 1年以内に雇用関係が終了する労働

者」が 63.0％、「1週間の所定労働日数が 2日以下の労働者」が 57.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 35 育児休業制度の内容_適用除外の対象者：複数回答（問 7_2） 

 

数表Ⅲ- 35 

  合計 

問 7.育児休業制度の内容(2)適用除外の対象者 

入社 1年

未満の労

働者 

申出の日

から 1年

以内に雇

用関係が

終了する

労働者 

1 週間の

所定労働

日数が 2

日以下の

労働者 

その他 

規定がな

い、わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 78.6 63.0 57.9 4.4 9.6 3.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 74.1 57.5 55.2 4.2 14.2 3.3 

101～300 人 1087 82.3 67.7 60.4 3.1 5.4 3.8 

301～500 人 217 87.5 70.0 63.1 3.8 4.4 1.9 

501～1,000 人 136 86.0 77.2 64.0 8.8 4.4 0.0 

1,001 人以上 126 82.7 66.7 56.8 14.2 1.9 3.1 

 

  

入社1年未満の労働者

申出の日から1年以内に
雇用関係が終了する労働者

1週間の所定労働日数が2日以下の労働者

その他

規定がない、わからない

無回答

78.6%

63.0%

57.9%

9.6%

74.1%

57.5%

55.2%

14.2%

82.3%

67.7%

60.4%

5.4%

87.5%

70.0%

63.1%

86.0%

77.2%

64.0%

8.8%

82.7%

66.7%

56.8%

14.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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③ 子の範囲 

法で定められている子の範囲以外に育児休業の対象と設定しているものはあるかをみると、「全体」

では「法で定められている子の範囲のみを対象」が 84.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「規定

がない、わからない」が 8.8％、「養育里親として養育する子」が 6.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 36 育児休業制度の内容_子の範囲：複数回答（問 7_3） 

 

  

法で定められている子の範囲のみを対象

孫、またはひ孫

姪、または甥

結婚（再婚含む）相手の子

養育里親として養育する子

その他の対象

規定がない、わからない

無回答

84.0%

6.9%

8.8%

82.1%

11.8%

87.3%

5.4%

8.5%

6.5%

85.6%

8.8%

14.4%

86.8%

6.6%

11.8%

75.3%

15.4%

21.6%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 36 

  合計 

問 7.育児休業制度の内容(3)子の範囲 

法で定め

られている

子の範囲

のみを対

象 

孫、または

ひ孫 

姪、または

甥 

結婚（再婚

含む）相手

の子 

養育里親

として養育

する子 

その他の

対象 

規定がな

い、わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 84.0 0.7 0.0 4.3 6.9 0.7 8.8 2.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 82.1 0.9 0.0 1.9 3.3 0.5 11.8 2.8 

101～300 人 1087 87.3 0.4 0.0 5.4 8.5 0.4 6.5 1.9 

301～500 人 217 85.6 0.6 0.0 8.8 14.4 1.9 3.8 1.3 

501～1,000 人 136 86.8 0.7 0.0 6.6 11.8 0.0 3.7 0.0 

1,001 人以上 126 75.3 0.0 0.0 15.4 21.6 6.2 3.7 0.0 
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(2) 育児のための短時間勤務制度の内容 

育児のための短時間勤務は、子が何歳になるまで取得できるかをみると、「全体」では「3歳になる

まで（法定どおり）」が 60.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「3歳以上～小学校就学前まで」が

19.9％、「小学 1年生～3年生まで」が 6.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 37 育児のための短時間勤務制度の内容：単数回答（問 8）  

 
数表Ⅲ- 37 

  合計 

問 8.育児のための短時間勤務制度の内容 

3 歳にな

るまで

（法定ど

おり） 

3 歳以上

～小学

校就学

前まで 

小学 1

年生～3

年生まで 

小学 4

年生～6

年生まで 

中学生ま

で 

高校生ま

たはそれ

以上 

期間に

制限はな

い 

その他

（規定が

ない、わ

からない

等） 

無回答 

 全 体 3195 60.9 19.9 6.7 4.8 0.1 0.0 2.1 4.5 1.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 65.6 17.5 3.8 2.8 0.0 0.0 2.4 7.1 0.9 

101～300 人 1087 61.9 23.1 4.6 5.0 0.0 0.0 2.3 1.5 1.5 

301～500 人 217 56.9 21.3 12.5 6.3 0.0 0.0 0.0 2.5 0.6 

501～1,000 人 136 38.2 25.0 24.3 8.1 0.0 0.0 0.0 4.4 0.0 

1,001 人以上 126 22.2 16.0 34.6 21.6 1.9 0.6 1.9 1.2 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

60.9%

65.6%

61.9%

56.9%

38.2%

22.2%

19.9%

17.5%

23.1%

21.3%

25.0%

16.0%

6.7%

12.5%

24.3%

34.6%

5.0%

6.3%

8.1%

21.6%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3歳になるまで（法定どおり） 3歳以上～小学校就学前まで

小学1年生～3年生まで 小学4年生～6年生まで

中学生まで 高校生またはそれ以上

期間に制限はない その他（規定がない、わからない等）

無回答
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(3) 子の看護休暇制度の内容 

① 小学校就学前の子が 3人以上いる場合の年間付与日数 

１）無期契約労働者（正社員等） 

小学校就学前の子が3人以上いる場合の休暇の年間付与日数について、無期契約労働者（正社員等）

をみると、「全体」では「10 日（法定どおり）」が 84.6％でもっとも回答割合が高く、次いで「規定が

ない・わからない」が 7.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 38 子の看護休暇制度の小学校就学前の子が 3人以上いる場合の年間付与日数 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 9_1①） 

 

数表Ⅲ- 38 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(1)小学校就学前の子が 3 人以上いる場合の年間付与日数①無期

契約労働者（正社員等） 

10 日（法

定どおり） 
11～15 日 16～20 日 21 日以上 

付与日数

に制限は

ない 

その他 

規定がな

い・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 84.6 3.3 1.1 1.0 0.4 1.1 7.4 1.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 79.7 2.8 1.9 1.4 0.0 1.4 11.3 1.4 

101～300 人 1087 89.2 3.8 0.0 0.4 1.2 0.4 4.2 0.8 

301～500 人 217 90.6 3.1 1.3 0.6 0.0 0.6 1.9 1.9 

501～1,000 人 136 93.4 2.2 1.5 1.5 0.0 0.0 1.5 0.0 

1,001 人以上 126 87.0 5.6 0.6 1.2 0.6 4.9 0.0 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

84.6%

79.7%

89.2%

90.6%

93.4%

87.0% 5.6%

7.4%

11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10日（法定どおり） 11～15日 16～20日

21日以上 付与日数に制限はない その他

規定がない・わからない 無回答
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２）有期契約労働者 

小学校就学前の子が 3 人以上いる場合の休暇の年間付与日数について、有期契約労働者をみると、

「全体」では「10 日（法定どおり）」が 75.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「規定がない・わ

からない」が 12.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 39 子の看護休暇制度の小学校就学前の子が 3人以上いる場合の年間付与日数 

_有期契約労働者：単数回答（問 9_1②） 

 

数表Ⅲ- 39 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(1) 小学校就学前の子が 3 人以上いる場合の年間付与日数②有
期契約労働者 

10 日（法

定どおり） 
11～15 日 16～20 日 21 日以上 

付与日数

に制限は

ない 

その他 

規定がな

い・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 75.9 2.5 0.4 0.8 0.5 1.4 12.9 5.6 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 68.4 2.4 0.5 1.4 0.0 1.9 19.3 6.1 

101～300 人 1087 81.5 2.7 0.0 0.0 1.5 0.4 7.7 6.2 

301～500 人 217 86.3 3.1 1.3 0.6 0.0 1.3 3.8 3.8 

501～1,000 人 136 94.1 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 2.9 1.5 

1,001 人以上 126 86.4 4.3 0.0 0.6 0.6 6.2 0.0 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

75.9%

68.4%

81.5%

86.3%

94.1%

86.4% 6.2%

12.9%

19.3%

7.7%

5.6%

6.1%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10日（法定どおり） 11～15日 16～20日

21日以上 付与日数に制限はない その他

規定がない・わからない 無回答
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② 取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休暇の取得単位について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「時間単位

では取得できないが半日単位では取得可能（法定どおり）」が 59.6％で、「すでに時間単位で取得可能」

が 28.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 40 子の看護休暇制度の取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 9_2①）  

 
数表Ⅲ- 40 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1

日時点）①無期契約労働者（正社員等） 

すでに時間単

位で取得可

能 

時間単位で

は取得できな

いが半日単

位では取得

可能（法定ど

おり） 

その他（規定

がない、わか

らない等） 

無回答 

 全 体 3195 28.8 59.6 10.5 1.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 28.3 54.2 16.0 1.4 

101～300 人 1087 28.5 65.4 5.4 0.8 

301～500 人 217 28.1 65.0 5.6 1.3 

501～1,000 人 136 31.6 66.2 2.2 0.0 

1,001 人以上 126 35.8 63.6 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

28.8%

28.3%

28.5%

28.1%

31.6%

35.8%

59.6%

54.2%

65.4%

65.0%

66.2%

63.6%

10.5%

16.0%

5.4%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに時間単位で取得可能 時間単位では取得できないが

半日単位では取得可能

（法定どおり）

その他

（規定がない、

わからない等）

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 41 子の看護休暇制度取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 9_2①） 

 

数表Ⅲ- 41 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1

日時点）①無期契約労働者（正社員等） 

すでに時間

単位で取得

可能 

時間単位で

は取得できな

いが半日単

位では取得

可能（法定ど

おり） 

その他（規定

がない、わか

らない等） 

無回答 

 全 体 3195 28.8 59.6 10.5 1.1 

業
種
別 

建設業 201 35.2 51.3 7.6 5.9 

製造業 745 26.8 63.4 9.7 0.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 56.7 29.6 13.6 0.0 

情報通信業 132 19.3 53.2 27.5 0.0 

運輸業，郵便業 259 17.1 57.2 25.7 0.0 

卸売業，小売業 407 24.6 67.1 8.3 0.0 

金融業，保険業 76 27.2 72.8 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 16.1 53.2 18.6 12.1 

教育，学習支援業 193 45.1 44.8 10.1 0.0 

医療，福祉 586 32.7 60.4 6.2 0.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 23.8 66.8 6.8 2.6 

その他 142 45.0 43.4 11.5 0.0 
  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

28.8%

35.2%

26.8%

56.7%

19.3%

17.1%

24.6%

27.2%

16.1%

45.1%

32.7%

23.8%

45.0%

59.6%

51.3%

63.4%

29.6%

53.2%

57.2%

67.1%

72.8%

53.2%

44.8%

60.4%

66.8%

43.4%

10.5%

7.6%

9.7%

13.6%

27.5%

25.7%

8.3%

18.6%

10.1%

6.2%

6.8%

11.5%

5.9%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに時間単位で取得可能 時間単位では取得できないが

半日単位では取得可能

（法定どおり）

その他

（規定がない、

わからない等）

無回答
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２）有期契約労働者 

子の看護休暇の取得単位について、有期契約労働者をみると、「全体」では「時間単位では取得でき

ないが半日単位では取得可能（法定どおり）」が 53.6％で、「すでに時間単位で取得可能」が 24.8％と

なっている。 

 

図表Ⅲ- 42 子の看護休暇制度取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 

_有期契約労働者：単数回答（問 9_2②） 

 

数表Ⅲ- 42 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1

日時点）②有期契約労働者 

すでに時間単

位で取得可

能 

時間単位で

は取得できな

いが半日単

位では取得

可能（法定ど

おり） 

その他（規定

がない、わか

らない等） 

無回答 

 全 体 3195 24.8 53.6 15.3 6.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 22.6 47.6 22.2 7.5 

101～300 人 1087 26.2 58.1 9.6 6.2 

301～500 人 217 27.5 62.5 6.3 3.8 

501～1,000 人 136 28.7 65.4 5.1 0.7 

1,001 人以上 126 33.3 63.6 1.2 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

24.8%

22.6%

26.2%

27.5%

28.7%

33.3%

53.6%

47.6%

58.1%

62.5%

65.4%

63.6%

15.3%

22.2%

9.6%

6.3%

5.1%

6.3%

7.5%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに時間単位で取得可能 時間単位では取得できないが

半日単位では取得可能

（法定どおり）

その他

（規定がない、

わからない等）

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 43 子の看護休暇制度取得単位（令和 2年 10 月 1 日時点） 

_有期契約労働者：単数回答（問 9_2②） 

 

数表Ⅲ- 43 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1

日時点）②有期契約労働者 

すでに時間

単位で取得

可能 

時間単位で

は取得できな

いが半日単

位では取得

可能（法定ど

おり） 

その他（規定

がない、わか

らない等） 

無回答 

 全 体 3195 24.8 53.6 15.3 6.3 

業
種
別 

建設業 201 27.0 31.5 23.8 17.7 

製造業 745 24.2 62.0 11.2 2.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 56.7 16.0 27.3 0.0 

情報通信業 132 10.3 53.2 30.7 5.8 

運輸業，郵便業 259 9.5 46.1 27.7 16.7 

卸売業，小売業 407 25.4 55.0 14.6 5.0 

金融業，保険業 76 16.2 67.3 5.5 11.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 13.3 46.7 20.2 19.8 

教育，学習支援業 193 32.7 45.2 22.1 0.0 

医療，福祉 586 32.0 54.0 9.6 4.4 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 19.2 63.5 9.2 8.2 

その他 142 39.6 40.5 19.9 0.0 
  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

24.8%

27.0%

24.2%

56.7%

10.3%

9.5%

25.4%

16.2%

13.3%

32.7%

32.0%

19.2%

39.6%

53.6%

31.5%

62.0%

16.0%

53.2%

46.1%

55.0%

67.3%

46.7%

45.2%

54.0%

63.5%

40.5%

15.3%

23.8%

11.2%

27.3%

30.7%

27.7%

14.6%

5.5%

20.2%

22.1%

9.6%

9.2%

19.9%

6.3%

17.7%

5.8%

16.7%

5.0%

11.0%

19.8%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

すでに時間単位で取得可能 時間単位では取得できないが

半日単位では取得可能

（法定どおり）

その他

（規定がない、

わからない等）

無回答
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③ 取得事由 

１）無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休暇制度はどのような場合に取得できるかについて、無期契約労働者（正社員等）をみる

と、「全体」では、「病気・けがをした子の看護又は子に予防接種や健康診断を受けさせるため（法定

どおり）」が 88.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「インフルエンザ等の感染症による等保育園・

小学校等の登園・登校禁止の定めにより、子の世話をするため」が 14.5％、「保育園・小学校等の臨

時休業により子の世話をするため」が 11.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 44 子の看護休暇制度取得事由_無期契約労働者（正社員等）：複数回答（問 9_3①） 

 

  

病気・けがをした子の看護又は
子に予防接種や健康診断を
受けさせるため（法定どおり）

保育園・小学校等の臨時休業により
子の世話をするため

インフルエンザ等の感染症による等
保育園・小学校等の登園・登校禁止の

定めにより、子の世話をするため

インフルエンザ等の感染のおそれがあり、
自主的に保育園・小学校等を休ませた場合の

子の世話をするため

その他

規定がない・わからない

無回答

88.4%

11.0%

14.5%

10.4%

9.1%

82.1%

10.4%

12.7%

9.9%

14.6%

94.2%

11.2%

14.6%

10.4%

95.0%

11.9%

18.8%

13.1%

97.8%

14.0%

22.8%

11.8%

99.4%

13.0%

19.1%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 44 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(3)取得事由①無期契約労働者（正社員等） 

病気・けがを

した子の看護

又は子に予

防接種や健

康診断を受

けさせるため

（法定どおり） 

保育園・小学

校等の臨時

休業により子

の世話をする

ため 

インフルエン

ザ等の感染

症による等保

育園・小学校

等の登園・登

校禁止の定

めにより、子

の世話をする

ため 

インフルエン

ザ等の感染

のおそれが

あり、自主的

に保育園・小

学校等を休

ませた場合

の子の世話

をするため 

その他 
規定がない・

わからない 
無回答 

 全 体 3195 88.4 11.0 14.5 10.4 2.2 9.1 1.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 82.1 10.4 12.7 9.9 2.4 14.6 1.4 

101～300 人 1087 94.2 11.2 14.6 10.4 2.3 3.8 1.2 

301～500 人 217 95.0 11.9 18.8 13.1 1.3 3.1 1.9 

501～1,000 人 136 97.8 14.0 22.8 11.8 0.7 2.2 0.0 

1,001 人以上 126 99.4 13.0 19.1 10.5 1.9 0.0 0.0 
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２）有期契約労働者 

子の看護休暇制度はどのような場合に取得できるかについて、有期契約労働者をみると、「全体」で

は、「病気・けがをした子の看護又は子に予防接種や健康診断を受けさせるため（法定どおり）」が

78.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「規定がない・わからない」が 14.3％、「インフルエンザ

等の感染症による等保育園・小学校等の登園・登校禁止の定めにより、子の世話をするため」が 11.8％

となっている。 

 

図表Ⅲ- 45 子の看護休暇制度取得事由_有期契約労働者：複数回答（問 9_3②） 

 

  

病気・けがをした子の看護又は
子に予防接種や健康診断を
受けさせるため（法定どおり）

保育園・小学校等の臨時休業により
子の世話をするため

インフルエンザ等の感染症による等
保育園・小学校等の登園・登校禁止の

定めにより、子の世話をするため

インフルエンザ等の感染のおそれがあり、
自主的に保育園・小学校等を休ませた場合の

子の世話をするため

その他

規定がない・わからない

無回答

78.8%

8.5%

11.8%

8.5%

14.3%

5.9%

70.8%

8.0%

10.4%

8.5%

21.2%

6.6%

83.8%

8.1%

10.8%

7.3%

8.8%

6.5%

92.5%

10.0%

18.1%

11.9%

95.6%

11.8%

20.6%

11.0%

96.9%

13.0%

17.9%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)



 

55 

数表Ⅲ- 45 

  合計 

問 9.子の看護休暇制度(3)取得事由②有期契約労働者 

病気・けがを

した子の看護

又は子に予

防接種や健

康診断を受

けさせるため

（法定どおり） 

保育園・小学

校等の臨時

休業により子

の世話をする

ため 

インフルエン

ザ等の感染

症による等保

育園・小学校

等の登園・登

校禁止の定

めにより、子

の世話をする

ため 

インフルエン

ザ等の感染

のおそれが

あり、自主的

に保育園・小

学校等を休

ませた場合

の子の世話

をするため 

その他 
規定がない・

わからない 
無回答 

 全 体 3195 78.8 8.5 11.8 8.5 2.2 14.3 5.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 70.8 8.0 10.4 8.5 2.8 21.2 6.6 

101～300 人 1087 83.8 8.1 10.8 7.3 1.9 8.8 6.5 

301～500 人 217 92.5 10.0 18.1 11.9 0.6 3.8 3.1 

501～1,000 人 136 95.6 11.8 20.6 11.0 0.7 3.7 0.7 

1,001 人以上 126 96.9 13.0 17.9 10.5 1.2 0.6 1.9 
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(4) 妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 

妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度をみると、「全体」では「半日

単位の年次有給休暇制度」が 69.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「始業または終業時間の繰り

上げ・繰り下げ」が 51.0％、「配偶者出産休暇制度」が 32.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 46 妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 

：複数回答（問 10-1） 

 
  

フレックスタイム制度

始業または終業時間の繰り上げ・繰り下げ

在宅勤務・テレワーク

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の積立制度

育児に関する目的で利用できる休暇制度

半日単位の年次有給休暇制度

時間単位の年次有給休暇制度

事業所内保育施設の設置運営

保育サービスに関する費用助成

その他の妊娠・出産・育児との両立を支援する
制度

特に導入していない

無回答

12.0%

51.0%

19.9%

32.0%

11.0%

12.9%

69.4%

30.7%

5.6%

5.5%

7.3%

8.5%

45.3%

16.5%

26.4%

9.0%

8.5%

63.7%

29.2%

10.4%

11.5%

56.9%

19.2%

31.9%

8.5%

16.5%

71.9%

29.6%

6.2%

5.4%

19.4%

51.3%

24.4%

41.9%

15.0%

12.5%

79.4%

38.1%

16.9%

12.5%

7.5%

21.3%

59.6%

28.7%

53.7%

18.4%

17.6%

83.1%

35.3%

8.8%

8.8%

8.1%

38.9%

63.0%

51.9%

64.2%

45.1%

33.3%

89.5%

41.4%

25.9%

25.3%

19.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 46 

  合計 

問 10-1.妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 

フレックスタ

イム制度 

始業または

終業時間の

繰り上げ・

繰り下げ 

在宅勤務・

テレワーク 

配偶者出産

休暇制度 

失効年次有

給休暇の積

立制度 

育児に関す

る目的で利

用できる休

暇制度 

半日単位の

年次有給休

暇制度 

 全 体 3195 12.0 51.0 19.9 32.0 11.0 12.9 69.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 8.5 45.3 16.5 26.4 9.0 8.5 63.7 

101～300 人 1087 11.5 56.9 19.2 31.9 8.5 16.5 71.9 

301～500 人 217 19.4 51.3 24.4 41.9 15.0 12.5 79.4 

501～1,000 人 136 21.3 59.6 28.7 53.7 18.4 17.6 83.1 

1,001 人以上 126 38.9 63.0 51.9 64.2 45.1 33.3 89.5 
          

  合計 

時間単位の

年次有給休

暇制度 

事業所内保

育施設の設

置運営 

保育サービ

スに関する

費用助成 

その他の妊

娠・出産・育

児との両立

を支援する

制度 

特に導入し

ていない 
無回答  

 全 体 3195 30.7 5.6 5.5 4.1 7.3 1.1  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 29.2 1.9 2.8 2.4 10.4 1.4  

101～300 人 1087 29.6 6.2 5.4 3.8 4.6 1.2  

301～500 人 217 38.1 16.9 12.5 7.5 4.4 0.0  

501～1,000 人 136 35.3 8.8 8.8 8.1 2.9 0.7  

1,001 人以上 126 41.4 25.9 25.3 19.8 0.6 0.0  
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（業種別） 

図表Ⅲ- 47 妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 

：複数回答（問 10-1） 

 

フレックスタイム制度

始業または終業時間の
繰り上げ・繰り下げ

在宅勤務・テレワーク

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の
積立制度

育児に関する目的で
利用できる休暇制度

半日単位の
年次有給休暇制度

時間単位の
年次有給休暇制度

事業所内保育施設の
設置運営

保育サービスに関する
費用助成

その他の
妊娠・出産・育児との
両立を支援する制度

特に導入していない

無回答

12.0%

51.0%

19.9%

32.0%

11.0%

12.9%

69.4%

30.7%

5.6%

5.5%

7.3%

10.6%

46.3%

18.0%

19.5%

14.1%

14.8%

61.1%

28.1%

5.6%

5.9%

15.4%

47.1%

21.8%

35.2%

20.5%

10.1%

82.3%

26.9%

23.8%

65.8%

18.7%

59.1%

10.2%

86.4%

25.1%

5.1%

32.3%

63.3%

67.6%

31.1%

8.8%

18.5%

86.2%

15.3%

7.8%

9.0%

12.9%

55.1%

18.4%

28.0%

5.9%

14.4%

42.3%

12.9%

9.7%

23.2%

8.2%

58.7%

14.4%

26.5%

9.0%

14.7%

63.0%

18.8%

10.3%

6.9%

46.7%

16.0%

60.0%

21.3%

8.2%

80.0%

28.3%

6.4%

19.8%

42.5%

9.0%

40.4%

17.3%

45.6%

10.9%

25.2%

6.6%

8.4%

71.0%

20.3%

56.4%

7.1%

12.0%

73.7%

56.0%

9.6%

11.8%

43.7%

28.6%

12.9%

69.0%

51.1%

23.4%

10.5%

5.5%

22.2%

46.1%

32.2%

22.9%

17.3%

13.4%

61.2%

24.5%

13.0%

8.6%

53.5%

31.7%

36.4%

6.7%

14.5%

80.9%

45.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業(n=31)
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数表Ⅲ- 47 

  合計 

問 10-1.妊娠・出産や育児と仕事を両立しやすくするために導入している制度 

フレックスタ

イム制度 

始業または

終業時間の

繰り上げ・

繰り下げ 

在宅勤務・

テレワーク 

配偶者出産

休暇制度 

失効年次有

給休暇の積

立制度 

育児に関す

る目的で利

用できる休

暇制度 

半日単位の

年次有給休

暇制度 

 全 体 3195 12.0 51.0 19.9 32.0 11.0 12.9 69.4 

業
種
別 

建設業 201 10.6 46.3 18.0 19.5 14.1 14.8 61.1 

製造業 745 15.4 47.1 21.8 35.2 20.5 10.1 82.3 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 23.8 65.8 18.7 59.1 10.2 2.5 86.4 

情報通信業 132 32.3 63.3 67.6 31.1 8.8 18.5 86.2 

運輸業，郵便業 259 12.9 55.1 18.4 28.0 5.9 14.4 42.3 

卸売業，小売業 407 8.2 58.7 14.4 26.5 9.0 14.7 63.0 

金融業，保険業 76 6.9 46.7 16.0 60.0 21.3 8.2 80.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 19.8 42.5 9.0 40.4 4.4 17.3 45.6 

教育，学習支援業 193 8.4 71.0 20.3 56.4 7.1 12.0 73.7 

医療，福祉 586 0.4 43.7 2.5 28.6 0.3 12.9 69.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 22.2 46.1 32.2 22.9 17.3 13.4 61.2 

その他 142 8.6 53.5 31.7 36.4 6.7 14.5 80.9 
          

  合計 

時間単位の

年次有給休

暇制度 

事業所内保

育施設の設

置運営 

保育サービ

スに関する

費用助成 

その他の妊

娠・出産・育

児との両立

を支援する

制度 

特に導入し

ていない 
無回答  

 全 体 3195 30.7 5.6 5.5 4.1 7.3 1.1  

業
種
別 

建設業 201 28.1 0.0 2.3 5.6 5.9 3.8  

製造業 745 26.9 0.6 3.2 4.3 4.7 0.0  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 25.1 0.0 5.1 2.5 0.0 0.0  

情報通信業 132 15.3 0.0 7.8 9.0 0.0 0.0  

運輸業，郵便業 259 12.9 1.9 9.7 3.0 23.2 0.4  

卸売業，小売業 407 18.8 1.3 2.3 3.1 10.3 0.0  

金融業，保険業 76 28.3 2.8 1.0 6.4 1.3 0.0  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 10.9 0.0 1.6 1.6 25.2 6.6  

教育，学習支援業 193 56.0 9.6 11.8 2.7 0.0 0.0  

医療，福祉 586 51.1 23.4 10.5 5.5 2.9 2.0  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 24.5 0.0 3.5 3.1 13.0 3.4  

その他 142 45.7 4.2 1.8 1.2 3.6 0.0  
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(5) 失効時年次有給休暇の積立制度で利用できる目的 

失効時年次有給休暇の積立制度を導入している企業で、利用できる目的をみると、「全体」では「家

族の介護のため」が 68.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「子の看護のため」が 56.3％、「子以

外の家族の看護のため」が 46.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 48 失効時年次有給休暇の積立制度で利用できる目的：複数回答（問 10-2） 

 

 

※問 10-1 で「5.失効年次有給休暇の積立制度」を選択した回答者を集計対象とする。   

配偶者の出産のため

育児のため

子の看護のため

保育園・小学校等の臨時休業により
子の世話をするため

インフルエンザ等の感染症による等
保育園・小学校等の登園・登校禁止の

定めにより子の世話をするため

インフルエンザ等の感染のおそれにより、
自主的に保育園・小学校等を休ませた場合の

子の世話をするため

子の入園・入学式、卒園・卒業式、
運動会等の保育園・小学校等の

行事への参加のため

家族の介護のため

子以外の家族の看護のため

その他の育児や介護・看護の目的

育児や介護・看護に関する目的での
利用は認めていない

わからない

無回答

13.6%

35.5%

56.3%

28.4%

32.0%

20.3%

18.8%

68.7%

46.5%

19.5%

20.5%

10.5%

31.6%

47.4%

31.6%

31.6%

21.1%

21.1%

63.2%

52.6%

15.8%

26.3%

5.3%

13.6%

31.8%

45.5%

18.2%

27.3%

18.2%

18.2%

59.1%

31.8%

27.3%

27.3%

9.1%

16.7%

50.0%

83.3%

37.5%

41.7%

29.2%

16.7%

87.5%

45.8%

20.8%

8.3%

12.0%

44.0%

64.0%

28.0%

28.0%

12.0%

16.0%

84.0%

44.0%

12.0%

12.0%

20.5%

39.7%

78.1%

31.5%

37.0%

20.5%

16.4%

80.8%

56.2%

19.2%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=352)

101～300人 (n=92)

301～500人 (n=33)

501～1,000人 (n=25)

1,001人以上 (n=57)

51～100人 (n=146)
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数表Ⅲ- 48 

  合計 

問 10-2.失効時年次有給休暇の積立制度で利用できる目的 

配偶者の出

産のため 
育児のため 

子の看護の

ため 

保育園・小

学校等の臨

時休業によ

り子の世話

をするため 

インフルエ

ンザ等の感

染症による

等保育園・

小学校等の

登園・登校

禁止の定め

により子の

世話をする

ため 

インフルエ

ンザ等の感

染のおそれ

により、自主

的に保育

園・小学校

等を休ませ

た場合の子

の世話をす

るため 

子の入園・

入学式、卒

園・卒業式、

運動会等の

保育園・小

学校等の行

事への参加

のため 

 全 体 352 13.6 35.5 56.3 28.4 32.0 20.3 18.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 146 10.5 31.6 47.4 31.6 31.6 21.1 21.1 

101～300 人 92 13.6 31.8 45.5 18.2 27.3 18.2 18.2 

301～500 人 33 16.7 50.0 83.3 37.5 41.7 29.2 16.7 

501～1,000 人 25 12.0 44.0 64.0 28.0 28.0 12.0 16.0 

1,001 人以上 57 20.5 39.7 78.1 31.5 37.0 20.5 16.4 
          

  合計 
家族の介護

のため 

子以外の家

族の看護の

ため 

その他の育

児や介護・

看護の目的 

育児や介

護・看護に

関する目的

での利用は

認めていな

い 

わからない 無回答  

 全 体 352 68.7 46.5 19.5 20.5 2.2 2.4  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 146 63.2 52.6 15.8 26.3 5.3 0.0  

101～300 人 92 59.1 31.8 27.3 27.3 0.0 9.1  

301～500 人 33 87.5 45.8 20.8 8.3 0.0 0.0  

501～1,000 人 25 84.0 44.0 12.0 12.0 0.0 0.0  

1,001 人以上 57 80.8 56.2 19.2 5.5 0.0 0.0  

 
※問 10-1 で「5.失効年次有給休暇の積立制度」を選択した回答者を集計対象とする。 
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(6) 保育園・小学校等が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されている休暇制度  

① 無期契約労働者（正社員等） 

保育園・小学校等が臨時休業の際、子どもの世話をするために利用されている休暇制度について、

無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「年次有給休暇制度」が 83.1％でもっとも回答

割合が高く、次いで「欠勤」が 17.4％、「子の看護休暇制度（法定を超える取扱いを認めている（認

めていた））」が 14.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 49 保育園・小学校が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されている休暇制度 

_無期契約労働者（正社員等）：複数回答（問 11①）  

 

  

子の看護休暇制度（法定を超える取扱いを
認めている（認めていた））

年次有給休暇制度

失効年次有給休暇積立制度

（1・3以外の）
育児に関する目的で利用できる休暇

会社独自の休暇制度（有給）
（3・4を除く）

会社独自の休暇制度（無給）
（3・4を除く）

欠勤

その他

対象者はいない（いなかった）

わからない

無回答

14.0%

83.1%

11.3%

17.4%

5.9%

5.4%

9.9%

80.7%

7.1%

13.2%

8.5%

18.5%

85.0%

14.6%

22.3%

6.9%

15.6%

90.6%

6.9%

14.4%

15.6%

6.9%

17.6%

82.4%

8.1%

19.1%

22.8%

8.1%

22.8%

86.4%

18.5%

22.8%

25.3%

9.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 49 

  合計 

問 11. 保育園・小学校が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されている休暇制度
①無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休

暇制度（法

定を超える

取扱いを認

めている（認

めていた）） 

年次有給休

暇制度 

失効年次有

給休暇積立

制度 

（1・3 以外

の）育児に

関する目的

で利用でき

る休暇 

会社独自の

休暇制度

（有給）（3・4

を除く） 

会社独自の

休暇制度

（無給）（3・4

を除く） 

欠勤 

 全 体 3195 14.0 83.1 3.6 1.1 11.3 1.7 17.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 9.9 80.7 1.4 0.9 7.1 0.5 13.2 

101～300 人 1087 18.5 85.0 3.8 0.8 14.6 3.1 22.3 

301～500 人 217 15.6 90.6 6.9 2.5 14.4 2.5 15.6 

501～1,000 人 136 17.6 82.4 8.1 2.2 19.1 3.7 22.8 

1,001 人以上 126 22.8 86.4 18.5 3.1 22.8 2.5 25.3 
          

  合計 その他 

対象者はい

ない（いなか

った） 

わからない 無回答    

 全 体 3195 5.9 5.4 1.1 1.0    

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 4.7 8.5 1.9 1.4    

101～300 人 1087 6.9 2.7 0.4 0.8    

301～500 人 217 6.9 1.3 0.0 0.0    

501～1,000 人 136 8.1 1.5 0.7 0.7    

1,001 人以上 126 9.3 0.0 0.6 0.6    
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② 有期契約労働者 

保育園・小学校等が臨時休業の際、子どもの世話をするために利用されている休暇制度について、

有期契約労働者をみると、「全体」では「年次有給休暇制度」が 67.4％でもっとも回答割合が高く、

次いで「欠勤」が 18.0％、「対象者はいない（いなかった）」が 17.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 50 保育園・小学校が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されている休暇制度 

_有期契約労働者：複数回答（問 11②） 

 

  

子の看護休暇制度（法定を超える取扱いを
認めている（認めていた））

年次有給休暇制度

失効年次有給休暇積立制度

（1・3以外の）
育児に関する目的で利用できる休暇

会社独自の休暇制度（有給）
（3・4を除く）

会社独自の休暇制度（無給）
（3・4を除く）

欠勤

その他

対象者はいない（いなかった）

わからない

無回答

11.9%

67.4%

8.4%

18.0%

17.3%

6.0%

8.5%

61.8%

12.7%

24.5%

7.1%

15.4%

69.2%

11.5%

24.2%

5.0%

11.9%

6.2%

13.1%

84.4%

5.6%

12.5%

18.8%

6.9%

6.9%

14.0%

78.7%

15.4%

23.5%

8.1%

5.9%

21.6%

82.7%

12.3%

21.0%

24.1%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 50 

  合計 

問 11. 保育園・小学校が臨時休業の際、子どもの世話のために利用されている休暇制度
②有期契約労働者 

子の看護休

暇制度（法

定を超える

取扱いを認

めている（認

めていた）） 

年次有給休

暇制度 

失効年次有

給休暇積立

制度 

（1・3 以外

の）育児に

関する目的

で利用でき

る休暇 

会社独自の

休暇制度

（有給）（3・4

を除く） 

会社独自の

休暇制度

（無給）（3・4

を除く） 

欠勤 

 全 体 3195 11.9 67.4 2.8 1.3 8.4 1.9 18.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 8.5 61.8 1.4 1.4 4.2 0.9 12.7 

101～300 人 1087 15.4 69.2 3.1 0.8 11.5 3.1 24.2 

301～500 人 217 13.1 84.4 5.6 1.9 12.5 1.9 18.8 

501～1,000 人 136 14.0 78.7 2.9 2.2 15.4 3.7 23.5 

1,001 人以上 126 21.6 82.7 12.3 2.5 21.0 1.2 24.1 
          

  合計 その他 

対象者はい

ない（いなか

った） 

わからない 無回答    

 全 体 3195 4.5 17.3 1.0 6.0    

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 3.3 24.5 0.5 7.1    

101～300 人 1087 5.0 11.9 1.9 6.2    

301～500 人 217 6.9 6.9 0.0 1.9    

501～1,000 人 136 8.1 5.9 1.5 1.5    

1,001 人以上 126 7.4 1.2 1.2 2.5    
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(7) 制度利用実績（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績） 

① 産前産後休業（有期契約労働者） 

有期契約労働者の産前産後休業の利用実績をみると、「全体」では「対象者がいない」が 45.7％、

「女性で利用者がいる」が 16.9％となっている。 

  

図表Ⅲ- 51 産前産後休業の利用実績（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績） 

（有期契約労働者）：単数回答（問 12-1_1②） 

 

数表Ⅲ- 51 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月

30 日の実績） (1)産前産後休業②有期契約労働者 

女性で利用

者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 16.9 7.7 45.7 12.4 17.4 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 8.5 6.6 52.8 18.9 13.2 

101 ～300 人 1087 19.6 9.2 43.8 6.5 20.8 

301 ～500 人 217 33.8 6.9 30.0 3.8 25.6 

501 ～1,000 人 136 38.2 5.9 27.2 4.4 24.3 

1,001 人以上 126 49.4 11.1 16.7 1.9 21.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

16.9%

8.5%

19.6%

33.8%

38.2%

49.4%

7.7%

6.6%

9.2%

6.9%

5.9%

11.1%

45.7%

52.8%

43.8%

30.0%

27.2%

16.7%

12.4%

18.9%

6.5%

17.4%

13.2%

20.8%

25.6%

24.3%

21.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性で利用者がいる 利用者はいない 対象者がいない

有期契約労働者はいない 無回答
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以下、制度利用実績（問 12-1）では、「男性で利用者がいる」「女性で利用者がいる」を選択肢とし

て、男女とも利用者がいる場合には両方を回答してもらったが、「男性・女性の両方で利用者がいる」

「男性のみ利用者がいる」「女性のみ利用者がいる」の単数回答に再分類して集計している。 

 

② 育児休業制度 

１）無期契約労働者（正社員等） 

育児休業制度の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「女性のみ

利用者がいる」が 47.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が 16.4％、「男性・

女性の両方で利用者がいる」が 15.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 52 育児休業制度の利用実績（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 12-1_2①） 

 

数表Ⅲ- 52 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） 

(2)育児休業制度①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 15.9 1.9 47.8 13.3 16.4 4.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 7.1 1.4 41.0 19.3 25.0 6.1 

101 ～300 人 1087 15.8 3.1 58.1 9.2 10.4 3.5 

301 ～500 人 217 30.0 1.3 60.0 3.8 1.3 3.8 

501 ～1,000 人 136 44.9 1.5 51.5 0.0 1.5 0.7 

1,001 人以上 126 75.9 0.6 20.4 0.6 0.0 2.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

15.9%

7.1%

15.8%

30.0%

44.9%

75.9%

47.8%

41.0%

58.1%

60.0%

51.5%

20.4%

13.3%

19.3%

9.2%

16.4%

25.0%

10.4%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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２）有期契約労働者 

育児休業制度の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「対象者がいない」が

47.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「女性のみ利用者がいる」が 20.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 53 育児休業制度の利用実績（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績） 

_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_2②） 

 

数表Ⅲ- 53 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (2)育児休

業制度②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.7 0.3 20.1 11.4 47.4 12.4 7.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.5 0.0 8.0 10.4 54.2 18.9 8.0 

101 ～300 人 1087 0.0 0.8 26.9 12.3 45.4 6.5 8.1 

301 ～500 人 217 1.3 0.0 42.5 10.6 34.4 3.8 7.5 

501 ～1,000 人 136 2.2 0.0 48.5 11.8 31.6 4.4 1.5 

1,001 人以上 126 8.0 0.6 48.8 17.3 16.0 1.9 7.4 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.0%

20.1%

8.0%

26.9%

42.5%

48.5%

48.8%

11.4%

10.4%

12.3%

10.6%

11.8%

17.3%

47.4%

54.2%

45.4%

34.4%

31.6%

16.0%

12.4%

18.9%

6.5%

7.7%

8.0%

8.1%

7.5%

7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答
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③ 育児のための短時間勤務制度 

１）無期契約労働者（正社員等） 

育児のための短時間勤務制度の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」

では「女性のみ利用者がいる」が 49.5％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が

24.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 54 育児のための短時間勤務制度の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 12-1_3①） 

 

数表Ⅲ- 54 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） 

(3)育児のための短時間勤務制度①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 3.8 0.5 49.5 24.7 15.8 5.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.9 0.9 37.3 30.2 23.1 7.5 

101 ～300 人 1087 3.5 0.0 56.9 24.2 11.2 4.2 

301 ～500 人 217 5.6 0.0 75.0 11.3 1.3 6.9 

501 ～1,000 人 136 11.0 0.0 81.6 4.4 2.2 0.7 

1,001 人以上 126 32.1 0.6 64.8 1.9 0.0 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.6%

11.0%

32.1%

49.5%

37.3%

56.9%

75.0%

81.6%

64.8%

24.7%

30.2%

24.2%

11.3%

15.8%

23.1%

11.2%

5.8%

7.5%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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２）有期契約労働者 

育児のための短時間勤務制度の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「対象者

がいない」が 48.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が 20.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 55 育児のための短時間勤務制度の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_3②） 

 

数表Ⅲ- 55 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (3)育児のた

めの短時間勤務制度②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.1 0.0 9.8 20.3 48.1 12.4 9.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.0 3.3 16.5 53.3 18.9 8.0 

101 ～300 人 1087 0.0 0.0 11.9 21.9 48.8 6.5 10.8 

301 ～500 人 217 0.0 0.0 21.9 27.5 33.8 3.8 13.1 

501 ～1,000 人 136 0.0 0.0 25.7 31.6 31.6 4.4 6.6 

1,001 人以上 126 2.5 0.6 38.3 30.9 17.3 1.9 8.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

9.8%

11.9%

21.9%

25.7%

38.3%

20.3%

16.5%

21.9%

27.5%

31.6%

30.9%

48.1%

53.3%

48.8%

33.8%

31.6%

17.3%

12.4%

18.9%

6.5%

9.3%

8.0%

10.8%

13.1%

6.6%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答
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④ 子の看護休暇制度（1日単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」

では「利用者はいない」が 44.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「女性のみ利用者がいる」が

18.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 56 子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 12-1_4①） 

 

数表Ⅲ- 56 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） 

(4)子の看護休暇制度（1 日単位）①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 9.5 2.0 18.6 44.7 17.9 7.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 5.7 1.9 11.3 48.6 24.5 8.0 

101 ～300 人 1087 8.8 2.3 22.3 46.5 13.8 6.2 

301 ～500 人 217 13.8 2.5 35.0 31.9 4.4 12.5 

501 ～1,000 人 136 23.5 0.7 35.3 30.1 5.9 4.4 

1,001 人以上 126 42.0 2.5 33.3 15.4 2.5 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

9.5%

5.7%

8.8%

13.8%

23.5%

42.0%

18.6%

11.3%

22.3%

35.0%

35.3%

33.3%

44.7%

48.6%

46.5%

31.9%

30.1%

15.4%

17.9%

24.5%

13.8%

5.9%

7.4%

8.0%

6.2%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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２）有期契約労働者 

子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「対象

者がいない」が 41.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が 27.3％となってい

る。 

 

図表Ⅲ- 57 子の看護休暇制度（1日単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_4②） 

 

数表Ⅲ- 57 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (4)子の看

護休暇制度（1 日単位）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 1.4 0.6 7.7 27.3 41.1 12.4 9.6 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 0.5 0.5 2.8 20.3 49.1 18.9 8.0 

101 ～300 人 1087 1.5 0.8 10.4 31.9 37.3 6.5 11.5 

301 ～500 人 217 3.1 0.0 13.1 42.5 25.0 3.8 12.5 

501 ～1,000 人 136 2.2 0.0 18.4 42.6 25.0 4.4 7.4 

1,001 人以上 126 8.0 1.9 26.5 36.4 15.4 1.9 9.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.0%

7.7%

10.4%

13.1%

18.4%

26.5%

27.3%

20.3%

31.9%

42.5%

42.6%

36.4%

41.1%

49.1%

37.3%

25.0%

25.0%

15.4%

12.4%

18.9%

6.5%

9.6%

8.0%

11.5%

12.5%

7.4%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答
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⑤ 子の看護休暇制度（半日単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」

では「利用者はいない」が 49.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が 18.5％、

「女性のみ利用者がいる」が 14.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 58 子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 12-1_5①） 

 

数表Ⅲ- 58 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） 

(5)子の看護休暇制度（半日単位）①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 8.6 1.4 14.4 49.3 18.5 7.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 7.1 1.4 9.4 49.1 25.0 8.0 

101 ～300 人 1087 7.3 1.5 16.5 54.2 14.2 6.2 

301 ～500 人 217 10.0 1.9 23.1 45.6 5.6 13.8 

501 ～1,000 人 136 16.2 0.7 29.4 37.5 9.6 6.6 

1,001 人以上 126 29.6 0.6 27.8 29.6 3.7 8.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.6%

7.1%

7.3%

10.0%

16.2%

29.6%

14.4%

9.4%

16.5%

23.1%

29.4%

27.8%

49.3%

49.1%

54.2%

45.6%

37.5%

29.6%

18.5%

25.0%

14.2%

5.6%

9.6%

7.7%

8.0%

6.2%

13.8%

6.6%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答



 

74 

２）有期契約労働者 

子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「対象

者がいない」が 41.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が 29.8％となってい

る。 

 

図表Ⅲ- 59 子の看護休暇制度（半日単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_5②） 

 

数表Ⅲ- 59 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (5)子の看

護休暇制度（半日単位）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 1.1 0.3 5.6 29.8 41.3 12.4 9.7 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 0.5 0.0 1.9 22.2 48.6 18.9 8.0 

101 ～300 人 1087 1.2 0.8 8.1 34.2 37.7 6.5 11.5 

301 ～500 人 217 2.5 0.0 9.4 45.6 26.3 3.8 12.5 

501 ～1,000 人 136 2.2 0.0 11.0 47.1 28.7 4.4 6.6 

1,001 人以上 126 4.3 0.0 19.1 43.8 17.9 1.9 13.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.6%

8.1%

9.4%

11.0%

19.1%

29.8%

22.2%

34.2%

45.6%

47.1%

43.8%

41.3%

48.6%

37.7%

26.3%

28.7%

17.9%

12.4%

18.9%

6.5%

9.7%

8.0%

11.5%

12.5%

6.6%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答
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⑥ 子の看護休暇制度（時間単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

子の看護休暇制度が時間単位で取得可能な企業において、子の看護休暇制度（時間単位）の利用実

績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「利用者はいない」が 49.3％でも

っとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない」が 16.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 60 子の看護休暇制度（時間単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 12-1_6①）

 
数表Ⅲ- 60 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績）  

(6)子の看護休暇制度（時間単位）①無期契約労働者（正社員等）＜子の看護

休暇制度が時間単位で取得可能な企業＞ 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 919 12.5 1.5 13.7 49.3 16.7 6.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 461 8.3 1.7 8.3 51.7 23.3 6.7 

101 ～300 人 309 13.5 1.4 20.3 51.4 12.2 1.4 

301 ～500 人 61 13.3 2.2 13.3 44.4 2.2 24.4 

501 ～1,000 人 43 30.2 0.0 11.6 39.5 9.3 9.3 

1,001 人以上 45 29.3 1.7 25.9 25.9 6.9 10.3 

 

※問 9_2①.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1日時点）①無期契約労働者（正社員等）で「1.すでに時

間単位で取得可能」を選択した回答者を集計対象とする。  

   

全　体 (n=919)

51～100 人
　 (n=461)

101 ～300 人
　 (n=309)

301 ～500 人
　 (n=61)

501 ～1,000 人
　 (n=43)

1,001 人以上
　 (n=45)

従
業
員
規
模
別

12.5%

8.3%

13.5%

13.3%

30.2%

29.3%

13.7%

8.3%

20.3%

13.3%

11.6%

25.9%

49.3%

51.7%

51.4%

44.4%

39.5%

25.9%

16.7%

23.3%

12.2%

9.3%

6.9%

6.4%

6.7%

24.4%

9.3%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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２）有期契約労働者 

子の看護休暇制度が時間単位で取得可能な企業において、子の看護休暇制度（時間単位）の利用実

績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「対象者がいない」が 42.9％でもっとも回答割

合が高く、次いで「利用者はいない」が 35.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 61 子の看護休暇制度（時間単位）の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_6②）

 
数表Ⅲ- 61 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (6)子の看

護休暇制度（時間単位）②有期契約労働者＜子の看護休暇制度が時間単位で取得可能

な企業＞ 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 794 2.5 0.5 6.8 35.6 42.9 4.5 7.2 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 369 2.1 0.0 2.1 27.1 58.3 6.3 4.2 

101 ～300 人 284 1.5 1.5 7.4 42.6 35.3 2.9 8.8 

301 ～500 人 60 4.5 0.0 6.8 47.7 20.5 2.3 18.2 

501 ～1,000 人 39 7.7 0.0 23.1 38.5 15.4 5.1 10.3 

1,001 人以上 42 5.6 0.0 29.6 42.6 16.7 1.9 3.7 

 

※問 9_2②.子の看護休暇制度(2)取得単位（令和 2年 10 月 1日時点）②有期契約労働者で「1.すでに時間単位で取得

可能」を選択した回答者を集計対象とする。  

 

  

全　体 (n=794)

51～100 人
　 (n=369)

101 ～300 人
　 (n=284)

301 ～500 人
　 (n=60)

501 ～1,000 人
　 (n=39)

1,001 人以上
　 (n=42)

従
業
員
規
模
別

7.7%

5.6%

6.8%

7.4%

6.8%

23.1%

29.6%

35.6%

27.1%

42.6%

47.7%

38.5%

42.6%

42.9%

58.3%

35.3%

20.5%

15.4%

16.7%

6.3%

5.1%

7.2%

8.8%

18.2%

10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答
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⑦ 育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度 

１）無期契約労働者（正社員等） 

育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度の利用実績について、無期契約労働者（正社

員等）をみると、「全体」では「利用者はいない」が 44.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「女

性のみ利用者がいる」が 26.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 62 育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 12-1_7①） 

 

数表Ⅲ- 62 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） 

(7)育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の制度①無期契約労働者

（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 0.9 0.5 26.3 44.1 20.2 8.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.5 21.2 44.3 25.9 8.0 

101 ～300 人 1087 0.8 0.0 29.6 44.2 18.5 6.9 

301 ～500 人 217 2.5 0.6 36.3 42.5 5.6 12.5 

501 ～1,000 人 136 5.1 1.5 36.0 45.6 4.4 7.4 

1,001 人以上 126 6.8 3.1 34.6 41.4 3.7 10.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.1%

6.8%

26.3%

21.2%

29.6%

36.3%

36.0%

34.6%

44.1%

44.3%

44.2%

42.5%

45.6%

41.4%

20.2%

25.9%

18.5%

5.6%

8.0%

8.0%

6.9%

12.5%

7.4%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 無回答
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２）有期契約労働者 

育児のための所定外労働の制限（残業の免除）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全

体」では「対象者がいない」が 44.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「利用者はいない」が 27.3％

となっている。 

 

図表Ⅲ- 63 育児のための所定外労働の制限の利用実績 

（令和元年 10 月 1 日～令和 2年 9 月 30 日の実績）_有期契約労働者：単数回答（問 12-1_7②） 

 

数表Ⅲ- 63 

  合計 

問 12-1. 制度利用実績（令和元年 10 月 1日～令和 2年 9月 30 日の実績） (7)育児のた

めの所定外労働の制限（残業の免除）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 

対象者がい

ない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.1 0.0 5.4 27.3 44.3 12.4 10.5 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 0.0 0.0 2.4 20.8 49.5 18.9 8.5 

101 ～300 人 1087 0.0 0.0 6.9 28.8 45.0 6.5 12.7 

301 ～500 人 217 0.0 0.0 12.5 43.8 27.5 3.8 12.5 

501 ～1,000 人 136 0.0 0.0 11.0 47.8 27.2 4.4 9.6 

1,001 人以上 126 1.9 0.0 14.2 49.4 17.3 1.9 15.4 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.4%

6.9%

12.5%

11.0%

14.2%

27.3%

20.8%

28.8%

43.8%

47.8%

49.4%

44.3%

49.5%

45.0%

27.5%

27.2%

17.3%

12.4%

18.9%

6.5%

10.5%

8.5%

12.7%

12.5%

9.6%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない 対象者がいない 有期契約労働者はいない

無回答



 

79 

(8) 育児休業中に就労を認めた労働者の有無 

以下、育児休業中に就労を認めた労働者の有無（問 12-2）は、「男性でいる」「女性でいる」を選択

肢として、男女ともいる場合には両方を回答してもらったが、「男性・女性の両方でいる」「男性のみ

にいる」「女性のみにいる」の単数回答に再分類して集計している。 

 

① 無期契約労働者（正社員等） 

育児休業制度の利用者がいると回答した企業について、育児休業中に就労を認めた労働者がいるか

を、無期契約労働者（正社員等）でみると、「全体」では「いない」が 85.3％、「女性のみにいる」が

9.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 64 育児休業中に就労を認めた労働者の有無_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問

12-2①）  

 

数表Ⅲ- 64 

  合計 

問 12-2. 育児休業中に就労を認めた労働者の有無①無期契約

労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方でい

る 

男性のみに

いる 

女性のみに

いる 
いない 無回答 

 全 体 2096 1.0 2.1 9.3 85.3 2.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 807 1.0 2.9 12.4 81.0 2.9 

101 ～300 人 836 1.0 1.0 7.0 88.5 2.5 

301 ～500 人 198 0.7 2.1 7.5 88.4 1.4 

501 ～1,000 人 133 2.3 3.0 9.8 84.2 0.8 

1,001 人以上 122 1.3 3.2 6.4 88.5 0.6 

 

※問 12-1_2）育児休業制度①無期契約労働者（正社員等）で「1.男性で利用者がいる」「2.女性で利用者がいる」を

選択した回答者を集計対象とする。  

  

全　体 (n=2096)

51～100 人
　 (n=807)

101 ～300 人
　 (n=836)

301 ～500 人
　 (n=198)

501 ～1,000 人
　 (n=133)

1,001 人以上
　 (n=122)

従
業
員
規
模
別

9.3%

12.4%

7.0%

7.5%

9.8%

6.4%

85.3%

81.0%

88.5%

88.4%

84.2%

88.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方でいる 男性のみにいる 女性のみにいる

いない 無回答
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② 有期契約労働者 

育児休業制度の利用者がいると回答した企業について、育児休業中に就労を認めた労働者がいるか

を、有期契約労働者でみると、「全体」では「いない」が 91.5％、「女性のみにいる」が 6.6％となっ

ている。 

 

図表Ⅲ- 65 育児休業中に就労を認めた労働者の有無_有期契約労働者：単数回答（問 12-2②） 

 

数表Ⅲ- 65 

  合計 

問 12-2. 育児休業中に就労を認めた労働者の有無②有期契約

労働者 

男性・女性

の両方でい

る 

男性のみに

いる 

女性のみに

いる 
いない 無回答 

 全 体 675 0.6 0.0 6.6 91.5 1.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 138 0.0 0.0 11.1 88.9 0.0 

101 ～300 人 301 1.4 0.0 6.9 90.3 1.4 

301 ～500 人 95 0.0 0.0 4.3 94.3 1.4 

501 ～1,000 人 69 0.0 0.0 4.3 94.2 1.4 

1,001 人以上 72 0.0 0.0 2.2 95.7 2.2 

 

※問 12-1_2）育児休業制度②有期契約労働者で「1.男性で利用者がいる」「2.女性で利用者がいる」を選択した回答

者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=675)

51～100 人
　 (n=138)

101 ～300 人
　 (n=301)

301 ～500 人
　 (n=95)

501 ～1,000 人
　 (n=69)

1,001 人以上
　 (n=72)

従
業
員
規
模
別

6.6%

11.1%

6.9%

91.5%

88.9%

90.3%

94.3%

94.2%

95.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方でいる 男性のみにいる 女性のみにいる

いない 無回答



 

81 

(9) 育児休業で最も多い取得期間 

① 女性 無期契約労働者（正社員等） 

女性無期契約労働者（正社員等）について、育児休業で最も取得が多い期間をみると、「全体」では

「子が 1 歳まで」が 41.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「子が 1 歳超～1 歳 6 か月以下まで」

が 20.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 66 育児休業で最も多い取得期間_女性・無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 13①） 

 

数表Ⅲ- 66 

  合計 

問 13. 育児休業で最も多い取得期間①女性無期契約労働者（正社員等） 

子が 3 か月

未満まで 

子が 3 か月

以上～6か

月未満まで 

子が 6 か月

以上～10

か月未満ま

で 

子が 10 か

月以上～1

歳未満まで 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～1歳 6か

月以下まで 

子が 1 歳 6

か月超～2

歳以下まで 

 全 体 3195 0.7 1.5 1.4 3.0 41.4 20.7 8.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.5 1.9 2.4 3.8 37.3 17.0 6.1 

101～300 人 1087 1.2 1.5 0.4 1.9 46.2 22.3 10.4 

301～500 人 217 0.6 0.0 0.0 3.1 53.1 22.5 11.9 

501～1,000 人 136 0.0 0.0 0.0 2.9 41.2 36.8 14.0 

1,001 人以上 126 1.9 0.6 2.5 3.1 32.7 34.0 15.4 
          

  合計 

子が 2 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 1.3 0.5 0.8 3.4 14.8 1.8  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 1.4 0.0 0.5 3.8 23.6 1.9  

101～300 人 1087 1.2 1.2 1.5 2.7 7.3 2.3  

301～500 人 217 0.6 1.3 0.0 3.1 3.8 0.0  

501～1,000 人 136 1.5 0.0 0.0 2.2 0.7 0.7  

1,001 人以上 126 1.9 1.2 0.0 5.6 0.6 0.6  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

41.4%

37.3%

46.2%

53.1%

41.2%

32.7%

20.7%

17.0%

22.3%

22.5%

36.8%

34.0%

8.7%

6.1%

10.4%

11.9%

14.0%

15.4% 5.6%

14.8%

23.6%

7.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が3か月未満まで 子が3か月以上～6か月未満まで 子が6か月以上～10か月未満まで

子が10か月以上～1歳未満まで 子が1歳まで 子が1歳超～1歳6か月以下まで

子が1歳6か月超～2歳以下まで 子が2歳超～3歳以下まで 子が3歳超～3歳以下まで

子が3歳超まで わからない 対象者がいない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 67 育児休業で最も多い取得期間_女性・無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 13①） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

5.8%

41.4%

32.6%

46.0%

13.6%

52.1%

25.7%

41.7%

39.0%

50.5%

34.1%

53.8%

25.8%

47.0%

20.7%

17.3%

15.2%

52.2%

16.7%

11.5%

23.1%

45.5%

24.4%

32.8%

28.8%

11.6%

16.0%

8.7%

7.5%

15.0%

8.6%

8.7%

12.7%

5.2%

13.0%

6.1%

15.3%

6.9%

13.6%

8.4%

7.1%

18.6%

10.6%

14.8%

31.3%

17.3%

5.8%

34.4%

14.8%

25.6%

19.2%

13.6%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が3か月未満まで 子が3か月以上～6か月未満まで 子が6か月以上～10か月未満まで

子が10か月以上～1歳未満まで 子が1歳まで 子が1歳超～1歳6か月以下まで

子が1歳6か月超～2歳以下まで 子が2歳超～3歳以下まで 子が3歳超～3歳以下まで

子が3歳超まで わからない 対象者がいない

無回答
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数表Ⅲ- 67 

  合計 

問 13. 育児休業で最も多い取得期間①女性無期契約労働者（正社員等） 

子が 3 か月

未満まで 

子が 3 か月

以上～6か

月未満まで 

子が 6 か月

以上～10

か月未満ま

で 

子が 10 か

月以上～1

歳未満まで 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～1歳 6か

月以下まで 

子が 1 歳 6

か月超～2

歳以下まで 

 全 体 3195 0.7 1.5 1.4 3.0 41.4 20.7 8.7 

業
種
別 

建設業 201 0.4 2.1 3.8 0.4 32.6 17.3 2.5 

製造業 745 1.8 1.6 2.1 3.6 46.0 15.2 7.5 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 2.5 0.0 13.6 52.2 4.4 

情報通信業 132 3.2 0.0 0.0 5.8 52.1 16.7 15.0 

運輸業，郵便業 259 1.6 3.0 0.0 1.1 25.7 11.5 8.6 

卸売業，小売業 407 0.3 2.9 1.2 2.7 41.7 23.1 8.7 

金融業，保険業 76 0.0 0.0 0.0 2.8 39.0 45.5 12.7 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 1.2 0.0 50.5 24.4 5.2 

教育，学習支援業 193 0.0 4.0 0.4 4.3 34.1 32.8 13.0 

医療，福祉 586 0.0 0.1 1.3 4.9 53.8 28.8 6.1 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.0 1.2 2.2 2.2 25.8 11.6 15.3 

その他 142 0.0 0.0 0.0 0.7 47.0 16.0 6.9 
          

  合計 

子が 2 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 1.3 0.5 0.8 3.4 14.8 1.8  

業
種
別 

建設業 201 2.1 0.0 0.0 3.8 31.3 3.8  

製造業 745 2.4 0.7 0.0 0.7 17.3 1.1  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 13.6 0.0 0.0 0.0 13.6  

情報通信業 132 0.8 0.0 0.0 0.6 5.8 0.0  

運輸業，郵便業 259 1.9 0.3 1.6 7.1 34.4 3.2  

卸売業，小売業 407 0.0 1.0 0.0 2.5 14.8 1.0  

金融業，保険業 76 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 0.0 18.6 0.0 0.0  

教育，学習支援業 193 2.2 1.1 0.0 1.5 0.0 6.7  

医療，福祉 586 0.0 0.0 0.7 2.2 1.3 0.7  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 2.2 0.0 1.2 10.6 25.6 2.2  

その他 142 1.2 0.0 8.4 0.5 19.2 0.0  
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② 女性 有期契約労働者 

女性有期契約労働者について、育児休業で最も取得が多い期間をみると、「全体」では「対象者がい

ない」が 55.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「子が 1 歳まで」が 18.3％、「子が 1 歳超～1 歳

6 か月以下まで」が 7.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 68 育児休業で最も多い取得期間_女性・有期契約労働者：単数回答（問 13②） 

 

数表Ⅲ- 68 

  合計 

問 13.育児休業で最も多い取得期間②女性有期契約労働者 

子が 3 か月

未満まで 

子が 3 か月

以上～6か

月未満まで 

子が 6 か月

以上～10

か月未満ま

で 

子が 10 か

月以上～1

歳未満まで 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～1歳 6か

月以下まで 

子が 1 歳 6

か月超～2

歳以下まで 

 全 体 3195 0.3 1.0 1.1 1.3 18.3 7.3 4.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 1.4 1.4 1.4 13.2 2.4 2.4 

101～300 人 1087 0.8 0.8 0.4 1.2 19.2 11.2 5.4 

301～500 人 217 0.0 0.0 0.6 0.6 37.5 14.4 3.8 

501～1,000 人 136 0.0 0.0 1.5 1.5 29.4 17.6 5.1 

1,001 人以上 126 0.6 0.6 2.5 3.1 30.2 13.6 11.7 
          

  合計 

子が 2 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.4 0.2 0.1 3.7 55.0 7.4  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.5 0.0 0.0 3.3 66.5 7.5  

101～300 人 1087 0.4 0.4 0.4 3.8 47.3 8.8  

301～500 人 217 0.0 0.0 0.0 3.1 36.3 3.8  

501～1,000 人 136 0.0 0.0 0.0 5.1 36.8 2.9  

1,001 人以上 126 1.2 0.6 0.0 8.0 24.7 3.1  

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

18.3%

13.2%

19.2%

37.5%

29.4%

30.2%

7.3%

11.2%

14.4%

17.6%

13.6%

5.4%

5.1%

11.7%

5.1%

8.0%

55.0%

66.5%

47.3%

36.3%

36.8%

24.7%

7.4%

7.5%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が3か月未満まで 子が3か月以上～6か月未満まで 子が6か月以上～10か月未満まで

子が10か月以上～1歳未満まで 子が1歳まで 子が1歳超～1歳6か月以下まで

子が1歳6か月超～2歳以下まで 子が2歳超～3歳以下まで 子が3歳超～3歳以下まで

子が3歳超まで わからない 対象者がいない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 69 育児休業で最も多い取得期間_女性・有期契約労働者：単数回答（問 13②） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

12.1%

18.3%

14.3%

7.7%

6.9%

12.8%

23.8%

23.2%

21.4%

32.6%

29.9%

6.0%

23.1%

7.3%

8.4%

9.8%

6.2%

14.7%

9.6%

11.3%

6.7%

6.7%

6.4%

5.2%

5.2%

7.9%

6.4%

13.6%

11.0%

20.2%

9.4%

55.0%

72.7%

70.2%

76.2%

76.0%

48.5%

46.6%

47.3%

18.6%

40.2%

42.0%

55.5%

58.5%

7.4%

19.8%

5.8%

17.1%

8.0%

5.5%

7.8%

6.7%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が3か月未満まで 子が3か月以上～6か月未満まで 子が6か月以上～10か月未満まで

子が10か月以上～1歳未満まで 子が1歳まで 子が1歳超～1歳6か月以下まで

子が1歳6か月超～2歳以下まで 子が2歳超～3歳以下まで 子が3歳超～3歳以下まで

子が3歳超まで わからない 対象者がいない

無回答
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数表Ⅲ- 69 

  合計 

問 13.育児休業で最も多い取得期間②女性有期契約労働者 

子が 3 か月

未満まで 

子が 3 か月

以上～6か

月未満まで 

子が 6 か月

以上～10

か月未満ま

で 

子が 10 か

月以上～1

歳未満まで 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～1歳 6か

月以下まで 

子が 1 歳 6

か月超～2

歳以下まで 

 全 体 3195 0.3 1.0 1.1 1.3 18.3 7.3 4.0 

業
種
別 

建設業 201 0.0 0.0 0.0 0.4 4.0 2.2 0.4 

製造業 745 0.1 1.0 0.1 2.2 14.3 3.9 2.9 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 2.5 0.0 7.7 0.0 0.0 

情報通信業 132 3.2 0.0 1.0 0.0 6.9 0.0 6.4 

運輸業，郵便業 259 1.6 3.0 0.0 1.6 12.8 8.4 2.2 

卸売業，小売業 407 0.0 1.9 0.2 0.0 23.8 9.8 5.2 

金融業，保険業 76 0.0 0.0 0.0 3.8 23.2 6.2 3.1 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 12.1 0.0 21.4 14.7 5.2 

教育，学習支援業 193 0.0 0.0 4.4 0.0 32.6 9.6 2.9 

医療，福祉 586 0.0 0.8 2.2 1.0 29.9 11.3 3.6 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.0 1.2 0.0 3.4 6.0 6.7 7.9 

その他 142 0.0 0.0 0.7 0.7 23.1 6.7 6.4 
          

  合計 

子が 2 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

～3歳以下

まで 

子が 3 歳超

まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.4 0.2 0.1 3.7 55.0 7.4  

業
種
別 

建設業 201 0.0 0.0 0.0 0.5 72.7 19.8  

製造業 745 0.0 0.0 0.0 1.2 70.2 4.1  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 13.6 0.0 0.0 76.2 0.0  

情報通信業 132 0.0 0.0 0.0 0.6 76.0 5.8  

運輸業，郵便業 259 0.3 0.3 0.0 4.3 48.5 17.1  

卸売業，小売業 407 0.0 0.0 0.0 4.5 46.6 8.0  

金融業，保険業 76 0.0 0.0 0.0 11.0 47.3 5.5  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 0.0 20.2 18.6 7.8  

教育，学習支援業 193 0.0 0.0 0.0 3.7 40.2 6.7  

医療，福祉 586 0.7 0.0 0.7 3.0 42.0 4.6  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 2.2 0.0 0.0 9.4 55.5 7.8  

その他 142 0.5 0.0 0.0 0.5 58.5 2.9  
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(10) 育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況 

① 女性 無期契約労働者（正社員等） 

女性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況をみると、「全体」

では「ほとんどの人が利用する」が 36.3％でもっとも回答割合が高く、次いで「そもそも育児休業制

度の取得者が、ほとんどいない」が 18.1％、「一部の人は利用する」が 16.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 70 育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況_女性・無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 14①） 

 

数表Ⅲ- 70 

  合計 

問 14.育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況①女性無期契約労働者（正社員

等） 

ほとんどの

人が利用す

る 

半数程度は

利用する 

一部の人は

利用する 

ほとんどの

人は利用し

ない 

そもそも育

児休業制度

の取得者

が、ほとん

どいない 

わからない 無回答 

 全 体 3195 36.3 7.8 16.5 16.0 18.1 3.6 1.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 28.8 6.1 12.3 18.4 27.8 4.7 1.9 

101～300 人 1087 40.4 8.1 20.8 15.4 10.4 2.7 2.3 

301～500 人 217 44.4 11.9 24.4 13.1 4.4 1.9 0.0 

501～1,000 人 136 58.8 6.6 23.5 7.4 0.7 1.5 1.5 

1,001 人以上 126 59.3 21.6 12.3 3.7 0.6 1.9 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

36.3%

28.8%

40.4%

44.4%

58.8%

59.3%

7.8%

6.1%

8.1%

11.9%

6.6%

21.6%

16.5%

12.3%

20.8%

24.4%

23.5%

12.3%

16.0%

18.4%

15.4%

13.1%

7.4%

18.1%

27.8%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する 半数程度は利用する

一部の人は利用する ほとんどの人は利用しない

そもそも育児休業制度の取得者が、ほとんどいない わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 71 育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況_女性・無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 14①） 

 
数表Ⅲ- 71 

  合計 

問 14.育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況①女性無期契約労働者（正社員

等） 

ほとんどの

人が利用

する 

半数程度

は利用する 

一部の人

は利用する 

ほとんどの

人は利用し

ない 

そもそも育

児休業制

度の取得

者が、ほと

んどいない 

わからない 無回答 

 全 体 3195 36.3 7.8 16.5 16.0 18.1 3.6 1.8 

業
種
別 

建設業 201 28.0 5.4 7.6 10.4 35.1 7.6 5.9 

製造業 745 36.9 4.9 16.3 18.4 19.7 2.7 1.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 29.6 13.6 31.7 0.0 25.1 0.0 0.0 

情報通信業 132 59.4 2.2 13.4 6.9 17.5 0.6 0.0 

運輸業，郵便業 259 18.7 0.8 8.7 17.8 37.4 13.3 3.2 

卸売業，小売業 407 53.2 4.6 9.5 16.4 12.7 3.1 0.5 

金融業，保険業 76 47.7 23.3 7.9 13.8 5.5 1.8 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 41.0 1.6 20.2 24.1 13.1 0.0 0.0 

教育，学習支援業 193 40.8 12.0 21.2 19.8 0.0 0.0 6.1 

医療，福祉 586 35.7 14.5 29.3 16.3 3.3 0.2 0.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 26.5 6.8 12.9 9.9 32.3 8.2 3.4 

その他 142 19.1 17.3 13.5 25.0 25.1 0.0 0.0 

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

36.3%

28.0%

36.9%

29.6%

59.4%

18.7%

53.2%

47.7%

41.0%

40.8%

35.7%

26.5%

19.1%

7.8%

5.4%

13.6%

23.3%

12.0%

14.5%

6.8%

17.3%

16.5%

7.6%

16.3%

31.7%

13.4%

8.7%

9.5%

7.9%

20.2%

21.2%

29.3%

12.9%

13.5%

16.0%

10.4%

18.4%

6.9%

17.8%

16.4%

13.8%

24.1%

19.8%

16.3%

9.9%

25.0%

18.1%

35.1%

19.7%

25.1%

17.5%

37.4%

12.7%

5.5%

13.1%

32.3%

25.1%

7.6%

13.3%

8.2%

5.9%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する 半数程度は利用する 一部の人は利用する

ほとんどの人は利用しない そもそも育児休業制度の取得者が、ほとんどいない わからない

無回答
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② 女性 有期契約労働者 

女性有期契約労働者の育児休業取得後の短時間勤務制度の利用状況をみると、「全体」では「そもそ

も育児休業制度の取得者が、ほとんどいない」が 50.5％でもっとも回答割合が高く、次いで「ほとん

どの人は利用しない」が 14.2％となっている。 

 

図表Ⅲ- 72 育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況_女性・有期契約労働者 

：単数回答（問 14②） 

 

数表Ⅲ- 72 

  合計 

問 14.育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況②女性有期契約労働者 

ほとんどの

人が利用す

る 

半数程度は

利用する 

一部の人は

利用する 

ほとんどの

人は利用し

ない 

そもそも育

児休業制度

の取得者

が、ほとん

どいない 

わからない 無回答 

 全 体 3195 8.1 1.7 5.4 14.2 50.5 9.8 10.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 4.7 0.5 2.4 12.7 58.0 10.4 11.3 

101～300 人 1087 9.2 2.3 7.7 13.8 46.2 9.6 11.2 

301～500 人 217 14.4 2.5 9.4 22.5 36.3 8.8 6.3 

501～1,000 人 136 16.9 3.7 10.3 18.4 36.8 8.1 5.9 

1,001 人以上 126 22.2 8.0 11.7 16.7 29.6 7.4 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.1%

9.2%

14.4%

16.9%

22.2% 8.0%

5.4%

7.7%

9.4%

10.3%

11.7%

14.2%

12.7%

13.8%

22.5%

18.4%

16.7%

50.5%

58.0%

46.2%

36.3%

36.8%

29.6%

9.8%

10.4%

9.6%

8.8%

8.1%

7.4%

10.4%

11.3%

11.2%

6.3%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する 半数程度は利用する

一部の人は利用する ほとんどの人は利用しない

そもそも育児休業制度の取得者が、ほとんどいない わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 73 育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況_女性・有期契約労働者 

：単数回答（問 14②） 

 
数表Ⅲ- 73 

  合計 

問 14.育児休業取得後の短時間勤務制度利用状況②女性有期契約労働者 

ほとんどの

人が利用

する 

半数程度

は利用する 

一部の人

は利用する 

ほとんどの

人は利用し

ない 

そもそも育

児休業制

度の取得

者が、ほと

んどいない 

わからない 無回答 

 全 体 3195 8.1 1.7 5.4 14.2 50.5 9.8 10.4 

業
種
別 

建設業 201 2.7 0.8 0.0 3.1 53.5 10.7 29.2 

製造業 745 5.2 0.5 3.3 11.3 62.0 9.2 8.4 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 19.4 0.0 0.0 0.0 63.7 16.9 0.0 

情報通信業 132 5.8 0.0 3.8 3.2 47.5 24.4 15.3 

運輸業，郵便業 259 4.6 0.3 3.7 13.9 43.7 15.1 18.6 

卸売業，小売業 407 13.4 2.1 8.0 15.0 38.6 12.8 10.3 

金融業，保険業 76 6.6 2.8 5.5 11.4 60.9 5.5 7.3 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 2.4 0.0 10.6 47.5 25.2 6.6 7.8 

教育，学習支援業 193 12.3 0.7 7.1 23.6 46.8 3.4 6.1 

医療，福祉 586 9.1 5.6 8.4 22.0 41.7 5.5 7.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 9.9 0.2 3.3 8.5 57.9 10.6 9.5 

その他 142 11.5 1.2 6.7 12.1 64.6 3.9 0.0 

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動

産業，物品賃貸業 (n=31)

8.1%

5.2%

19.4%

5.8%

13.4%

6.6%

12.3%

9.1%

9.9%

11.5%

5.6%

5.4%

8.0%

5.5%

10.6%

7.1%

8.4%

6.7%

14.2%

11.3%

13.9%

15.0%

11.4%

47.5%

23.6%

22.0%

8.5%

12.1%

50.5%

53.5%

62.0%

63.7%

47.5%

43.7%

38.6%

60.9%

25.2%

46.8%

41.7%

57.9%

64.6%

9.8%

10.7%

9.2%

16.9%

24.4%

15.1%

12.8%

5.5%

6.6%

5.5%

10.6%

10.4%

29.2%

8.4%

15.3%

18.6%

10.3%

7.3%

7.8%

6.1%

7.7%

9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどの人が利用する 半数程度は利用する 一部の人は利用する

ほとんどの人は利用しない そもそも育児休業制度の取得者が、ほとんどいない わからない

無回答
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(11) 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間 

① 女性 無期契約労働者（正社員等） 

女性無期契約労働者（正社員等）が育児短時間勤務制度を利用する場合、最も多い取得期間をみる

と、「全体」では「対象者がいない」が 24.4％でもっとも回答割合が高く、次いで「子が 2歳超～3歳

まで」が 22.6％、「子が 3歳超～小学校就学前まで」が 17.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 74 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間_女性・無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 15①） 

 

数表Ⅲ- 74 

  合計 

問 15. 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間①女性無期契約労働者（正
社員等） 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～2歳まで 

子が 2 歳超

～3歳まで 

子が 3 歳超

～小学校就

学前まで 

子が小学 1

年生～3年

生まで 

子が小学 4

年生～6年

生まで 

 全 体 3195 5.9 9.6 22.6 17.0 6.0 2.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 6.1 9.4 20.3 9.9 3.8 2.4 

101～300 人 1087 7.3 9.2 25.0 23.1 4.6 2.3 

301～500 人 217 3.8 11.3 29.4 21.9 11.9 1.9 

501～1,000 人 136 0.7 12.5 24.3 30.9 16.9 5.1 

1,001 人以上 126 0.0 8.0 17.3 32.1 25.3 6.8 
         

  合計 
子が中学生

まで 

子が高校生

以上まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.2 0.3 8.8 24.4 2.8  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.5 9.0 35.4 3.3  

101～300 人 1087 0.4 0.0 8.8 16.5 2.7  

301～500 人 217 0.0 0.6 8.8 8.8 1.9  

501～1,000 人 136 0.7 0.0 4.4 2.9 1.5  

1,001 人以上 126 0.0 0.0 9.9 0.0 0.6  

（業種別） 

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.9%

6.1%

7.3%

9.6%

9.4%

9.2%

11.3%

12.5%

8.0%

22.6%

20.3%

25.0%

29.4%

24.3%

17.3%

17.0%

9.9%

23.1%

21.9%

30.9%

32.1%

6.0%

11.9%

16.9%

25.3%

5.1%

6.8%

8.8%

9.0%

8.8%

8.8%

9.9%

24.4%

35.4%

16.5%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が1歳まで 子が1歳超～2歳まで 子が2歳超～3歳まで

子が3歳超～小学校就学前まで 子が小学1年生～3年生まで 子が小学4年生～6年生まで

子が中学生まで 子が高校生以上まで わからない

対象者がいない 無回答
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図表Ⅲ- 75 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間_女性・無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 15①） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

5.9%

5.9%

5.7%

6.3%

7.8%

11.0%

12.1%

10.1%

7.6%

9.6%

7.8%

9.0%

5.4%

27.9%

21.4%

14.0%

18.0%

8.1%

22.6%

17.4%

21.3%

7.7%

30.9%

8.6%

22.8%

23.7%

31.6%

35.5%

15.1%

16.7%

17.0%

10.0%

17.0%

16.2%

26.7%

7.4%

21.0%

25.6%

35.8%

26.1%

15.8%

8.2%

25.7%

6.0%

5.5%

8.1%

10.2%

6.7%

10.3%

8.2%

5.1%

7.7%

6.5%

13.6%

21.4%

8.8%

12.2%

13.6%

9.6%

14.4%

8.9%

8.7%

17.4%

8.9%

24.4%

39.2%

29.2%

25.1%

18.5%

39.8%

24.3%

6.6%

11.2%

31.9%

40.5%

8.3%

13.6%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が1歳まで 子が1歳超～2歳まで 子が2歳超～3歳まで

子が3歳超～小学校就学前まで 子が小学1年生～3年生まで 子が小学4年生～6年生まで

子が中学生まで 子が高校生以上まで わからない

対象者がいない 無回答
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数表Ⅲ- 75 

  合計 

問 15. 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間①女性無期契約労働者
（正社員等） 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～2歳まで 

子が 2 歳超

～3歳まで 

子が 3 歳超

～小学校就

学前まで 

子が小学 1

年生～3年

生まで 

子が小学 4

年生～6年

生まで 

 全 体 3195 5.9 9.6 22.6 17.0 6.0 2.6 

業
種
別 

建設業 201 5.9 1.1 17.4 10.0 5.5 0.4 

製造業 745 5.7 7.8 21.3 17.0 8.1 3.9 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 7.7 16.2 10.2 13.6 

情報通信業 132 6.3 0.0 30.9 26.7 6.7 1.2 

運輸業，郵便業 259 7.8 9.0 8.6 7.4 4.6 3.8 

卸売業，小売業 407 4.6 5.4 22.8 21.0 10.3 1.0 

金融業，保険業 76 11.0 27.9 23.7 25.6 8.2 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 12.1 21.4 1.6 35.8 0.0 21.4 

教育，学習支援業 193 10.1 14.0 31.6 26.1 5.1 0.0 

医療，福祉 586 7.6 18.0 35.5 15.8 0.3 1.3 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 1.5 8.1 15.1 8.2 7.7 3.2 

その他 142 1.0 0.0 16.7 25.7 6.5 0.7 
         

  合計 
子が中学生

まで 

子が高校生

以上まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.2 0.3 8.8 24.4 2.8  

業
種
別 

建設業 201 0.0 0.0 12.2 39.2 8.3  

製造業 745 0.0 0.0 4.4 29.2 2.5  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 13.6 25.1 13.6  

情報通信業 132 0.0 0.0 9.6 18.5 0.0  

運輸業，郵便業 259 0.0 0.0 14.4 39.8 4.6  

卸売業，小売業 407 0.2 0.3 8.9 24.3 1.0  

金融業，保険業 76 0.0 0.0 1.8 1.8 0.0  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 1.2 6.6 0.0  

教育，学習支援業 193 0.0 0.0 2.9 4.0 6.1  

医療，福祉 586 0.0 0.0 8.7 11.2 1.7  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 1.2 2.2 17.4 31.9 3.7  

その他 142 0.0 0.0 8.9 40.5 0.0  
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② 女性 有期契約労働者 

女性有期契約労働者が育児短時間勤務制度を利用する場合、最も多い取得期間をみると、「全体」で

は「対象者がいない」が 63.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「子が 2歳超～3歳まで」が 7.3％

となっている。 

 

図表Ⅲ- 76 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間_女性・有期契約労働者：単数回答（問 15②） 

 

数表Ⅲ- 76 

  合計 

問 15. 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間②女性有期契約労働者 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～2歳まで 

子が 2 歳超

～3歳まで 

子が 3 歳超

～小学校就

学前まで 

子が小学 1

年生～3年

生まで 

子が小学 4

年生～6年

生まで 

 全 体 3195 2.6 3.7 7.3 4.9 1.6 0.9 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 2.8 1.4 4.7 2.4 0.9 0.9 

101～300 人 1087 3.5 6.2 8.5 6.5 1.2 0.8 

301～500 人 217 0.0 6.3 15.0 6.9 1.9 0.6 

501～1,000 人 136 0.0 5.1 14.0 12.5 5.1 0.7 

1,001 人以上 126 0.0 5.6 9.9 12.3 8.6 1.9 
         

  合計 
子が中学生

まで 

子が高校生

以上まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.1 0.0 7.2 63.1 8.7  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.0 5.7 71.7 9.4  

101～300 人 1087 0.4 0.0 7.3 56.9 8.8  

301～500 人 217 0.0 0.0 11.3 50.6 7.5  

501～1,000 人 136 0.0 0.0 8.1 50.7 3.7  

1,001 人以上 126 0.0 0.0 18.5 38.9 4.3  

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

6.2%

6.3%

5.1%

5.6%

7.3%

8.5%

15.0%

14.0%

9.9%

6.5%

6.9%

12.5%

12.3%

5.1%

8.6%

7.2%

5.7%

7.3%

11.3%

8.1%

18.5%

63.1%

71.7%

56.9%

50.6%

50.7%

38.9%

8.7%

9.4%

8.8%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が1歳まで 子が1歳超～2歳まで 子が2歳超～3歳まで

子が3歳超～小学校就学前まで 子が小学1年生～3年生まで 子が小学4年生～6年生まで

子が中学生まで 子が高校生以上まで わからない

対象者がいない 無回答



 

95 

（業種別） 

図表Ⅲ- 77 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間_女性・有期契約労働者：単数回答（問 15②） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動

産業，物品賃貸業 (n=31)

6.3%

6.2%

24.1%

5.2%

8.1%

10.1%

7.3%

6.4%

8.9%

7.3%

13.0%

10.7%

8.3%

8.4%

14.2%

6.3%

6.7%

13.6%

13.3%

7.2%

9.6%

10.5%

6.9%

5.5%

17.5%

7.0%

8.4%

12.8%

9.4%

63.1%

65.9%

76.5%

67.0%

71.2%

56.8%

56.1%

72.0%

33.3%

57.1%

55.8%

58.6%

72.6%

8.7%

27.4%

6.4%

13.6%

5.8%

12.6%

7.2%

6.5%

6.8%

7.1%

11.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子が1歳まで 子が1歳超～2歳まで 子が2歳超～3歳まで

子が3歳超～小学校就学前まで 子が小学1年生～3年生まで 子が小学4年生～6年生まで

子が中学生まで 子が高校生以上まで わからない

対象者がいない 無回答
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数表Ⅲ- 77 

  合計 

問 15. 育児短時間勤務制度で最も多い取得期間②女性有期契約労働者 

子が 1 歳ま

で 

子が 1 歳超

～2歳まで 

子が 2 歳超

～3歳まで 

子が 3 歳超

～小学校就

学前まで 

子が小学 1

年生～3年

生まで 

子が小学 4

年生～6年

生まで 

 全 体 3195 2.6 3.7 7.3 4.9 1.6 0.9 

業
種
別 

建設業 201 0.0 0.0 2.8 0.8 0.4 0.0 

製造業 745 1.6 2.0 4.7 4.5 1.0 0.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 3.3 2.5 0.0 13.6 

情報通信業 132 6.3 0.0 6.4 0.0 0.6 0.0 

運輸業，郵便業 259 6.2 5.2 3.3 3.5 1.6 0.3 

卸売業，小売業 407 1.0 1.4 8.9 14.2 3.6 0.6 

金融業，保険業 76 0.0 1.0 7.3 4.8 2.8 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 24.1 8.1 0.0 2.4 0.0 13.3 

教育，学習支援業 193 2.2 3.3 13.0 6.3 4.4 0.0 

医療，福祉 586 3.3 10.1 10.7 4.4 0.2 0.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 1.2 2.4 8.3 2.0 0.2 3.4 

その他 142 0.0 0.0 8.4 2.9 6.7 0.0 
         

  合計 
子が中学生

まで 

子が高校生

以上まで 
わからない 

対象者がい

ない 
無回答  

 全 体 3195 0.1 0.0 7.2 63.1 8.7  

業
種
別 

建設業 201 0.0 0.0 2.7 65.9 27.4  

製造業 745 0.6 0.0 2.7 76.5 6.4  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 0.0 67.0 13.6  

情報通信業 132 0.0 0.0 9.6 71.2 5.8  

運輸業，郵便業 259 0.0 0.0 10.5 56.8 12.6  

卸売業，小売業 407 0.0 0.0 6.9 56.1 7.2  

金融業，保険業 76 0.0 0.0 5.5 72.0 6.5  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 0.0 17.5 33.3 1.2  

教育，学習支援業 193 0.0 0.0 7.0 57.1 6.8  

医療，福祉 586 0.0 0.0 8.4 55.8 7.1  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.0 0.0 12.8 58.6 11.2  

その他 142 0.0 0.0 9.4 72.6 0.0  
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4. 妊娠・出産や育児と仕事の両立をしやすい職場環境づくりのための取組について 

(1) 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること  

① 無期契約労働者（正社員等） 

無期契約労働者（正社員等）に対して、 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関し行

っていることをみると、「全体」では「人事部署から育児休業の取得の意向確認や働きかけを実施」が

38.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「人事部署から対象者に個別に面談を実施」が 37.9％、「人

事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）で周知」が 36.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 78 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること 

_無期契約労働者（正社員等）：複数回答（問 16-1①）  

 

人事部署から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

上司から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

人事部署から対象者に個別に面談を実施

上司から対象者に個別に面談を実施

人事部署から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

上司から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている人との
情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・セミナー
（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

36.7%

11.9%

37.9%

32.0%

38.8%

31.7%

16.7%

13.5%

5.9%

19.9%

15.9%

26.9%

11.3%

37.7%

24.1%

34.4%

24.1%

13.7%

11.8%

5.7%

17.0%

22.2%

44.6%

10.8%

38.8%

39.6%

45.4%

37.3%

20.4%

14.6%

21.2%

10.8%

48.1%

17.5%

41.3%

44.4%

36.3%

46.3%

19.4%

11.9%

8.1%

22.5%

6.3%

52.9%

12.5%

29.4%

32.4%

41.2%

37.5%

17.6%

16.9%

7.4%

5.1%

22.8%

6.6%

57.4%

19.1%

34.6%

47.5%

40.1%

50.6%

19.1%

24.7%

24.7%

23.5%

38.9%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 78 

  合計 

問 16-1.妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること①無期契

約労働者（正社員等） 

人事部署か

ら対象者に

個別に育児

休業等に関

して書面（メ

ール含む）

で周知 

上司から対

象者に個別

に育児休業

等に関して

書面（メール

含む）で周

知 

人事部署か

ら対象者に

個別に面談

を実施 

上司から対

象者に個別

に面談を実

施 

人事部署か

ら育児休業

の取得の意

向確認や働

きかけを実

施 

上司から育

児休業の取

得の意向確

認や働きか

けを実施 

育児休業の

取得計画の

作成 

 全 体 3195 36.7 11.9 37.9 32.0 38.8 31.7 16.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 26.9 11.3 37.7 24.1 34.4 24.1 13.7 

101～300 人 1087 44.6 10.8 38.8 39.6 45.4 37.3 20.4 

301～500 人 217 48.1 17.5 41.3 44.4 36.3 46.3 19.4 

501～1,000 人 136 52.9 12.5 29.4 32.4 41.2 37.5 17.6 

1,001 人以上 126 57.4 19.1 34.6 47.5 40.1 50.6 19.1 
          

  合計 

社内の育児

休業取得事

例の提供 

同じ会社で

出産・育児

をしている

人との情報

交換や相談

の機会の提

供 

子育てに関

する情報提

供や研修・

セミナー（両

親学級等）

の実施 

社内相談窓

口の設置 
その他 

特に行って

いない 
無回答 

 全 体 3195 13.5 5.9 2.5 19.9 3.8 15.9 1.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 11.8 5.7 0.5 17.0 4.2 22.2 2.4 

101～300 人 1087 14.6 3.5 2.3 21.2 3.1 10.8 1.9 

301～500 人 217 11.9 8.1 4.4 22.5 4.4 6.3 0.0 

501～1,000 人 136 16.9 7.4 5.1 22.8 2.9 6.6 0.0 

1,001 人以上 126 24.7 24.7 23.5 38.9 3.7 6.2 0.0 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 79 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること 

_無期契約労働者（正社員等）：複数回答（問 16-1①） 

 

人事部署から対象者に個別に
育児休業等に関して書面

（メール含む）で周知

上司から対象者に個別に
育児休業等に関して書面

（メール含む）で周知

人事部署から対象者に個別に
面談を実施

上司から対象者に個別に
面談を実施

人事部署から育児休業の取得の
意向確認や働きかけを実施

上司から育児休業の取得の
意向確認や働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている
人との情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・
セミナー（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

36.7%

11.9%

37.9%

32.0%

38.8%

31.7%

16.7%

13.5%

5.9%

19.9%

15.9%

21.8%

7.8%

34.5%

23.4%

30.2%

18.5%

14.1%

9.1%

13.0%

13.8%

8.4%

27.5%

8.0%

33.2%

9.9%

42.2%

24.9%

44.6%

29.8%

19.7%

17.0%

7.5%

22.8%

12.2%

32.7%

25.1%

54.9%

41.2%

58.1%

34.5%

41.2%

41.2%

5.1%

19.4%

51.3%

19.0%

41.4%

28.2%

44.6%

20.6%

10.2%

15.0%

22.0%

24.1%

22.1%

11.3%

19.1%

30.7%

19.7%

27.5%

15.0%

11.9%

15.6%

38.9%

49.5%

16.1%

41.5%

34.0%

32.4%

25.4%

22.7%

11.3%

26.0%

11.1%

73.8%

13.0%

21.8%

41.6%

56.9%

30.3%

31.4%

22.5%

27.6%

11.0%

14.7%

10.1%

41.7%

10.6%

23.0%

34.8%

46.3%

18.3%

20.2%

20.2%

9.3%

9.0%

30.8%

6.6%

28.1%

13.5%

39.5%

32.6%

27.3%

41.7%

10.5%

11.3%

8.3%

8.4%

6.1%

34.9%

12.1%

47.6%

43.6%

52.9%

48.9%

16.7%

14.0%

5.2%

14.1%

7.8%

38.2%

12.8%

30.3%

31.4%

26.8%

25.3%

8.2%

8.9%

27.7%

24.7%

47.6%

28.2%

25.3%

37.1%

32.4%

10.0%

16.1%

13.8%

6.4%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 79 

  合計 

問 16-1.妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること①無期

契約労働者（正社員等） 

人事部署か

ら対象者に

個別に育児

休業等に関

して書面（メ

ール含む）

で周知 

上司から対

象者に個別

に育児休業

等に関して

書面（メー

ル含む）で

周知 

人事部署か

ら対象者に

個別に面談

を実施 

上司から対

象者に個別

に面談を実

施 

人事部署か

ら育児休業

の取得の意

向確認や働

きかけを実

施 

上司から育

児休業の取

得の意向確

認や働きか

けを実施 

育児休業の

取得計画の

作成 

 全 体 3195 36.7 11.9 37.9 32.0 38.8 31.7 16.7 

業
種
別 

建設業 201 21.8 7.8 34.5 23.4 30.2 18.5 14.1 

製造業 745 33.2 9.9 42.2 24.9 44.6 29.8 19.7 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 32.7 25.1 54.9 41.2 58.1 34.5 41.2 

情報通信業 132 51.3 19.0 41.4 28.2 44.6 20.6 10.2 

運輸業，郵便業 259 22.1 11.3 19.1 30.7 19.7 27.5 15.0 

卸売業，小売業 407 49.5 16.1 41.5 34.0 32.4 25.4 22.7 

金融業，保険業 76 73.8 13.0 21.8 41.6 56.9 30.3 31.4 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 41.7 10.6 23.0 34.8 46.3 18.3 20.2 

教育，学習支援業 193 28.1 13.5 39.5 32.6 27.3 41.7 10.5 

医療，福祉 586 34.9 12.1 47.6 43.6 52.9 48.9 16.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 38.2 12.8 30.3 31.4 26.8 25.3 8.2 

その他 142 47.6 3.5 28.2 25.3 37.1 32.4 10.0 
          

  合計 

社内の育児

休業取得事

例の提供 

同じ会社で

出産・育児

をしている

人との情報

交換や相談

の機会の提

供 

子育てに関

する情報提

供や研修・

セミナー（両

親学級等）

の実施 

社内相談窓

口の設置 
その他 

特に行って

いない 
無回答 

 全 体 3195 13.5 5.9 2.5 19.9 3.8 15.9 1.9 

業
種
別 

建設業 201 9.1 13.0 1.7 13.8 8.4 27.5 8.0 

製造業 745 17.0 7.5 1.8 22.8 4.7 12.2 1.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 41.2 2.5 5.1 19.4 0.0 4.4 0.0 

情報通信業 132 15.0 2.9 3.7 22.0 1.3 24.1 0.0 

運輸業，郵便業 259 11.9 4.6 4.3 15.6 3.0 38.9 4.6 

卸売業，小売業 407 11.3 4.9 2.2 26.0 1.0 11.1 0.0 

金融業，保険業 76 22.5 27.6 11.0 14.7 10.1 1.8 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 20.2 9.3 9.0 30.8 0.0 6.6 0.0 

教育，学習支援業 193 3.1 2.0 1.3 11.3 8.3 8.4 6.1 

医療，福祉 586 14.0 5.2 2.3 14.1 2.3 7.8 0.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 8.9 2.3 1.4 27.7 2.7 24.7 2.2 

その他 142 16.1 0.5 0.0 13.8 6.4 18.0 0.0 
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（過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率別） 

図表Ⅲ- 80 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること妊娠・出産等

を把握したときに、_無期契約労働者（正社員等） 

：複数回答（問 16-1①） 

 

  

人事部署から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

上司から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

人事部署から対象者に個別に面談を実施

上司から対象者に個別に面談を実施

人事部署から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

上司から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている人との
情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・セミナー
（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

36.0%

11.7%

37.9%

32.2%

40.3%

32.9%

16.4%

13.3%

5.2%

19.7%

14.4%

81.6%

24.8%

70.8%

51.8%

73.9%

35.8%

31.5%

36.1%

31.5%

16.3%

72.5%

52.8%

13.8%

40.4%

50.9%

48.0%

35.1%

30.8%

20.7%

13.6%

7.9%

16.6%

9.3%

54.8%

12.1%

53.9%

63.6%

55.8%

47.1%

17.3%

22.5%

18.2%

13.3%

20.0%

12.7%

6.0%

23.9%

7.8%

22.2%

18.7%

19.8%

20.3%

16.3%

5.7%

14.8%

39.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7 ％未満
7 ％以上～13％未満

13％以上～30％未満

30％以上～100 ％

わからない

7 ％未満 (n=2555)

13％以上～30％未満 (n=45)

30％以上～100 ％ (n=86)

わからない (n=314)

7 ％以上～13％未満 (n=71)
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数表Ⅲ- 80 

  合計 

問 16-1.妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること①

無期契約労働者（正社員等） 

人事部署

から対象

者に個別

に育児休

業等に関し

て書面（メ

ール含む）

で周知 

上司から

対象者に

個別に育

児休業等

に関して書

面（メール

含む）で周

知 

人事部署

から対象

者に個別

に面談を

実施 

上司から

対象者に

個別に面

談を実施 

人事部署

から育児

休業の取

得の意向

確認や働

きかけを実

施 

上司から

育児休業

の取得の

意向確認

や働きか

けを実施 

育児休業

の取得計

画の作成 

問 21.  7 ％未満 2555 36.0 11.7 37.9 32.2 40.3 32.9 16.4 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 81.6 24.8 70.8 51.8 73.9 35.8 31.5 

13％以上～30％未満 45 52.8 13.8 40.4 50.9 48.0 35.1 30.8 

30％以上～100 ％ 86 54.8 12.1 53.9 63.6 55.8 47.1 17.3 

わからない 314 23.9 7.8 22.2 18.7 19.8 20.3 16.3 
          

  合計 

社内の育

児休業取

得事例の

提供 

同じ会社で

出産・育児

をしている

人との情

報交換や

相談の機

会の提供 

子育てに

関する情

報提供や

研修・セミ

ナー（両親

学級等）の

実施 

社内相談

窓口の設

置 

その他 
特に行って

いない 
 無回答 

問 21.  7 ％未満 2555 13.3 5.2 2.0 19.7 3.6 14.4 1.1 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 36.1 31.5 16.3 72.5 1.1 0.0 0.0 

13％以上～30％未満 45 20.7 13.6 7.9 16.6 1.7 9.3 0.0 

30％以上～100 ％ 86 22.5 18.2 13.3 20.0 12.7 6.0 0.0 

わからない 314 5.7 3.8 0.2 14.8 4.9 39.7 1.3 

 

※問 21 は 12 カテゴリーを 5カテゴリーにまとめクロス集計している。 
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② 有期契約労働者 

有期契約労働者に対して、育児休業の取得に関し行っていることをみると、「全体」では「特に行っ

ていない」が 25.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「人事部署から育児休業の取得の意向確認や

働きかけを実施」が 25.1％、「人事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）

で周知」「人事部署から対象者に個別に面談を実施」が 24.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 81 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること 

_有期契約労働者：複数回答（問 16-1②）  

 

人事部署から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

上司から対象者に個別に育児休業等に
関して書面（メール含む）で周知

人事部署から対象者に個別に面談を実施

上司から対象者に個別に面談を実施

人事部署から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

上司から育児休業の取得の意向確認や
働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている人との
情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・セミナー
（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

24.0%

7.0%

24.0%

21.7%

25.1%

23.0%

10.8%

7.5%

14.2%

7.2%

25.9%

13.2%

12.3%

5.7%

22.2%

14.6%

18.4%

15.1%

8.0%

11.3%

7.5%

34.9%

15.6%

34.6%

6.9%

25.4%

26.9%

33.5%

28.8%

13.5%

10.0%

15.0%

7.7%

17.7%

11.2%

36.3%

11.9%

31.9%

35.6%

26.3%

38.1%

13.1%

6.3%

5.0%

18.1%

6.9%

13.1%

10.6%

41.9%

8.8%

22.1%

25.0%

30.9%

28.7%

13.2%

11.8%

5.1%

17.6%

17.6%

8.8%

45.1%

15.4%

25.3%

40.7%

30.2%

42.6%

16.0%

19.8%

18.5%

19.1%

34.0%

10.5%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 81 

  合計 

問 16-1.妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること②有期契

約労働者 

人事部署か

ら対象者に

個別に育児

休業等に関

して書面（メ

ール含む）

で周知 

上司から対

象者に個別

に育児休業

等に関して

書面（メール

含む）で周

知 

人事部署か

ら対象者に

個別に面談

を実施 

上司から対

象者に個別

に面談を実

施 

人事部署か

ら育児休業

の取得の意

向確認や働

きかけを実

施 

上司から育

児休業の取

得の意向確

認や働きか

けを実施 

育児休業の

取得計画の

作成 

 全 体 3195 24.0 7.0 24.0 21.7 25.1 23.0 10.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 12.3 5.7 22.2 14.6 18.4 15.1 8.0 

101～300 人 1087 34.6 6.9 25.4 26.9 33.5 28.8 13.5 

301～500 人 217 36.3 11.9 31.9 35.6 26.3 38.1 13.1 

501～1,000 人 136 41.9 8.8 22.1 25.0 30.9 28.7 13.2 

1,001 人以上 126 45.1 15.4 25.3 40.7 30.2 42.6 16.0 
          

  合計 

社内の育児

休業取得事

例の提供 

同じ会社で

出産・育児

をしている

人との情報

交換や相談

の機会の提

供 

子育てに関

する情報提

供や研修・

セミナー（両

親学級等）

の実施 

社内相談窓

口の設置 
その他 

特に行って

いない 
無回答 

 全 体 3195 7.5 3.1 1.9 14.2 7.2 25.9 13.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 4.7 1.4 0.5 11.3 7.5 34.9 15.6 

101～300 人 1087 10.0 3.1 2.3 15.0 7.7 17.7 11.2 

301～500 人 217 6.3 5.0 0.6 18.1 6.9 13.1 10.6 

501～1,000 人 136 11.8 5.1 2.9 17.6 3.7 17.6 8.8 

1,001 人以上 126 19.8 18.5 19.1 34.0 3.1 10.5 10.5 

 

  



 

105 

（業種別） 

図表Ⅲ- 82 妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること 

_有期契約労働者：複数回答（問 16-1②） 

 

人事部署から対象者に個別に
育児休業等に関して書面（メール含

む）で周知

上司から対象者に個別に
育児休業等に関して書面（メール含

む）で周知

人事部署から対象者に個別に
面談を実施

上司から対象者に個別に
面談を実施

人事部署から育児休業の取得の意
向確認や働きかけを実施

上司から育児休業の取得の
意向確認や働きかけを実施

育児休業の取得計画の作成

社内の育児休業取得事例の提供

同じ会社で出産・育児をしている
人との情報交換や相談の機会の提供

子育てに関する情報提供や研修・セミ
ナー（両親学級等）の実施

社内相談窓口の設置

その他

特に行っていない

無回答

24.0%

7.0%

24.0%

21.7%

25.1%

23.0%

10.8%

7.5%

14.2%

7.2%

25.9%

13.2%

10.4%

10.9%

9.3%

11.3%

7.6%

6.7%

12.3%

13.9%

30.9%

30.4%

19.7%

5.3%

23.3%

12.8%

25.6%

19.7%

10.8%

9.4%

14.1%

8.1%

33.1%

7.5%

25.1%

25.1%

54.9%

41.2%

41.2%

30.1%

41.2%

41.2%

5.1%

5.8%

7.7%

18.0%

29.5%

10.0%

31.3%

12.2%

26.0%

11.6%

9.6%

13.9%

14.5%

36.8%

18.6%

15.5%

9.7%

13.8%

23.6%

16.6%

20.8%

12.3%

7.0%

15.6%

34.6%

17.8%

29.1%

5.6%

24.9%

21.0%

24.7%

15.0%

12.5%

7.2%

17.2%

6.3%

15.6%

18.7%

43.0%

11.5%

33.6%

20.0%

14.8%

10.8%

6.2%

13.4%

11.9%

14.5%

27.5%

38.5%

9.3%

23.0%

32.0%

37.0%

10.6%

20.2%

6.6%

7.8%

9.0%

29.5%

6.6%

23.5%

13.5%

35.6%

27.9%

18.6%

33.7%

10.5%

11.3%

16.3%

10.8%

26.6%

7.6%

33.3%

32.8%

34.8%

39.3%

9.9%

9.0%

10.8%

7.4%

19.2%

9.9%

26.1%

8.1%

18.6%

28.3%

20.4%

21.5%

6.0%

17.4%

8.5%

31.8%

10.7%

31.4%

18.9%

18.4%

21.9%

25.5%

10.0%

8.4%

11.8%

27.3%

11.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 82 

  合計 

問 16-1.妊娠・出産等を把握したときに、育児休業の取得に関して行っていること②有期

契約労働者 

人事部署か

ら対象者に

個別に育児

休業等に関

して書面（メ

ール含む）

で周知 

上司から対

象者に個別

に育児休業

等に関して

書面（メー

ル含む）で

周知 

人事部署か

ら対象者に

個別に面談

を実施 

上司から対

象者に個別

に面談を実

施 

人事部署か

ら育児休業

の取得の意

向確認や働

きかけを実

施 

上司から育

児休業の取

得の意向確

認や働きか

けを実施 

育児休業の

取得計画の

作成 

 全 体 3195 24.0 7.0 24.0 21.7 25.1 23.0 10.8 

業
種
別 

建設業 201 10.4 1.5 10.9 9.3 11.3 7.6 6.7 

製造業 745 19.7 5.3 23.3 12.8 25.6 19.7 10.8 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 25.1 25.1 54.9 41.2 41.2 30.1 41.2 

情報通信業 132 29.5 10.0 31.3 12.2 26.0 11.6 9.6 

運輸業，郵便業 259 15.5 9.7 13.8 23.6 16.6 20.8 12.3 

卸売業，小売業 407 29.1 5.6 24.9 21.0 24.7 15.0 12.5 

金融業，保険業 76 43.0 4.6 3.8 11.5 33.6 20.0 14.8 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 38.5 9.3 23.0 32.0 37.0 10.6 20.2 

教育，学習支援業 193 23.5 13.5 35.6 27.9 18.6 33.7 10.5 

医療，福祉 586 26.6 7.6 33.3 32.8 34.8 39.3 9.9 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 26.1 8.1 18.6 28.3 20.4 21.5 6.0 

その他 142 31.4 2.9 18.9 18.4 21.9 25.5 10.0 
          

  合計 

社内の育児

休業取得事

例の提供 

同じ会社で

出産・育児

をしている

人との情報

交換や相談

の機会の提

供 

子育てに関

する情報提

供や研修・

セミナー（両

親学級等）

の実施 

社内相談窓

口の設置 
その他 

特に行って

いない 
無回答 

 全 体 3195 7.5 3.1 1.9 14.2 7.2 25.9 13.2 

業
種
別 

建設業 201 4.4 3.2 1.2 12.3 13.9 30.9 30.4 

製造業 745 9.4 3.3 0.9 14.1 8.1 33.1 7.5 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 41.2 2.5 5.1 5.8 0.0 7.7 18.0 

情報通信業 132 13.9 2.4 2.5 14.5 1.3 36.8 18.6 

運輸業，郵便業 259 7.0 4.3 3.8 15.6 4.6 34.6 17.8 

卸売業，小売業 407 7.2 3.9 1.7 17.2 6.3 15.6 18.7 

金融業，保険業 76 2.0 10.8 6.2 13.4 11.9 14.5 27.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 6.6 7.8 9.0 29.5 0.0 6.6 1.2 

教育，学習支援業 193 3.1 2.0 1.3 11.3 2.1 16.3 10.8 

医療，福祉 586 9.0 2.6 2.3 10.8 7.4 19.2 9.9 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 2.1 0.9 1.4 17.4 8.5 31.8 10.7 

その他 142 4.0 0.5 0.0 8.4 11.8 27.3 11.4 
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(2) 対象者に周知や面談を行う際に伝える内容 

① 無期契約労働者（正社員等） 

育児休業の取得に関して周知や面談を行っている企業について、無期契約労働者（正社員等）にど

のようなことを伝えているかをみると、「全体」では「育児休業制度の内容」が 92.7％でもっとも回

答割合が高く、次いで「社会保険料の免除制度の内容」が 85.7％、「育児休業給付金制度の内容」が

84.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 83 対象者に周知や面談を行う際に伝える内容_無期契約労働者（正社員等） 

：複数回答（問 16-2①） 

 
※問 16-1①無期契約労働者（正社員等）で「1.人事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）

で周知」～「4.上司から対象者に個別に面談を実施」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。 

育児休業制度の内容

育児休業給付金制度の内容

社会保険料の免除制度の内容

育児休業中の待遇（賃金・配置等の
労働条件など）

育児休業からの復職時の職務や労働条件、
キャリアプラン

育児休業の社内の申請先

社内の相談窓口

社内の育児休業取得事例

会社独自の育児支援制度や研修・イベント
（子育てに関するセミナー（両親学級）、

パパママカフェなど）

育児休業中の情報提供の有無やその内容

その他

無回答

92.7%

84.6%

85.7%

80.5%

51.7%

65.6%

45.6%

20.3%

25.3%

89.5%

81.6%

82.5%

79.8%

54.4%

59.6%

44.7%

18.4%

24.6%

95.3%

86.5%

88.5%

81.3%

49.5%

68.2%

45.8%

21.9%

22.9%

94.6%

89.9%

89.1%

85.3%

51.9%

69.8%

45.7%

20.9%

7.8%

29.5%

94.1%

86.3%

86.3%

78.4%

43.1%

77.5%

42.2%

20.6%

24.5%

96.2%

84.7%

84.7%

74.8%

55.0%

77.1%

54.2%

22.9%

18.3%

43.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=2057)

101～300人 (n=803)

301～500人 (n=175)

501～1,000人 (n=102)

1,001人以上 (n=102)

51～100人 (n=876)
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数表Ⅲ- 83 

  合計 

問 16-2. 対象者に周知や面談を行う際に伝える内容①無期契約労働者（正社員等） 

育児休業制

度の内容 

育児休業給

付金制度の

内容 

社会保険料

の免除制度

の内容 

育児休業中

の待遇（賃

金・配置等の

労働条件な

ど） 

育児休業から

の復職時の

職務や労働

条件、キャリ

アプラン 

育児休業の

社内の申請

先 

 全 体 2057 92.7 84.6 85.7 80.5 51.7 65.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 876 89.5 81.6 82.5 79.8 54.4 59.6 

101～300 人 803 95.3 86.5 88.5 81.3 49.5 68.2 

301～500 人 175 94.6 89.9 89.1 85.3 51.9 69.8 

501～1,000 人 102 94.1 86.3 86.3 78.4 43.1 77.5 

1,001 人以上 102 96.2 84.7 84.7 74.8 55.0 77.1 
         

  合計 
社内の相談

窓口 

社内の育児

休業取得事

例 

会社独自の

育児支援制

度や研修・イ

ベント（子育

てに関するセ

ミナー（両親

学級）、パパ

ママカフェな

ど） 

育児休業中

の情報提供

の有無やそ

の内容 

その他 無回答 

 全 体 2057 45.6 20.3 3.3 25.3 0.8 2.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 876 44.7 18.4 1.8 24.6 0.0 2.6 

101～300 人 803 45.8 21.9 2.1 22.9 1.6 2.6 

301～500 人 175 45.7 20.9 7.8 29.5 0.8 1.6 

501～1,000 人 102 42.2 20.6 3.9 24.5 2.0 1.0 

1,001 人以上 102 54.2 22.9 18.3 43.5 1.5 1.5 

 

※問 16-1①無期契約労働者（正社員等）で「1.人事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）

で周知」～「4.上司から対象者に個別に面談を実施」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。 
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② 有期契約労働者 

育児休業の取得に関して周知や面談を行っている企業について、有期契約労働者にどのようなこと

を伝えているかをみると、「全体」では「育児休業制度の内容」が 94.5％でもっとも回答割合が高く、

次いで「育児休業給付金制度の内容」が 85.8％、「社会保険料の免除制度の内容」が 84.1％となって

いる。 

 

図表Ⅲ- 84 対象者に周知や面談を行う際に伝える内容_有期契約労働者：複数回答（問 16-2②） 

 
※問 16-1②有期契約労働者で「1.人事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）で周知」～「4.

上司から対象者に個別に面談を実施」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。 

  

育児休業制度の内容

育児休業給付金制度の内容

社会保険料の免除制度の内容

育児休業中の待遇（賃金・配置等の
労働条件など）

育児休業からの復職時の職務や労働条件、
キャリアプラン

育児休業の社内の申請先

社内の相談窓口

社内の育児休業取得事例

会社独自の育児支援制度や研修・イベント
（子育てに関するセミナー（両親学級）、

パパママカフェなど）

育児休業中の情報提供の有無やその内容

その他

無回答

94.5%

85.8%

84.1%

80.4%

50.0%

63.6%

44.1%

18.7%

23.3%

93.5%

85.5%

80.6%

80.6%

53.2%

54.8%

41.9%

16.1%

21.0%

94.9%

85.5%

85.5%

79.7%

47.8%

65.2%

44.2%

21.0%

21.0%

93.1%

88.1%

87.1%

86.1%

50.5%

71.3%

47.5%

13.9%

29.7%

96.2%

84.8%

87.3%

79.7%

43.0%

75.9%

39.2%

21.5%

24.1%

97.2%

87.2%

86.2%

75.2%

52.3%

78.0%

55.0%

22.0%

19.3%

41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=1354)

101～300人 (n=577)

301～500人 (n=137)

501～1,000人 (n=79)

1,001人以上 (n=84)

51～100人 (n=477)
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数表Ⅲ- 84 

  合計 

問 16-2.対象者に周知や面談を行う際に伝える内容②有期契約労働者 

育児休業制

度の内容 

育児休業給

付金制度の

内容 

社会保険料

の免除制度

の内容 

育児休業中

の待遇（賃

金・配置等の

労働条件な

ど） 

育児休業から

の復職時の

職務や労働

条件、キャリ

アプラン 

育児休業の

社内の申請

先 

 全 体 1354 94.5 85.8 84.1 80.4 50.0 63.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 477 93.5 85.5 80.6 80.6 53.2 54.8 

101～300 人 577 94.9 85.5 85.5 79.7 47.8 65.2 

301～500 人 137 93.1 88.1 87.1 86.1 50.5 71.3 

501～1,000 人 79 96.2 84.8 87.3 79.7 43.0 75.9 

1,001 人以上 84 97.2 87.2 86.2 75.2 52.3 78.0 
         

  合計 
社内の相談

窓口 

社内の育児

休業取得事

例 

会社独自の

育児支援制

度や研修・イ

ベント（子育

てに関するセ

ミナー（両親

学級）、パパ

ママカフェな

ど） 

育児休業中

の情報提供

の有無やそ

の内容 

その他 無回答 

 全 体 1354 44.1 18.7 3.2 23.3 1.2 2.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 477 41.9 16.1 1.6 21.0 0.0 3.2 

101～300 人 577 44.2 21.0 2.2 21.0 2.2 2.2 

301～500 人 137 47.5 13.9 4.0 29.7 1.0 4.0 

501～1,000 人 79 39.2 21.5 1.3 24.1 1.3 1.3 

1,001 人以上 84 55.0 22.0 19.3 41.3 0.9 0.0 

 

※問 16-1②有期契約労働者で「1.人事部署から対象者に個別に育児休業等に関して書面（メール含む）で周知」～「4.

上司から対象者に個別に面談を実施」のいずれかを選択した回答者を集計対象とする。 
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(3) 育児休業の取得方法についての考え方 

育児休業の取得方法についての考え方をみると、「全体」では「社員自身が安心して育児に専念でき

るように、育児休業の取得を支援したい」が 65.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「育児休業か

ら早く復職したうえで、短時間勤務等の両立支援制度を取得できるよう支援したい」が 11.4％、「育

児休業から早く復職したうえで、フルタイム勤務で育児と両立できるよう支援したい」が 10.4％とな

っている。 

 

図表Ⅲ- 85 育児休業の取得方法についての考え方：単数回答（Q17）  

 
数表Ⅲ- 85 

  合計 

問 17.育児休業の取得方法についての考え方 

社員自身が

安心して育

児に専念で

きるように、

育児休業の

取得を支援

したい 

育児休業か

ら早く復職し

たうえで、短

時間勤務等

の両立支援

制度を取得

できるよう支

援したい 

育児休業か

ら早く復職し

たうえで、フ

ルタイム勤

務で育児と

両立できる

よう支援し

たい 

その他 

特に考えて

いない、わ

からない 

無回答 

 全 体 3195 65.1 11.4 10.4 2.9 8.5 1.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 59.4 11.8 12.3 2.4 11.3 2.8 

101～300 人 1087 70.8 10.0 8.5 3.8 6.5 0.4 

301～500 人 217 75.6 11.3 6.3 1.9 4.4 0.6 

501～1,000 人 136 75.0 14.0 6.6 0.7 2.9 0.7 

1,001 人以上 126 61.1 14.8 14.8 5.6 3.1 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

65.1%

59.4%

70.8%

75.6%

75.0%

61.1%

11.4%

11.8%

10.0%

11.3%

14.0%

14.8%

10.4%

12.3%

8.5%

6.3%

6.6%

14.8% 5.6%

8.5%

11.3%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社員自身が安心して育児に専念できるように、育児休業の取得を支援したい

育児休業から早く復職したうえで、短時間勤務等の両立支援制度を取得できるよう支援したい

育児休業から早く復職したうえで、フルタイム勤務で育児と両立できるよう支援したい

その他

特に考えていない、わからない

無回答
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(4) 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 

仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組をみると、「全体」では「特に行っ

ていない」が 29.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「制度利用者がいる部署への業務上の応援や

代替要員の配置を実施」が 22.9％、「面談など制度利用者と管理職のコミュニケーション支援」が

20.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 86 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組：複数回答（問 18） 

 

会社方針の明確化やトップからの
メッセージ発信

ワーク・ライフ・バランスの
推進組織や担当者の任命

制度周知のためのパンフレット
・リーフレットの作成

社内報やパンフレットでの
制度利用事例の共有
・意識啓発の実施

全社員に対し、仕事と育児の両立
に関する研修の実施

子育てに関するセミナーを実施

全社員に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

管理職に対し、職場運営マニュアルの
作成や、マネジメント研修を実施（ハラスメント

の防止、短時間勤務のマネジメント等）

管理職に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

面談など制度利用者と管理職の
コミュニケーション支援

制度利用に関する社内相談窓口の設置

子どもを持つ社員のネットワーク
づくり（パパママカフェ等）

子育てに関する研修・セミナー
（両親学級等）を実施

制度利用者がいる部署への業務上の応援や
代替要員の配置を実施

会社独自に、制度利用中の所得補償を実施
（保育サービスへの費用助成を含む）

その他

特に行っていない

無回答

19.8%

11.3%

10.9%

11.4%

15.8%

5.7%

20.0%

18.2%

22.9%

29.7%

17.5%

8.0%

5.2%

8.0%

10.4%

16.0%

15.6%

18.9%

37.3%

21.2%

11.9%

13.1%

11.5%

5.0%

16.9%

7.3%

22.7%

19.2%

26.9%

23.8%

22.5%

16.3%

15.6%

13.8%

5.6%

24.4%

8.8%

26.3%

18.8%

25.6%

5.6%

21.9%

22.8%

15.4%

19.9%

19.9%

32.4%

5.1%

22.8%

25.7%

28.7%

6.6%

16.9%

31.5%

36.4%

48.1%

40.1%

7.4%

14.2%

5.6%

43.8%

6.2%

34.0%

33.3%

20.4%

9.9%

30.2%

17.9%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 86 

  合計 

問 18.仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 

会社方針

の明確化

やトップか

らのメッセ

ージ発信 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンスの推

進組織や

担当者の

任命 

制度周知

のための

パンフレッ

ト・リーフ

レットの作

成 

社内報や

パンフレッ

トでの制

度利用事

例の共

有・意識

啓発の実

施 

全社員に

対し、仕

事と育児

の両立に

関する研

修の実施 

子育てに

関するセ

ミナーを

実施 

全社員に

対し、有

期契約労

働者の制

度利用へ

の理解を

深めるた

めの情報

提供を実

施 

管理職に

対し、職

場運営マ

ニュアル

の作成

や、マネ

ジメント研

修を実施

（ハラスメ

ントの防

止、短時

間勤務の

マネジメ

ント等） 

管理職に

対し、有

期契約労

働者の制

度利用へ

の理解を

深めるた

めの情報

提供を実

施 

 全 体 3195 19.8 11.3 10.9 11.4 1.1 1.7 3.3 15.8 5.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 17.5 8.0 5.2 8.0 0.9 0.9 1.9 10.4 4.2 

101～300 人 1087 21.2 11.9 13.1 11.5 0.8 1.2 5.0 16.9 7.3 

301～500 人 217 22.5 16.3 15.6 13.8 0.6 1.9 5.6 24.4 8.8 

501～1,000 人 136 22.8 15.4 19.9 19.9 0.7 2.2 0.7 32.4 5.1 

1,001 人以上 126 31.5 36.4 48.1 40.1 7.4 14.2 5.6 43.8 6.2 
            

  合計 

面談など

制度利用

者と管理

職のコミュ

ニケーシ

ョン支援 

制度利用

に関する

社内相談

窓口の設

置 

子どもを

持つ社員

のネットワ

ークづくり

（パパマ

マカフェ

等） 

子育てに

関する研

修・セミナ

ー（両親

学級等）

を実施 

制度利用

者がいる

部署への

業務上の

応援や代

替要員の

配置を実

施 

会社独自

に、制度

利用中の

所得補償

を実施

（保育サ

ービスへ

の費用助

成を含

む） 

その他 
特に行っ

ていない 
無回答 

 全 体 3195 20.0 18.2 1.5 0.7 22.9 2.0 3.8 29.7 2.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 16.0 15.6 0.5 0.0 18.9 0.0 4.7 37.3 3.3 

101～300 人 1087 22.7 19.2 0.4 0.4 26.9 1.9 2.7 23.8 3.1 

301～500 人 217 26.3 18.8 4.4 1.3 25.6 5.6 3.8 21.9 2.5 

501～1,000 人 136 22.8 25.7 1.5 1.5 28.7 6.6 1.5 16.9 0.7 

1,001 人以上 126 34.0 33.3 20.4 9.9 30.2 17.9 3.1 9.9 0.0 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 87 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組：複数回答（問 18） 

 

会社方針の明確化やトップからの
メッセージ発信

ワーク・ライフ・バランスの
推進組織や担当者の任命

制度周知のためのパンフレット
・リーフレットの作成

社内報やパンフレットでの
制度利用事例の共有
・意識啓発の実施

全社員に対し、仕事と育児の両立
に関する研修の実施

子育てに関するセミナーを実施

全社員に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

管理職に対し、職場運営
マニュアルの作成や、マネジメント研
修を実施（ハラスメントの防止、短時

間勤務のマネジメント等）

管理職に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

面談など制度利用者と管理職の
コミュニケーション支援

制度利用に関する社内相談窓口の設
置

子どもを持つ社員のネットワーク
づくり（パパママカフェ等）

子育てに関する研修・セミナー
（両親学級等）を実施

制度利用者がいる部署への
業務上の応援や代替要員の

配置を実施

会社独自に、制度利用中の
所得補償を実施

（保育サービスへの費用助成を
含む）

その他

特に行っていない

無回答

19.8%

11.3%

10.9%

11.4%

15.8%

5.7%

20.0%

18.2%

22.9%

29.7%

23.0%

18.0%

17.1%

21.9%

11.8%

12.3%

7.1%

16.6%

16.3%

15.2%

35.2%

5.9%

23.4%

10.1%

9.8%

9.1%

18.3%

5.6%

19.5%

19.4%

19.1%

30.8%

38.7%

12.7%

5.1%

5.1%

13.6%

10.2%

43.8%

5.8%

62.5%

18.1%

13.9%

6.9%

14.2%

19.1%

27.9%

23.6%

12.2%

5.7%

28.0%

12.2%

19.1%

6.9%

7.0%

11.0%

5.1%

14.5%

20.9%

16.8%

5.9%

40.0%

23.0%

13.3%

7.7%

13.0%

20.1%

16.8%

17.9%

23.0%

31.7%

26.2%

20.2%

8.2%

20.5%

5.7%

31.8%

28.1%

11.9%

7.6%

7.9%

45.7%

9.0%

15.6%

9.3%

9.3%

5.9%

32.0%

7.8%

21.4%

13.6%

31.8%

14.8%

11.3%

8.9%

6.3%

7.7%

13.5%

18.4%

21.4%

14.5%

34.9%

6.1%

27.4%

13.2%

15.4%

15.2%

7.5%

14.1%

7.1%

27.6%

18.7%

28.8%

6.7%

20.9%

23.3%

8.7%

8.0%

14.8%

13.7%

5.5%

14.2%

15.4%

16.4%

38.3%

11.4%

19.0%

21.5%

5.4%

10.0%

15.2%

15.4%

32.2%

29.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 87 

  合計 

問 18.仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 

会社方針

の明確化

やトップ

からのメ

ッセージ

発信 

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンスの推

進組織や

担当者の

任命 

制度周知

のための

パンフレ

ット・リー

フレットの

作成 

社内報や

パンフレ

ットでの

制度利用

事例の共

有・意識

啓発の実

施 

全社員に

対し、仕

事と育児

の両立に

関する研

修の実施 

子育てに

関するセ

ミナーを

実施 

全社員に

対し、有

期契約労

働者の制

度利用へ

の理解を

深めるた

めの情報

提供を実

施 

管理職に

対し、職

場運営マ

ニュアル

の作成

や、マネ

ジメント研

修を実施

（ハラスメ

ントの防

止、短時

間勤務の

マネジメ

ント等） 

管理職に

対し、有

期契約労

働者の制

度利用へ

の理解を

深めるた

めの情報

提供を実

施 

 全 体 3195 19.8 11.3 10.9 11.4 1.1 1.7 3.3 15.8 5.7 

業
種
別 

建設業 201 23.0 18.0 17.1 21.9 1.2 0.9 11.8 12.3 7.1 

製造業 745 23.4 10.1 9.8 9.1 0.2 2.0 2.2 18.3 5.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 38.7 0.0 12.7 5.1 0.0 5.1 13.6 10.2 0.0 

情報通信業 132 18.1 13.9 6.9 14.2 1.6 0.6 0.8 19.1 0.0 

運輸業，郵便業 259 19.1 4.3 6.9 7.0 1.9 0.6 1.9 11.0 5.1 

卸売業，小売業 407 23.0 13.3 7.7 13.0 0.4 1.4 2.4 20.1 2.5 

金融業，保険業 76 26.2 20.2 8.2 20.5 0.0 5.7 1.8 31.8 1.8 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 9.0 0.0 15.6 9.3 0.0 1.2 1.2 9.3 0.0 

教育，学習支援業 193 14.8 11.3 8.9 6.3 0.4 1.2 7.7 13.5 18.4 

医療，福祉 586 13.2 15.4 15.2 7.5 2.3 2.2 3.8 14.1 7.1 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 23.3 8.7 8.0 14.8 0.0 1.8 1.6 13.7 5.5 

その他 142 11.4 3.6 19.0 21.5 5.4 0.0 0.5 10.0 0.5 
            

  合計 

面談など

制度利用

者と管理

職のコミ

ュニケー

ション支

援 

制度利用

に関する

社内相談

窓口の設

置 

子どもを

持つ社員

のネット

ワークづ

くり（パパ

ママカフェ

等） 

子育てに

関する研

修・セミナ

ー（両親

学級等）

を実施 

制度利用

者がいる

部署への

業務上の

応援や代

替要員の

配置を実

施 

会社独自

に、制度

利用中の

所得補償

を実施

（保育サ

ービスへ

の費用助

成を含

む） 

その他 
特に行っ

ていない 
無回答 

 全 体 3195 20.0 18.2 1.5 0.7 22.9 2.0 3.8 29.7 2.9 

業
種
別 

建設業 201 16.6 16.3 0.8 0.9 15.2 1.2 4.2 35.2 5.9 

製造業 745 19.5 19.4 1.1 0.4 19.1 1.3 2.9 30.8 1.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 43.8 5.8 2.5 2.5 62.5 0.0 2.5 3.3 0.0 

情報通信業 132 27.9 23.6 2.4 1.2 12.2 5.7 0.0 28.0 12.2 

運輸業，郵便業 259 14.5 20.9 0.6 0.3 16.8 0.0 5.9 40.0 4.6 

卸売業，小売業 407 16.8 17.9 1.2 0.4 23.0 1.6 0.6 31.7 4.3 

金融業，保険業 76 28.1 11.9 7.6 7.9 45.7 2.0 0.0 3.1 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 5.9 32.0 7.8 0.0 21.4 0.0 13.6 31.8 0.0 

教育，学習支援業 193 21.4 14.5 1.3 0.8 34.9 1.7 6.1 27.4 0.7 

医療，福祉 586 27.6 18.7 2.0 0.0 28.8 4.0 6.7 20.9 1.3 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 14.2 15.4 0.8 1.2 16.4 2.4 2.2 38.3 4.4 

その他 142 15.2 15.4 0.5 0.0 32.2 1.1 2.9 29.9 0.0 
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（週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合別） 

図表Ⅲ- 88 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組：複数回答（問 18） 

 

会社方針の明確化やトップからの
メッセージ発信

ワーク・ライフ・バランスの
推進組織や担当者の任命

制度周知のためのパンフレット
・リーフレットの作成

社内報やパンフレットでの
制度利用事例の共有
・意識啓発の実施

全社員に対し、仕事と育児の両立
に関する研修の実施

子育てに関するセミナーを実施

全社員に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

管理職に対し、職場運営マニュアルの
作成や、マネジメント研修を実施（ハラスメント

の防止、短時間勤務のマネジメント等）

管理職に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

面談など制度利用者と管理職の
コミュニケーション支援

制度利用に関する社内相談窓口の設置

子どもを持つ社員のネットワーク
づくり（パパママカフェ等）

子育てに関する研修・セミナー
（両親学級等）を実施

制度利用者がいる部署への業務上の応援や
代替要員の配置を実施

会社独自に、制度利用中の所得補償を実施
（保育サービスへの費用助成を含む）

その他

特に行っていない

無回答

19.0%

11.6%

12.2%

9.7%

16.5%

5.7%

20.2%

17.1%

25.8%

29.0%

26.6%

11.2%

11.8%

19.8%

16.0%

6.7%

23.4%

26.9%

18.3%

5.1%

23.8%

19.0%

7.6%

5.0%

17.6%

16.8%

13.5%

24.5%

8.5%

31.3%

8.8%

13.9%

10.6%

13.1%

7.9%

13.1%

9.3%

11.1%

11.9%

55.7%

22.8%

14.0%

6.8%

8.0%

15.3%

17.8%

11.4%

18.8%

11.4%

38.1%

5.3%

14.7%

11.0%

9.2%

6.3%

11.0%

20.7%

27.0%

45.4%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％（いない）
0％超～3％未満

3％以上～5％未満

5％以上～10％未満

10％以上～15％
15％以上

0％（いない） (n=2092)

3％以上～5％未満 (n=194)

5％以上～10％未満 (n=98)

10％以上～15％未満 (n=104)

15％以上 (n=126)

0％超～3％未満 (n=439)
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数表Ⅲ- 88 

  合計 

問 18.仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 

会社方

針の明

確化やト

ップから

のメッセ

ージ発信 

ワーク・

ライフ・バ

ランスの

推進組

織や担

当者の

任命 

制度周

知のため

のパンフ

レット・リ

ーフレッ

トの作成 

社内報

やパンフ

レットで

の制度

利用事

例の共

有・意識

啓発の

実施 

全社員

に対し、

仕事と育

児の両

立に関す

る研修の

実施 

子育てに

関するセ

ミナーを

実施 

全社員

に対し、

有期契

約労働

者の制

度利用

への理

解を深め

るための

情報提

供を実施 

管理職

に対し、

職場運

営マニュ

アルの作

成や、マ

ネジメン

ト研修を

実施（ハ

ラスメン

トの防

止、短時

間勤務

のマネジ

メント等） 

管理職

に対し、

有期契

約労働

者の制

度利用

への理

解を深め

るための

情報提

供を実施 

問 5.(3) 0％（いない） 2092 19.0 11.6 12.2 9.7 1.2 1.4 2.6 16.5 5.7 

週
の
労
働
時
間
が 

６
０
時
間
以
上
の
割

合 

0％超～3％未満 439 26.6 11.2 11.8 19.8 1.3 4.4 3.9 16.0 6.7 

3％以上～5％未満 194 19.0 7.6 5.0 17.6 0.0 0.4 4.4 16.8 2.9 

5％以上～10％未満 98 8.8 13.9 10.6 4.0 0.0 0.8 13.1 7.9 13.1 

10％以上～15％未満 104 22.8 14.0 6.8 3.3 0.0 0.0 8.0 15.3 4.8 

15％以上 126 14.7 1.1 1.1 11.0 3.3 0.0 1.1 9.2 6.3 
            

  合計 

面談など

制度利

用者と管

理職のコ

ミュニケ

ーション

支援 

制度利

用に関す

る社内相

談窓口

の設置 

子どもを

持つ社

員のネッ

トワーク

づくり（パ

パママカ

フェ等） 

子育てに

関する研

修・セミ

ナー（両

親学級

等）を実

施 

制度利

用者が

いる部署

への業

務上の

応援や

代替要

員の配

置を実施 

会社独

自に、制

度利用

中の所

得補償を

実施（保

育サービ

スへの費

用助成を

含む） 

その他 
特に行っ

ていない 
無回答 

問 5.(3) 0％（いない） 2092 20.2 17.1 1.0 0.6 25.8 1.5 4.0 29.0 1.7 

週
の
労
働
時
間
が 

６
０
時
間
以
上
の
割

合 

0％超～3％未満 439 23.4 26.9 4.9 1.5 18.3 5.1 3.4 23.8 2.1 

3％以上～5％未満 194 13.5 24.5 0.4 0.4 8.5 0.8 0.0 31.3 0.0 

5％以上～10％未満 98 9.3 11.1 0.0 0.8 11.9 1.8 0.8 55.7 0.0 

10％以上～15％未満 104 17.8 11.4 2.0 0.0 18.8 3.3 11.4 38.1 5.3 

15％以上 126 11.0 20.7 0.0 0.0 27.0 1.1 0.0 45.4 6.1 
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（無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率別） 

図表Ⅲ- 89 仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組：複数回答（問 18） 

 

会社方針の明確化やトップからの
メッセージ発信

ワーク・ライフ・バランスの
推進組織や担当者の任命

制度周知のためのパンフレット
・リーフレットの作成

社内報やパンフレットでの
制度利用事例の共有
・意識啓発の実施

全社員に対し、仕事と育児の両立
に関する研修の実施

子育てに関するセミナーを実施

全社員に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

管理職に対し、職場運営マニュアルの
作成や、マネジメント研修を実施（ハラスメント

の防止、短時間勤務のマネジメント等）

管理職に対し、有期契約労働者の
制度利用への理解を深めるための

情報提供を実施

面談など制度利用者と管理職の
コミュニケーション支援

制度利用に関する社内相談窓口の設置

子どもを持つ社員のネットワーク
づくり（パパママカフェ等）

子育てに関する研修・セミナー
（両親学級等）を実施

制度利用者がいる部署への業務上の応援や
代替要員の配置を実施

会社独自に、制度利用中の所得補償を実施
（保育サービスへの費用助成を含む）

その他

特に行っていない

無回答

39.3%

60.7%

17.3%

8.2%

5.4%

7.5%

16.0%

7.4%

10.9%

48.1%

5.2%

21.4%

10.1%

9.5%

10.7%

13.6%

6.5%

18.5%

20.1%

23.0%

31.7%

22.4%

13.5%

12.2%

12.3%

17.9%

7.4%

20.4%

19.4%

26.2%

5.5%

25.8%

16.2%

14.6%

12.0%

14.1%

5.6%

25.0%

23.7%

15.5%

20.9%

6.2%

26.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0％
0％超～25％未満

25％以上～50％未満

50％以上～75％未満

75％以上

0％ (n=20)

25％以上～50％未満 (n=1218)

50％以上～75％未満 (n=1091)

75％以上 (n=483)

0％超～25％未満 (n=230)
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数表Ⅲ- 89 

  合計 

問 18.仕事と育児を両立しやすい風土づくりのために実施している取組 

会社方

針の明

確化やト

ップから

のメッセ

ージ発信 

ワーク・

ライフ・バ

ランスの

推進組

織や担

当者の

任命 

制度周

知のため

のパンフ

レット・リ

ーフレッ

トの作成 

社内報

やパンフ

レットで

の制度

利用事

例の共

有・意識

啓発の

実施 

全社員

に対し、

仕事と育

児の両

立に関す

る研修の

実施 

子育てに

関するセ

ミナーを

実施 

全社員

に対し、

有期契

約労働

者の制

度利用

への理

解を深め

るための

情報提

供を実施 

管理職

に対し、

職場運

営マニュ

アルの作

成や、マ

ネジメン

ト研修を

実施（ハ

ラスメン

トの防

止、短時

間勤務

のマネジ

メント等） 

管理職

に対し、

有期契

約労働

者の制

度利用

への理

解を深め

るための

情報提

供を実施 

問 5.(4) 0％ 20 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

年
次
有
給
休
暇

の
平
均
取
得
率 

0％超～25％未満 230 17.3 4.8 8.2 5.4 0.4 0.0 0.0 7.5 2.4 

25％以上～50％未満 1218 21.4 10.1 9.5 10.7 0.5 0.2 3.2 13.6 6.5 

50％以上～75％未満 1091 22.4 13.5 12.2 12.3 2.1 3.2 3.4 17.9 7.4 

75％以上 483 16.2 14.6 12.0 14.1 0.9 1.4 5.6 25.0 3.2 

            

  合計 

面談など

制度利

用者と管

理職のコ

ミュニケ

ーション

支援 

制度利

用に関す

る社内相

談窓口

の設置 

子どもを

持つ社

員のネッ

トワーク

づくり（パ

パママカ

フェ等） 

子育てに

関する研

修・セミ

ナー（両

親学級

等）を実

施 

制度利

用者が

いる部署

への業

務上の

応援や

代替要

員の配

置を実施 

会社独

自に、制

度利用

中の所

得補償を

実施（保

育サービ

スへの費

用助成を

含む） 

その他 
特に行っ

ていない 
無回答 

問 5.(4) 0％ 20 0.0 0.0 0.0 0.0 39.3 0.0 0.0 60.7 0.0 

年
次
有
給
休
暇

の
平
均
取
得
率 

0％超～25％未満 230 16.0 7.4 0.6 0.0 10.9 1.0 0.0 48.1 5.2 

25％以上～50％未満 1218 18.5 20.1 0.8 0.3 23.0 1.4 2.0 31.7 2.3 

50％以上～75％未満 1091 20.4 19.4 2.3 1.2 26.2 3.2 5.5 25.8 3.0 

75％以上 483 23.7 15.5 1.3 0.8 20.9 1.9 6.2 26.3 0.0 
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(5) 職業家庭両立推進者について 

① 職業家庭両立推進者の選任状況 

職業家庭両立推進者を選任しているかをみると、「全体」では「職業家庭両立推進者を知らない」が

52.5％でもっとも回答割合が高く、次いで「職業家庭両立推進者について知ってはいるが、会社とし

て選任はしていない」が 37.9％、「職業家庭両立推進者を選任している」が 8.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 90 職業家庭両立推進者の選任状況：単数回答（問 19-1） 

 
数表Ⅲ- 90 

  合計 

問 19-1.職業家庭両立推進者の選任状況 

職業家庭両立推

進者を選任して

いる 

職業家庭両立推

進者について知

ってはいるが、

会社として選任

はしていない 

職業家庭両立推

進者を知らない 
無回答 

 全 体 3195 8.0 37.9 52.5 1.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 5.7 33.5 59.4 1.4 

101～300 人 1087 10.4 40.4 47.7 1.5 

301～500 人 217 12.5 42.5 42.5 2.5 

501～1,000 人 136 8.1 48.5 41.9 1.5 

1,001 人以上 126 10.5 54.3 33.3 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.0%

5.7%

10.4%

12.5%

8.1%

10.5%

37.9%

33.5%

40.4%

42.5%

48.5%

54.3%

52.5%

59.4%

47.7%

42.5%

41.9%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職業家庭両立推進者を選任している

職業家庭両立推進者について知ってはいるが、会社として選任はしていない

職業家庭両立推進者を知らない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 91 職業家庭両立推進者の選任状況：単数回答（問 19-1） 

 

数表Ⅲ- 91 

  合計 

問 19-1.職業家庭両立推進者の選任状況 

職業家庭両立推

進者を選任して

いる 

職業家庭両立推

進者について知

ってはいるが、

会社として選任

はしていない 

職業家庭両立推

進者を知らない 
無回答 

 全 体 3195 8.0 37.9 52.5 1.6 

業
種
別 

建設業 201 5.5 39.3 51.4 3.8 

製造業 745 8.6 36.4 54.1 0.9 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 27.6 40.7 18.0 13.6 

情報通信業 132 1.2 42.4 55.1 1.3 

運輸業，郵便業 259 1.0 26.3 69.3 3.3 

卸売業，小売業 407 9.0 39.0 51.6 0.3 

金融業，保険業 76 9.6 41.6 47.7 1.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 8.1 49.0 42.8 0.0 

教育，学習支援業 193 17.1 52.9 30.0 0.0 

医療，福祉 586 10.9 28.7 59.4 0.9 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 6.2 44.1 47.2 2.5 

その他 142 0.5 51.1 48.3 0.0 

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

8.0%

5.5%

8.6%

27.6%

9.0%

9.6%

8.1%

17.1%

10.9%

6.2%

37.9%

39.3%

36.4%

40.7%

42.4%

26.3%

39.0%

41.6%

49.0%

52.9%

28.7%

44.1%

51.1%

52.5%

51.4%

54.1%

18.0%

55.1%

69.3%

51.6%

47.7%

42.8%

30.0%

59.4%

47.2%

48.3%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職業家庭両立推進者を選任している

職業家庭両立推進者について知ってはいるが、会社として選任はしていない

職業家庭両立推進者を知らない

無回答
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② 職業家庭両立推進者の社内での活用状況 

職業家庭両立推進者を選任している企業について、社内で活用しているかをみると、「全体」では

「活用していない」が 68.9％、「活用している」が 28.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 92 職業家庭両立推進者の社内での活用状況：単数回答（問 19-2） 

 
数表Ⅲ- 92 

  合計 

問 19-2.職業家庭両立推進者の社内

での活用状況 

活用してい

る 

活用してい

ない 
無回答 

 全 体 256 28.1 68.9 3.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 92 41.7 50.0 8.3 

101～300 人 113 22.2 77.8 0.0 

301～500 人 27 10.0 90.0 0.0 

501～1,000 人 11 18.2 81.8 0.0 

1,001 人以上 13 29.4 70.6 0.0 

 

※問 19-1 で「1.職業家庭両立推進者を選任している」を選択した回答者を集計対象とする。 

 

  

全　体 (n=256)

51～100人
　 (n=92)

101～300人
　 (n=113)

301～500人
　 (n=27)

501～1,000人
　 (n=11)

1,001人以上
　 (n=13)

従
業
員
規
模
別

28.1%

41.7%

22.2%

10.0%

18.2%

29.4%

68.9%

50.0%

77.8%

90.0%

81.8%

70.6%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している 活用していない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 93 職業家庭両立推進者の社内での活用状況：単数回答（問 19-2） 

 

数表Ⅲ- 93 

  合計 

問 19-2.職業家庭両立推進者の社

内での活用状況 

活用してい

る 

活用してい

ない 
無回答 

 全 体 256 28.1 68.9 3.0 

業
種
別 

建設業 11 0.0 30.2 69.8 

製造業 64 21.9 78.1 0.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，
物品賃貸業* 8 90.8 9.2 0.0 

情報通信業* 2 100.0 0.0 0.0 

運輸業，郵便業* 3 0.0 100.0 0.0 

卸売業，小売業 37 32.4 67.6 0.0 

金融業，保険業* 7 0.0 100.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業* 5 19.3 80.7 0.0 

教育，学習支援業 33 25.6 74.4 0.0 

医療，福祉 64 35.4 64.6 0.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 22 19.1 80.9 0.0 

その他* 1 100.0 0.0 0.0 

 

※問 19-1 で「1.職業家庭両立推進者を選任している」を選択した回答者を集計対象とする。 

※サンプル数が 10 未満のものは参考値（*）。 

  

全　体 (n=256)

建設業
　 (n=11)

製造業
　 (n=64)

情報通信業
　 (n=2)

運輸業，郵便業
　 (n=3)

卸売業，小売業
　 (n=37)

金融業，保険業
　 (n=7)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=5)

教育，学習支援業
　 (n=33)

医療，福祉
　 (n=64)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=22)

その他
　 (n=1)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=8)

28.1%

21.9%

90.8%

100.0%

32.4%

19.3%

25.6%

35.4%

19.1%

100.0%

68.9%

30.2%

78.1%

9.2%

100.0%

67.6%

100.0%

80.7%

74.4%

64.6%

80.9%

69.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している 活用していない 無回答
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5. 男性労働者の育児休業取得や育児参画等について 

(1) 男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標の設定 

① 目標値設定の有無 

男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率について、目標値設定の有無をみると、「全体」

では「設定していない」が 80.2％、「設定している」が 7.2％となっている。  

 

図表Ⅲ- 94 男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率_目標値設定の有無 

：単数回答（問 20-1） 

 

数表Ⅲ- 94 

  合計 

問 20-1.男性無期契約労働者（正社員等）の育児休

業取得率の目標値設定の有無 

設定してい

る 

設定してい

ない 

対象者がい

ない 
無回答 

 全 体 3195 7.2 80.2 11.3 1.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 4.2 77.4 16.5 1.9 

101～300 人 1087 7.3 84.2 7.7 0.8 

301～500 人 217 14.4 83.8 1.9 0.0 

501～1,000 人 136 14.0 82.4 3.7 0.0 

1,001 人以上 126 25.9 73.5 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

7.2%

7.3%

14.4%

14.0%

25.9%

80.2%

77.4%

84.2%

83.8%

82.4%

73.5%

11.3%

16.5%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設定している 設定していない 対象者がいない 無回答
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② 設定している目標値 

男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率を設定している企業について、その目標値をみ

ると、「全体」では「7％未満」が 43.2％でもっとも回答割合が高く、次いで「7％以上～10％未満」

が 13.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 95 男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率_設定している目標値 

：単数回答（問 20-2） 

 

数表Ⅲ- 95 

  合計 

問 20-2. 男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の設定している目標値 

7％未

満 

7％以

上～

10％未

満 

10％以

上～

13％未

満 

13％以

上～

15％未

満 

15％以

上～

20％未

満 

20％以

上～

30％未

満 

30％以

上～

50％未

満 

50％以

上～

75％未

満 

75％以

上～

100％

未満 

100％ 
わから

ない 
無回答 

 全 体 231 43.2 13.6 2.7 2.3 2.7 0.3 3.7 6.3 3.9 7.2 9.3 4.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 69 55.6 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 11.1 11.1 

101～300 人 79 36.8 10.5 0.0 0.0 5.3 0.0 5.3 10.5 10.5 5.3 15.8 0.0 

301～500 人 31 47.8 17.4 4.3 4.3 0.0 0.0 8.7 4.3 0.0 4.3 4.3 4.3 

501～1,000 人 19 63.2 0.0 5.3 0.0 10.5 0.0 5.3 5.3 0.0 5.3 0.0 5.3 

1,001 人以上 33 16.7 31.0 11.9 11.9 0.0 2.4 2.4 11.9 2.4 7.1 0.0 2.4 

 

※問 20-1 で「1.設定している」を選択した回答者を集計対象とする。 

 

  

全　体 (n=231)

51～100人
　 (n=69)

101～300人
　 (n=79)

301～500人
　 (n=31)

501～1,000人
　 (n=19)

1,001人以上
　 (n=33)

従
業
員
規
模
別

43.2%

55.6%

36.8%

47.8%

63.2%

16.7%

13.6%

11.1%

10.5%

17.4%

31.0%

5.3%

11.9% 11.9%

5.3%

10.5%

5.3%

8.7%

5.3%

6.3%

10.5%

5.3%

11.9%

10.5%

7.2%

11.1%

5.3%

5.3%

7.1%

9.3%

11.1%

15.8%

11.1%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7％未満 7％以上～10％未満 10％以上～13％未満

13％以上～15％未満 15％以上～20％未満 20％以上～30％未満

30％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上～100％未満

100％ わからない 無回答



 

126 

(2) 過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

過去 3 年間（平成 29 年度～令和元年度）の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得

率をみると、「全体」では「7％未満」が 80.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「わからない」が

9.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 96 過去 3 年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

：単数回答（問 21） 

 
数表Ⅲ- 96 

  合計 

問 21.過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

7％未

満 

7％以

上～

10％未

満 

10％以

上～

13％未

満 

13％以

上～

15％未

満 

15％以

上～

20％未

満 

20％以

上～

30％未

満 

30％以

上～

50％未

満 

50％以

上～

75％未

満 

75％以

上～

100％

未満 

100％ 
わから

ない 
無回答 

 全 体 3195 80.0 1.6 0.6 0.1 0.2 1.1 1.1 0.8 0.3 0.5 9.8 3.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 79.2 0.9 0.5 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.5 12.7 5.2 

101～300 人 1087 82.7 1.2 0.8 0.0 0.0 0.8 2.3 1.5 0.8 0.0 6.9 3.1 

301～500 人 217 79.4 3.1 0.0 1.3 1.3 1.9 0.6 1.3 0.0 1.9 7.5 1.9 

501～1,000 人 136 81.6 2.2 0.7 0.0 1.5 3.7 2.2 0.7 0.0 1.5 5.1 0.7 

1,001 人以上 126 65.4 11.1 1.9 0.0 1.9 1.9 3.7 4.9 1.2 1.2 6.2 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

80.0%

79.2%

82.7%

79.4%

81.6%

65.4% 11.1%

9.8%

12.7%

6.9%

7.5%

5.1%

6.2%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7％未満 7％以上～10％未満 10％以上～13％未満

13％以上～15％未満 15％以上～20％未満 20％以上～30％未満

30％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上～100％未満

100％ わからない 無回答



 

127 

（週あたり労働時間が 60 時間以上の無期契約労働者（正社員等）の割合別） 

図表Ⅲ- 97 過去 3 年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

：単数回答（問 21） 

 

数表Ⅲ- 97 

  合計 

問 21.過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

7％未

満 

7％以

上～

10％

未満 

10％

以上

～

13％

未満 

13％

以上

～

15％

未満 

15％

以上

～

20％

未満 

20％

以上

～

30％

未満 

30％

以上

～

50％

未満 

50％

以上

～

75％

未満 

75％

以上

～

100％

未満 

100％ 
わから

ない 

無回

答 

問 5.(3) 0％（いない） 2092 81.9 0.8 0.9 0.1 0.1 1.3 1.3 1.1 0.4 0.6 8.1 3.5 

週
の
労
働
時
間
が 

６
０
時
間
以
上
の
割

合 

0％超～3％未満 439 77.8 4.5 0.0 0.0 0.8 0.5 0.4 0.4 0.0 0.5 11.4 3.8 

3％以上～5％未満 194 78.5 4.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 16.7 0.0 

5％以上～10％未満 98 78.1 1.0 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 18.7 0.0 

10％以上～15％未満 104 75.7 4.0 0.0 0.0 0.0 1.3 4.0 0.0 0.0 0.0 13.7 1.3 

15％以上 126 87.4 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.4 7.2 

 

  

0％（いない）
　 (n=2092)

0％超～3％未満
　 (n=439)

3％以上～5％未満
　 (n=194)

5％以上～10％未満
　 (n=98)

10％以上～15％未満
　 (n=104)

15％以上
　 (n=126)

週

の

労

働
時

間

が

6

0

時

間

以

上

の
割

合

81.9%

77.8%

78.5%

78.1%

75.7%

87.4%

8.1%

11.4%

16.7%

18.7%

13.7%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7％未満 7％以上～10％未満 10％以上～13％未満

13％以上～15％未満 15％以上～20％未満 20％以上～30％未満

30％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上～100％未満

100％ わからない 無回答
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（無期契約労働者（正社員等）の年次有給休暇の平均取得率（令和元年度実績）別） 

図表Ⅲ- 98 過去 3 年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

：単数回答（問 21） 

 

数表Ⅲ- 98 

  合計 

問 21.過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

7％未

満 

7％以

上～

10％

未満 

10％

以上

～

13％

未満 

13％

以上

～

15％

未満 

15％

以上

～

20％

未満 

20％

以上

～

30％

未満 

30％

以上

～

50％

未満 

50％

以上

～

75％

未満 

75％

以上

～

100％

未満 

100％ 
わから

ない 

無回

答 

問 5.(4) 0％ 20 78.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 21.4 0.0 

年
次
有
給
休
暇

の
平
均
取
得
率 

0％超～25％未満 230 75.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 13.9 10.0 

25％以上～50％未満 1218 83.5 1.3 0.1 0.0 0.1 0.4 1.2 0.5 0.0 0.1 9.8 3.0 

50％以上～75％未満 1091 79.8 1.9 1.1 0.1 0.4 2.2 0.9 1.6 0.9 1.0 8.1 1.9 

75％以上 483 75.7 2.5 1.2 0.0 0.3 1.1 2.1 0.3 0.0 0.7 10.4 5.8 

 

  

0％
　 (n=20)

0％超～25％未満
　 (n=230)

25％以上～50％未満
　 (n=1218)

50％以上～75％未満
　 (n=1091)

75％以上
　 (n=483)

年
次
有
給
休
暇
の
平
均
取
得
率

78.6%

75.6%

83.5%

79.8%

75.7%

21.4%

13.9%

9.8%

8.1%

10.4%

10.0%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7％未満 7％以上～10％未満 10％以上～13％未満

13％以上～15％未満 15％以上～20％未満 20％以上～30％未満

30％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上～100％未満

100％ わからない 無回答



 

129 

（男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標値設定の有無別） 

図表Ⅲ- 99 過去 3 年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

：単数回答（問 21） 

 

数表Ⅲ- 99 

  合計 

問 21.過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率 

7％未

満 

7％以

上～

10％

未満 

10％

以上

～

13％

未満 

13％

以上

～

15％

未満 

15％

以上

～

20％

未満 

20％

以上

～

30％

未満 

30％

以上

～

50％

未満 

50％

以上

～

75％

未満 

75％

以上

～

100％

未満 

100％ 
わから

ない 

無回

答 

問 20-1. 設定している 231 62.7 5.3 5.5 0.0 1.0 3.9 4.6 3.5 4.3 4.8 4.4 0.0 

育
児
休
業

取
得
率
の

目
標
値
設

定
の
有
無 

設定していない 2562 84.9 1.5 0.3 0.1 0.2 1.0 0.9 0.7 0.0 0.2 8.3 1.9 

対象者がいない 362 61.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.4 13.3 

 

  

設定している
　 (n=231)

設定していない
　 (n=2562)

対象者がいない
　 (n=362)

育

児

休

業
取

得

率

の

目

標

値

設
定

の

有

無

62.7%

84.9%

61.3%

5.3% 5.5%

8.3%

25.4% 13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7％未満 7％以上～10％未満 10％以上～13％未満

13％以上～15％未満 15％以上～20％未満 20％以上～30％未満

30％以上～50％未満 50％以上～75％未満 75％以上～100％未満

100％ わからない 無回答
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(3) 男性無期契約労働者（正社員等）の育児のための休業・休暇取得状況 

① 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得する

目的 

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得する目的をみる

と、「全体」では「里帰り出産の出産時の立ち会いや入退院の付き添いのため」が 46.2％でもっとも

回答割合が高く、次いで「対象者がいない・わからない」が 36.5％、「配偶者の出産後、体調・体力

が回復するまでの生活のサポート、育児のため」が 35.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 100 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇を取得する目的：複数回答（問 22_1）  

 

里帰り出産の出産時の立ち会いや
入退院の付き添いのため

配偶者の出産後、体調・体力が回復する
までの生活のサポート、育児のため

出産した子の育児に専念するため

上の子の育児に専念するため

子のならし保育のため

子の保育園等入園の準備のため

子が保育園等の保育サービスが
受けられないため

配偶者の復職時のサポートのため

保育園や小学校等の行事等に参加するため

その他

対象者がいない・わからない

無回答

46.2%

35.7%

12.0%

10.3%

20.1%

36.5%

40.1%

25.9%

6.6%

6.1%

18.4%

47.2%

50.0%

39.2%

13.5%

11.9%

22.7%

29.2%

54.4%

52.5%

18.1%

13.8%

5.0%

17.5%

20.6%

59.6%

63.2%

27.2%

20.6%

5.1%

5.9%

25.7%

16.9%

64.8%

74.1%

41.4%

33.3%

13.6%

19.1%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 100 

  合計 

問 22.(1)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇

を取得する目的 

里帰り出産の

出産時の立

ち会いや入退

院の付き添い

のため 

配偶者の出

産後、体調・

体力が回復

するまでの生

活のサポー

ト、育児のた

め 

出産した子の

育児に専念

するため 

上の子の育

児に専念する

ため 

子のならし保

育のため 

子の保育園

等入園の準

備のため 

 全 体 3195 46.2 35.7 12.0 10.3 2.4 3.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 40.1 25.9 6.6 6.1 1.9 3.8 

101～300 人 1087 50.0 39.2 13.5 11.9 3.1 3.8 

301～500 人 217 54.4 52.5 18.1 13.8 1.3 2.5 

501～1,000 人 136 59.6 63.2 27.2 20.6 3.7 2.2 

1,001 人以上 126 64.8 74.1 41.4 33.3 3.1 3.7 
         

  合計 

子が保育園

等の保育サ

ービスが受け

られないため 

配偶者の復

職時のサポ

ートのため 

保育園や小

学校等の行

事等に参加

するため 

その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 2.5 2.8 20.1 1.4 36.5 1.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 2.4 0.9 18.4 1.4 47.2 2.4 

101～300 人 1087 1.9 3.5 22.7 1.5 29.2 0.8 

301～500 人 217 3.1 5.0 17.5 1.3 20.6 1.9 

501～1,000 人 136 5.1 5.9 25.7 0.0 16.9 0.7 

1,001 人以上 126 4.3 13.6 19.1 2.5 9.9 0.6 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 101 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇を取得する目的：複数回答（問 22_1） 

 

里帰り出産の出産時の立ち会いや
入退院の付き添いのため

配偶者の出産後、体調・体力が
回復するまでの生活のサポート、

育児のため

出産した子の育児に専念するため

上の子の育児に専念するため

子のならし保育のため

子の保育園等入園の準備のため

子が保育園等の保育サービスが
受けられないため

配偶者の復職時のサポートのため

保育園や小学校等の行事等に
参加するため

その他

対象者がいない・わからない

無回答

46.2%

35.7%

12.0%

10.3%

20.1%

36.5%

63.0%

36.3%

15.0%

7.3%

24.7%

26.4%

54.9%

37.7%

10.2%

8.7%

28.4%

31.7%

23.1%

57.4%

44.5%

13.6%

13.6%

34.9%

39.6%

63.8%

18.5%

12.1%

11.7%

8.0%

35.1%

32.5%

32.1%

9.9%

8.8%

12.9%

44.2%

46.0%

19.0%

8.8%

8.8%

20.4%

39.6%

81.7%

56.1%

10.7%

10.4%

11.1%

5.5%

26.9%

9.1%

21.1%

33.2%

5.9%

5.6%

22.1%

50.9%

50.0%

46.3%

15.8%

20.7%

7.1%

6.5%

5.6%

16.4%

35.1%

45.6%

38.8%

17.3%

15.4%

17.4%

35.1%

33.3%

29.3%

5.5%

6.9%

17.0%

44.0%

38.2%

29.0%

8.6%

6.4%

6.4%

7.1%

18.9%

8.4%

48.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 101 

  合計 

問 22.(1)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休

暇を取得する目的 

里帰り出産の

出産時の立

ち会いや入

退院の付き

添いのため 

配偶者の出

産後、体調・

体力が回復

するまでの生

活のサポー

ト、育児のた

め 

出産した子の

育児に専念

するため 

上の子の育

児に専念す

るため 

子のならし保

育のため 

子の保育園

等入園の準

備のため 

 全 体 3195 46.2 35.7 12.0 10.3 2.4 3.6 

業
種
別 

建設業 201 63.0 36.3 15.0 7.3 0.4 0.4 

製造業 745 54.9 37.7 10.2 8.7 3.1 4.9 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 23.1 57.4 44.5 13.6 13.6 2.5 

情報通信業 132 39.6 63.8 18.5 12.1 0.0 0.6 

運輸業，郵便業 259 32.5 32.1 9.9 8.8 1.2 2.4 

卸売業，小売業 407 46.0 19.0 8.8 8.8 2.1 3.5 

金融業，保険業 76 81.7 56.1 10.7 10.4 0.0 11.1 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 21.1 33.2 5.9 5.6 0.0 0.0 

教育，学習支援業 193 50.0 46.3 15.8 20.7 7.1 6.5 

医療，福祉 586 45.6 38.8 17.3 15.4 2.9 3.6 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 33.3 29.3 5.5 6.9 1.2 1.6 

その他 142 38.2 29.0 8.6 2.7 1.0 6.4 
         

  合計 

子が保育園

等の保育サ

ービスが受け

られないため 

配偶者の復

職時のサポ

ートのため 

保育園や小

学校等の行

事等に参加

するため 

その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

わからない 

 全 体 3195 2.5 2.8 20.1 1.4 36.5 1.6 

業
種
別 

建設業 201 0.0 1.2 24.7 0.8 26.4 3.8 

製造業 745 2.0 1.7 28.4 1.9 31.7 0.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 0.0 2.5 0.0 34.9 0.0 

情報通信業 132 11.7 2.5 8.0 0.0 35.1 0.0 

運輸業，郵便業 259 0.8 0.8 12.9 0.0 44.2 3.3 

卸売業，小売業 407 1.7 3.2 20.4 2.9 39.6 1.6 

金融業，保険業 76 1.8 5.5 26.9 1.8 9.1 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 2.8 22.1 0.0 50.9 0.0 

教育，学習支援業 193 4.9 5.6 16.4 0.0 35.1 0.0 

医療，福祉 586 3.0 4.8 17.4 0.0 35.1 3.8 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 0.6 0.0 17.0 1.4 44.0 2.2 

その他 142 6.4 7.1 18.9 8.4 48.9 0.0 
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② 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇の取得を開

始する時期 

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得する場合の最も

多い取得開始時期をみると、「全体」では「子の出生後 1 週間以内の時期に取得開始」が 42.2％でも

っとも回答割合が高く、次いで「対象者がいない・わからない」が 41.9％、「子の出生後 1 週間超 8

週間以内の時期に取得開始」が 8.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 102 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇の取得を開始する時期：単数回答（問 22_2） 

 
数表Ⅲ- 102 

  合計 

問 22.(2)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇の取得

を開始する時期 

子の出生

後 1週間

以内の時

期に取得

開始 

子の出生

後 1週間

超 8週間

以内の時

期に取得

開始 

子の出生

後 8週間

超（子が）

1 歳以内

の時期に

取得開始 

子が 1 歳

超 1歳 6

か月以内

の時期に

取得開始 

子が 1 歳

6 か月超

2歳以内

の時期に

取得開始 

子が 2 歳

超 3歳以

内の時期

に取得開

始 

子が 3 歳

超の時期

に取得開

始 

対象者が

いない・

わからな

い 

無回答 

 全 体 3195 42.2 8.1 4.0 0.5 0.1 0.1 0.8 41.9 2.2 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 39.2 3.8 2.4 0.0 0.0 0.0 0.5 51.4 2.8 

101～300 人 1087 42.7 11.2 4.2 1.2 0.4 0.4 1.5 36.9 1.5 

301～500 人 217 50.6 13.8 7.5 0.6 0.0 0.0 1.3 23.8 2.5 

501～1,000 人 136 55.1 16.2 5.1 0.7 0.0 0.0 0.0 22.1 0.7 

1,001 人以上 126 48.8 18.5 17.3 1.2 0.0 0.0 0.0 13.6 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

42.2%

39.2%

42.7%

50.6%

55.1%

48.8%

8.1%

11.2%

13.8%

16.2%

18.5%

7.5%

5.1%

17.3%

41.9%

51.4%

36.9%

23.8%

22.1%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子の出生後1週間以内の時期に取得開始 子の出生後1週間超8週間以内の時期に取得開始

子の出生後8週間超（子が）1歳以内の時期に取得開始 子が1歳超1歳6か月以内の時期に取得開始

子が1歳6か月超2歳以内の時期に取得開始 子が2歳超3歳以内の時期に取得開始

子が3歳超の時期に取得開始 対象者がいない・わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 103 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇の取得を開始する時期：単数回答（問 22_2） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

42.2%

49.0%

52.1%

32.0%

30.7%

36.9%

40.9%

49.9%

22.7%

44.5%

36.7%

43.3%

30.8%

8.1%

7.0%

6.4%

18.7%

7.6%

7.8%

11.4%

12.0%

7.8%

5.0%

33.0%

9.6%

7.2%

7.6%

7.3%

6.6%

41.9%

38.2%

34.3%

34.9%

41.0%

52.0%

46.6%

30.2%

63.0%

38.6%

39.8%

43.3%

60.2%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子の出生後1週間以内の時期に取得開始 子の出生後1週間超8週間以内の時期に取得開始

子の出生後8週間超（子が）1歳以内の時期に取得開始 子が1歳超1歳6か月以内の時期に取得開始

子が1歳6か月超2歳以内の時期に取得開始 子が2歳超3歳以内の時期に取得開始

子が3歳超の時期に取得開始 対象者がいない・わからない

無回答
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数表Ⅲ- 103 

  合計 

問 22.(2)男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇の取

得を開始する時期 

子の出生

後 1週間

以内の時

期に取得

開始 

子の出生

後 1週間

超 8週間

以内の時

期に取得

開始 

子の出生

後 8週間

超（子が）

1 歳以内

の時期に

取得開始 

子が 1 歳

超 1歳 6

か月以内

の時期に

取得開始 

子が 1 歳

6 か月超

2歳以内

の時期に

取得開始 

子が 2 歳

超 3歳以

内の時期

に取得開

始 

子が 3 歳

超の時期

に取得開

始 

対象者が

いない・

わからな

い 

無回答 

 全 体 3195 42.2 8.1 4.0 0.5 0.1 0.1 0.8 41.9 2.2 

業
種
別 

建設業 201 49.0 7.0 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 38.2 3.8 

製造業 745 52.1 6.4 5.0 0.1 0.0 0.0 2.2 34.3 0.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 32.0 0.0 33.0 0.0 0.0 0.0 0.0 34.9 0.0 

情報通信業 132 30.7 18.7 9.6 0.0 0.0 0.0 0.0 41.0 0.0 

運輸業，郵便業 259 36.9 4.0 2.2 0.0 0.0 1.6 0.0 52.0 3.3 

卸売業，小売業 407 40.9 7.6 1.3 0.0 1.0 0.0 0.0 46.6 2.6 

金融業，保険業 76 49.9 3.7 7.2 7.3 0.0 0.0 0.0 30.2 1.8 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 22.7 7.8 0.0 0.0 0.0 0.0 6.6 63.0 0.0 

教育，学習支援業 193 44.5 11.4 3.3 2.2 0.0 0.0 0.0 38.6 0.0 

医療，福祉 586 36.7 12.0 4.6 1.0 0.0 0.0 0.7 39.8 5.1 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 43.3 7.8 1.4 0.0 0.0 0.0 0.8 43.3 3.4 

その他 142 30.8 1.4 7.6 0.0 0.0 0.0 0.0 60.2 0.0 
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(4) 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得しやす

い環境を作るために実施している取組 

男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得しやすい環境を

作るために実施している取組をみると、「全体」では「特に実施していない」が 59.9％でもっとも回

答割合が高く、次いで「社内に相談窓口を設置している」が 14.5％、「配偶者が出産予定の男性社員

に対して、育児休業等の取得について人事部署や職場の上司等から意向確認や働きかけを行うように

している」が 12.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 104 (4) 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇を取得しやすい環境を作るために実施している取組：複数回答（問 23） 

 

  

全社員に対して、男性の育児休業等の取得に
ついて理解を促進するための情報提供（制度
内容や取得事例等）や研修を行っている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児休

業等に関して人事部署や職場の上司等から書面

（メール含む）での周知や面談を行うようにしている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児

休業等の取得について人事部署や職場の上司等

から意向確認や働きかけを行うようにしている

育児休業等を取得する場合、
代替要員を配置している

会社独自に、育児休業中の所得保障を
行っている

育児休業等の取得に伴う人事評価での
不利益な事項の見直しを行っている

社内に相談窓口を設置している

その他

特に実施していない

無回答

9.7%

6.3%

12.1%

5.9%

14.5%

59.9%

6.1%

8.0%

13.7%

67.5%

10.0%

9.2%

16.2%

6.5%

15.0%

55.4%

13.8%

9.4%

15.6%

8.8%

5.0%

11.9%

5.6%

51.3%

16.2%

7.4%

16.2%

12.5%

5.1%

15.4%

47.8%

39.5%

19.8%

20.4%

14.8%

7.4%

6.8%

25.3%

7.4%

28.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 104 

  合計 

問 23. 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり休業・休暇を取得し
やすい環境を作るために実施している取組 

全社員に対して、

男性の育児休業

等の取得につい

て理解を促進する

ための情報提供

（制度内容や取得

事例等）や研修を

行っている 

配偶者が出産予

定の男性社員に

対して、育児休業

等に関して人事部

署や職場の上司

等から書面（メー

ル含む）での周知

や面談を行うよう

にしている 

配偶者が出産予

定の男性社員に

対して、育児休業

等の取得につい

て人事部署や職

場の上司等から

意向確認や働き

かけを行うように

している 

育児休業等を取

得する場合、代替

要員を配置してい

る 

会社独自に、育児

休業中の所得保

障を行っている 

 全 体 3195 9.7 6.3 12.1 5.9 0.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 6.1 2.8 8.0 3.8 0.0 

101～300 人 1087 10.0 9.2 16.2 6.5 0.4 

301～500 人 217 13.8 9.4 15.6 8.8 3.8 

501～1,000 人 136 16.2 7.4 16.2 12.5 5.1 

1,001 人以上 126 39.5 19.8 20.4 14.8 7.4 
        

  合計 

育児休業等の取

得に伴う人事評価

での不利益な事

項の見直しを行っ

ている 

社内に相談窓口

を設置している 
その他 

特に実施していな

い 
無回答 

 全 体 3195 3.2 14.5 1.9 59.9 2.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 2.8 13.7 1.4 67.5 3.8 

101～300 人 1087 3.1 15.0 1.2 55.4 1.5 

301～500 人 217 5.0 11.9 5.6 51.3 3.1 

501～1,000 人 136 2.9 15.4 2.2 47.8 2.2 

1,001 人以上 126 6.8 25.3 7.4 28.4 1.2 
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（男性無期契約労働者（正社員等）の育児休業取得率の目標値設定の有無別） 

図表Ⅲ- 105 男性無期契約労働者（正社員等）が配偶者の出産や育児にあたり 

休業・休暇を取得しやすい環境を作るために実施している取組：複数回答（問 23） 

 

  

全社員に対して、男性の育児休業等の取得に
ついて理解を促進するための情報提供（制度
内容や取得事例等）や研修を行っている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児休

業等に関して人事部署や職場の上司等から書面

（メール含む）での周知や面談を行うようにしている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児

休業等の取得について人事部署や職場の上司等

から意向確認や働きかけを行うようにしている

育児休業等を取得する場合、
代替要員を配置している

会社独自に、育児休業中の所得保障を
行っている

育児休業等の取得に伴う人事評価での
不利益な事項の見直しを行っている

社内に相談窓口を設置している

その他

特に実施していない

無回答

31.3%

26.2%

30.0%

5.1%

3.9%

3.2%

26.2%

4.7%

26.5%

0.0%

9.0%

4.8%

11.6%

6.2%

0.8%

3.7%

13.9%

1.2%

61.7%

2.1%

2.1%

4.7%

5.7%

3.3%

0.0%

0.0%

12.9%

5.4%

72.8%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設定している
設定していない

対象者がいない

設定している (n=231)

対象者がいない (n=362)

設定していない (n=2562)
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数表Ⅲ- 105 

  合計 

問 23.男性無期契約労働者（正社員等）の休業･休暇の取得のために会社全体や職場で

実施している取組 

全社員に対し

て、男性の育児

休業等の取得に

ついて理解を促

進するための情

報提供（制度内

容や取得事例

等）や研修を行っ

ている 

配偶者が出産予

定の男性社員に

対して、育児休

業等に関して人

事部署や職場の

上司等から書面

（メール含む）で

の周知や面談を

行うようにしてい

る 

配偶者が出産予

定の男性社員に

対して、育児休

業等の取得につ

いて人事部署や

職場の上司等か

ら意向確認や働

きかけを行うよう

にしている 

育児休業等を取

得する場合、代

替要員を配置し

ている 

会社独自に、育

児休業中の所得

保障を行ってい

る 

問 20-1. 設定している 231 31.3 26.2 30.0 5.1 3.9 

育
児
休
業

取
得
率
の

目
標
値
設

定
の
有
無 

設定していない 2562 9.0 4.8 11.6 6.2 0.8 

対象者がいない 362 2.1 4.7 5.7 3.3 0.0 

        

  合計 

育児休業等の取

得に伴う人事評

価での不利益な

事項の見直しを

行っている 

社内に相談窓口

を設置している 
その他 

特に実施してい

ない 
無回答 

問 20-1. 設定している 231 3.2 26.2 4.7 26.5 0.0 

育
児
休
業

取
得
率
の

目
標
値
設

定
の
有
無 

設定していない 2562 3.7 13.9 1.2 61.7 2.1 

対象者がいない 362 0.0 12.9 5.4 72.8 2.1 
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（過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率別） 

図表Ⅲ- 106 男性無期契約労働者（正社員等）の休業･休暇の取得のために 

会社全体や職場で実施している取組：複数回答（問 23） 

 

  

全社員に対して、男性の育児休業等の取得に
ついて理解を促進するための情報提供（制度
内容や取得事例等）や研修を行っている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児休

業等に関して人事部署や職場の上司等から書面

（メール含む）での周知や面談を行うようにしている

配偶者が出産予定の男性社員に対して、育児

休業等の取得について人事部署や職場の上司等

から意向確認や働きかけを行うようにしている

育児休業等を取得する場合、
代替要員を配置している

会社独自に、育児休業中の所得保障を
行っている

育児休業等の取得に伴う人事評価での
不利益な事項の見直しを行っている

社内に相談窓口を設置している

その他

特に実施していない

無回答

9.0%

11.1%

5.7%

15.9%

60.9%

30.6%

36.5%

14.6%

10.6%

8.9%

35.1%

21.9%

15.8%

23.8%

31.7%

10.0%

9.2%

13.0%

17.1%

45.3%

38.0%

33.5%

56.1%

19.7%

11.3%

13.7%

5.2%

6.0%

5.7%

6.9%

80.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7 ％未満
7 ％以上～13％未満

13％以上～30％未満

30％以上～100 ％

わからない

7 ％未満 (n=2555)

13％以上～30％未満 (n=45)

30％以上～100 ％ (n=86)

わからない (n=314)

7 ％以上～13％未満 (n=71)
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数表Ⅲ- 106 

  合計 

問 23. 男性無期契約労働者（正社員等）の休業･休暇の取得のために会社全体や職

場で実施している取組 

全社員に対し

て、男性の育児

休業等の取得

について理解を

促進するための

情報提供（制度

内容や取得事

例等）や研修を

行っている 

配偶者が出産

予定の男性社

員に対して、育

児休業等に関し

て人事部署や

職場の上司等

から書面（メー

ル含む）での周

知や面談を行う

ようにしている 

配偶者が出産

予定の男性社

員に対して、育

児休業等の取

得について人事

部署や職場の

上司等から意向

確認や働きかけ

を行うようにして

いる 

育児休業等を取

得する場合、代

替要員を配置し

ている 

会社独自に、育

児休業中の所

得保障を行って

いる 

問 21.  7 ％未満 2555 9.0 4.8 11.1 5.7 0.3 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 30.6 36.5 14.6 10.6 4.4 

13％以上～30％未満 45 15.8 23.8 31.7 10.0 9.2 

30％以上～100 ％ 86 38.0 33.5 56.1 19.7 11.3 

わからない 314 5.7 1.3 6.9 4.2 0.3 
        

  合計 

育児休業等の

取得に伴う人事

評価での不利

益な事項の見

直しを行ってい

る 

社内に相談窓

口を設置してい

る 

その他 
特に実施してい

ない 
 無回答 

問 21.  7 ％未満 2555 3.3 15.9 1.4 60.9 1.8 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 8.9 35.1 1.1 21.9 0.0 

13％以上～30％未満 45 13.0 17.1 1.7 45.3 0.0 

30％以上～100 ％ 86 2.7 13.7 5.2 6.0 4.9 

わからない 314 1.6 4.5 3.4 80.1 0.9 

 

※問 21 は 12 カテゴリーを 5カテゴリーにまとめクロス集計している。 
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(5) 男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい配偶者の出産や育児に関する休

業・休暇制度 

男性無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい配偶者の出産や育児に関する休業・休暇の制

度をみると、「全体」では「育児休業制度」が 38.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「法定の年

次有給休暇」が 28.1％、「対象者がいない、わからない」が 22.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 107 (5) 男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい 

配偶者の出産や育児に関する休業・休暇制度：複数回答（問 24） 

 

  

育児休業制度

パパ・ママ育休プラス

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の積立制度

（配偶者出産休暇制度・
失効年次有給休暇の積立制度以外の）
育児に関する目的で利用できる休暇

法定の年次有給休暇

その他の休業・休暇制度

制度の種類を問わず推進していきたい

対象者がいない、わからない

無回答

38.8%

11.4%

19.2%

28.1%

14.8%

22.0%

30.2%

8.0%

16.0%

5.7%

29.2%

11.3%

27.4%

43.5%

13.5%

21.9%

28.1%

18.5%

18.5%

60.6%

15.0%

17.5%

24.4%

14.4%

14.4%

49.3%

16.9%

25.7%

8.1%

23.5%

16.2%

14.0%

60.5%

24.7%

33.3%

9.9%

11.1%

25.9%

28.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 107 

  合計 

問 24. 男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい配偶者の出産や育児に関する休

業・休暇制度 

育児休

業制度 

パパ・マ

マ育休プ

ラス 

配偶者

出産休

暇制度 

失効年

次有給

休暇の

積立制

度 

（3・4 以

外の）育

児に関す

る目的で

利用でき

る休暇 

法定の

年次有

給休暇 

その他の

休業・休

暇制度 

制度の

種類を問

わず推

進してい

きたい 

対象者

がいな

い、わか

らない 

無回答 

 全 体 3195 38.8 11.4 19.2 4.4 3.4 28.1 1.2 14.8 22.0 2.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 30.2 8.0 16.0 5.7 1.9 29.2 0.5 11.3 27.4 3.3 

101～300 人 1087 43.5 13.5 21.9 2.7 4.2 28.1 1.9 18.5 18.5 1.2 

301～500 人 217 60.6 15.0 17.5 1.9 3.8 24.4 2.5 14.4 14.4 3.8 

501～1,000 人 136 49.3 16.9 25.7 2.9 8.1 23.5 2.2 16.2 14.0 2.2 

1,001 人以上 126 60.5 24.7 33.3 9.9 11.1 25.9 0.6 28.4 3.7 1.2 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 108 男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい 

配偶者の出産や育児に関する休業・休暇制度：複数回答（問 24） 

 

  

育児休業制度

パパ・ママ育休プラス

配偶者出産休暇制度

失効年次有給休暇の積立制度

（配偶者出産休暇制度・失効年次
有給休暇の積立制度以外の）

育児に関する目的で利用できる休暇

法定の年次有給休暇

その他の休業・休暇制度

制度の種類を問わず推進していきたい

対象者がいない、わからない

無回答

38.8%

11.4%

19.2%

28.1%

14.8%

22.0%

42.1%

15.2%

23.5%

41.6%

11.5%

14.2%

33.4%

7.5%

17.2%

8.1%

28.0%

16.3%

21.7%

62.5%

34.2%

26.4%

25.1%

30.1%

16.2%

23.1%

25.8%

22.6%

9.6%

6.9%

13.2%

16.6%

24.6%

25.1%

10.8%

29.2%

10.5%

32.7%

8.6%

44.0%

15.0%

18.8%

5.8%

32.1%

9.4%

22.8%

52.0%

48.8%

34.7%

6.8%

10.3%

47.0%

25.8%

37.3%

44.7%

30.2%

27.6%

18.7%

14.9%

42.9%

15.1%

19.3%

31.1%

15.4%

22.4%

41.6%

13.5%

19.0%

5.6%

25.1%

15.8%

23.8%

37.7%

5.1%

14.9%

6.7%

5.4%

32.4%

19.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 108 

  合計 

問 24. 男性の無期契約労働者（正社員等）に取得を推進したい配偶者の出産や育児に関する休
業・休暇制度 

育児休

業制度 

パパ・マ

マ育休プ

ラス 

配偶者

出産休

暇制度 

失効年

次有給

休暇の

積立制

度 

（3・4 以

外の）育

児に関

する目的

で利用で

きる休暇 

法定の

年次有

給休暇 

その他

の休業・

休暇制

度 

制度の

種類を問

わず推

進してい

きたい 

対象者

がいな

い、わか

らない 

無回答 

 全 体 3195 38.8 11.4 19.2 4.4 3.4 28.1 1.2 14.8 22.0 2.5 

業
種
別 

建設業 201 42.1 15.2 23.5 0.8 0.9 41.6 2.5 11.5 14.2 3.8 

製造業 745 33.4 7.5 17.2 8.1 2.8 28.0 1.9 16.3 21.7 2.4 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 62.5 34.2 26.4 0.0 25.1 30.1 0.0 16.2 0.0 0.0 

情報通信業 132 23.1 25.8 22.6 9.6 6.9 13.2 0.0 16.6 24.6 0.0 

運輸業，郵便業 259 25.1 4.9 10.8 1.3 0.6 29.2 0.0 10.5 32.7 8.6 

卸売業，小売業 407 44.0 15.0 18.8 4.8 5.8 32.1 1.7 9.4 22.8 0.9 

金融業，保険業 76 52.0 3.8 48.8 0.0 1.0 34.7 6.8 10.3 3.1 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 47.0 4.0 0.0 0.0 0.0 25.8 0.0 1.2 37.3 0.0 

教育，学習支援業 193 44.7 4.9 30.2 0.0 4.2 27.6 0.0 18.7 14.9 0.0 

医療，福祉 586 42.9 15.1 19.3 2.7 3.9 31.1 1.2 15.4 22.4 2.5 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 41.6 13.5 19.0 5.6 3.1 25.1 0.0 15.8 23.8 3.7 

その他 142 37.7 5.1 14.9 6.7 1.8 5.4 0.0 32.4 19.1 0.0 
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(6) 男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの障壁・課題 

男性無期契約労働者（正社員等）の仕事と育児の両立支援を推進するうえでの障壁・課題をみると、

「全体」では「人手不足で休業・休暇の取得が難しい、代替要員の確保が難しい」が 39.9％でもっと

も回答割合が高く、次いで「職種・仕事内容・部署によって、仕事と育児との両立のしやすさが異な

る」が 34.7％、「男性の仕事と育児の両立について、職場の理解・賛同・協力を得ることが難しい」

が 23.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 109 男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの 

障壁・課題：複数回答（問 25）

 

男性の仕事と育児の両立について、
管理職の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
経営層の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
職場の理解・賛同・協力を得ることが難しい

配偶者が専業主婦である男性社員が多く、
育児参画の必要性を感じていない人が多い

男性の仕事と育児の両立が、会社や職場に
どのようなメリットがあるのかが分からない

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしている社員の勤怠管理や評価が

難しい

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしにくい雰囲気のある職場である

職種・仕事内容・部署によって、
仕事と育児との両立のしやすさが異なる

人手不足で休業・休暇の取得が難しい、
代替要員の確保が難しい

その他

対象者がいない

わからない

特に障壁・課題だと思っていることはない

無回答

11.3%

11.6%

23.5%

6.3%

6.0%

6.4%

6.9%

34.7%

39.9%

5.3%

9.9%

9.0%

9.0%

10.4%

20.3%

6.1%

5.7%

6.6%

6.1%

27.8%

36.3%

14.6%

5.2%

9.4%

11.5%

12.3%

25.0%

6.5%

5.8%

6.2%

6.5%

37.7%

43.5%

5.4%

6.5%

5.4%

9.2%

16.3%

13.1%

27.5%

6.3%

9.4%

7.5%

46.3%

43.1%

6.3%

7.5%

16.9%

15.4%

32.4%

7.4%

10.3%

53.7%

45.6%

5.9%

6.6%

25.3%

15.4%

34.6%

9.3%

9.3%

8.6%

14.8%

56.8%

43.8%

9.9%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 109 

  合計 

問 25.男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの障

壁・課題 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、管理職

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、経営層

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、職場の

理解・賛同・

協力を得る

ことが難し

い 

配偶者が専

業主婦であ

る男性社員

が多く、育

児参画の必

要性を感じ

ていない人

が多い 

男性の仕事

と育児の両

立が、会社

や職場にど

のようなメリ

ットがあるの

かが分から

ない 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしている

社員の勤怠

管理や評価

が難しい 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしにくい

雰囲気のあ

る職場であ

る 

 全 体 3195 11.3 11.6 23.5 6.3 6.0 6.4 6.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 9.0 10.4 20.3 6.1 5.7 6.6 6.1 

101～300 人 1087 11.5 12.3 25.0 6.5 5.8 6.2 6.5 

301～500 人 217 16.3 13.1 27.5 6.3 9.4 3.8 7.5 

501～1,000 人 136 16.9 15.4 32.4 3.7 4.4 7.4 10.3 

1,001 人以上 126 25.3 15.4 34.6 9.3 9.3 8.6 14.8 
          

  合計 

職種・仕事

内容・部署

によって、仕

事と育児と

の両立のし

やすさが異

なる 

人手不足で

休業・休暇

の取得が難

しい、代替

要員の確保

が難しい 

その他 
対象者がい

ない 
わからない 

特に障壁・

課題だと思

っていること

はない 

無回答 

 全 体 3195 34.7 39.9 5.3 9.9 4.9 9.0 2.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 27.8 36.3 4.7 14.6 5.2 9.4 2.8 

101～300 人 1087 37.7 43.5 5.4 6.5 5.4 9.2 1.2 

301～500 人 217 46.3 43.1 6.3 1.9 3.1 7.5 1.9 

501～1,000 人 136 53.7 45.6 5.9 1.5 3.7 6.6 1.5 

1,001 人以上 126 56.8 43.8 9.9 0.0 2.5 5.6 0.0 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 110 男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの 

障壁・課題：複数回答（問 25）

 

男性の仕事と育児の両立について、
管理職の理解・賛同・協力を得る

ことが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
経営層の理解・賛同・協力を得る

ことが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
職場の理解・賛同・協力を得る

ことが難しい

配偶者が専業主婦である男性社員が
多く、育児参画の必要性を感じて

いない人が多い

男性の仕事と育児の両立が、
会社や職場にどのようなメリットが

あるのかが分からない

休業・休暇を取得したり、柔軟な
働き方をしたりしている社員の
勤怠管理や評価が難しい

休業・休暇を取得したり、柔軟な
働き方をしたりしにくい雰囲気の

ある職場である

職種・仕事内容・部署によって、
仕事と育児との両立のしやすさが

異なる

人手不足で休業・休暇の
取得が難しい、代替要員の

確保が難しい

その他

対象者がいない

わからない

特に障壁・課題だと思っている
ことはない

無回答

11.3%

11.6%

23.5%

6.3%

6.0%

6.4%

6.9%

34.7%

39.9%

5.3%

9.9%

9.0%

8.9%

9.0%

19.4%

15.0%

5.3%

29.2%

42.3%

5.9%

5.9%

15.0%

17.8%

15.2%

35.8%

5.0%

12.1%

5.7%

9.0%

33.5%

44.9%

5.3%

8.7%

5.0%

5.8%

13.6%

34.2%

13.6%

28.3%

16.2%

6.9%

19.7%

19.3%

30.4%

24.6%

28.2%

11.7%

5.8%

13.2%

8.0%

8.3%

10.1%

6.2%

6.2%

8.7%

28.3%

36.2%

22.9%

5.3%

5.4%

7.5%

15.0%

17.7%

39.2%

13.9%

7.0%

6.5%

8.2%

40.3%

48.8%

6.1%

6.2%

6.2%

24.3%

5.1%

12.4%

5.7%

39.6%

55.0%

5.5%

6.8%

21.1%

28.0%

15.6%

28.2%

31.6%

7.8%

6.6%

12.1%

5.7%

9.8%

5.3%

17.1%

49.9%

32.7%

11.9%

9.0%

9.9%

7.0%

16.9%

5.7%

34.2%

40.2%

5.9%

11.0%

14.1%

10.5%

11.8%

18.2%

5.8%

33.0%

28.7%

10.0%

10.3%

5.6%

16.5%

8.4%

8.8%

14.3%

6.9%

38.8%

41.9%

14.3%

16.7%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 110 

  合計 

問 25.男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの障

壁・課題 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、管理職

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、経営層

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、職場の

理解・賛同・

協力を得る

ことが難し

い 

配偶者が専

業主婦であ

る男性社員

が多く、育

児参画の必

要性を感じ

ていない人

が多い 

男性の仕事

と育児の両

立が、会社

や職場にど

のようなメリ

ットがある

のかが分か

らない 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしている

社員の勤怠

管理や評価

が難しい 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしにくい

雰囲気のあ

る職場であ

る 

 全 体 3195 11.3 11.6 23.5 6.3 6.0 6.4 6.9 

業
種
別 

建設業 201 8.9 9.0 19.4 15.0 1.2 3.8 5.3 

製造業 745 17.8 15.2 35.8 5.0 12.1 5.7 9.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 2.5 2.5 5.8 13.6 0.0 0.0 0.0 

情報通信業 132 6.9 19.7 19.3 0.6 3.2 30.4 3.9 

運輸業，郵便業 259 8.0 8.3 10.1 6.2 6.2 4.0 8.7 

卸売業，小売業 407 15.0 17.7 39.2 13.9 7.0 6.5 8.2 

金融業，保険業 76 6.2 6.2 24.3 5.1 12.4 3.1 5.7 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 4.0 21.1 28.0 2.8 1.2 1.2 15.6 

教育，学習支援業 193 5.7 4.3 9.8 2.2 5.3 17.1 4.3 

医療，福祉 586 9.9 7.0 16.9 3.2 2.8 3.9 5.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 10.5 11.8 18.2 2.0 1.5 4.7 5.8 

その他 142 4.2 8.4 8.8 14.3 6.9 0.7 3.5 
          

  合計 

職種・仕事

内容・部署

によって、

仕事と育児

との両立の

しやすさが

異なる 

人手不足で

休業・休暇

の取得が難

しい、代替

要員の確保

が難しい 

その他 
対象者がい

ない 
わからない 

特に障壁・

課題だと思

っていること

はない 

無回答 

 全 体 3195 34.7 39.9 5.3 9.9 4.9 9.0 2.0 

業
種
別 

建設業 201 29.2 42.3 2.1 5.9 5.9 15.0 3.8 

製造業 745 33.5 44.9 5.3 8.7 5.0 3.1 1.4 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 34.2 13.6 4.4 0.0 28.3 16.2 0.0 

情報通信業 132 24.6 28.2 4.3 11.7 5.8 13.2 0.0 

運輸業，郵便業 259 28.3 36.2 3.8 22.9 5.3 5.4 7.5 

卸売業，小売業 407 40.3 48.8 2.1 3.2 6.1 3.0 0.2 

金融業，保険業 76 39.6 55.0 1.8 0.0 5.5 6.8 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 28.2 31.6 7.8 6.6 0.0 12.1 0.0 

教育，学習支援業 193 49.9 32.7 1.9 11.9 2.2 9.0 0.0 

医療，福祉 586 34.2 40.2 5.9 11.0 3.7 14.1 2.3 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 33.0 28.7 10.0 10.3 5.6 16.5 3.7 

その他 142 38.8 41.9 14.3 16.7 2.9 6.7 0.0 
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（過去３年間の男性無期契約労働者（正社員等）の平均育児休業取得率別） 

図表Ⅲ- 111 男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの 

障壁・課題：複数回答（問 25） 

 

 

 

  

男性の仕事と育児の両立について、
管理職の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
経営層の理解・賛同・協力を得ることが難しい

男性の仕事と育児の両立について、
職場の理解・賛同・協力を得ることが難しい

配偶者が専業主婦である男性社員が多く、
育児参画の必要性を感じていない人が多い

男性の仕事と育児の両立が、会社や職場に
どのようなメリットがあるのかが分からない

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしている社員の勤怠管理や評価が

難しい

休業・休暇を取得したり、柔軟な働き方を
したりしにくい雰囲気のある職場である

職種・仕事内容・部署によって、
仕事と育児との両立のしやすさが異なる

人手不足で休業・休暇の取得が難しい、
代替要員の確保が難しい

その他

対象者がいない

わからない

特に障壁・課題だと思っていることはない

無回答

12.4%

12.8%

25.5%

7.0%

6.2%

7.1%

7.9%

36.1%

42.4%

5.4%

9.3%

8.6%

15.5%

7.0%

21.0%

8.1%

14.9%

33.3%

29.1%

16.7%

21.1%

5.2%

46.3%

50.8%

9.3%

6.3%

19.0%

8.5%

45.0%

40.6%

9.8%

13.4%

7.3%

9.8%

16.2%

6.9%

24.1%

31.2%

17.4%

15.3%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

7 ％未満
7 ％以上～13％未満

13％以上～30％未満

30％以上～100 ％

わからない

7 ％未満 (n=2555)

13％以上～30％未満 (n=45)

30％以上～100 ％ (n=86)

わからない (n=314)

7 ％以上～13％未満 (n=71)
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数表Ⅲ- 111 

  合計 

問 25. 男性無期契約労働者（正社員等）に仕事と育児の両立支援を推進するうえでの

障壁・課題 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、管理職

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、経営層

の理解・賛

同・協力を

得ることが

難しい 

男性の仕事

と育児の両

立につい

て、職場の

理解・賛同・

協力を得る

ことが難し

い 

配偶者が専

業主婦であ

る男性社員

が多く、育

児参画の必

要性を感じ

ていない人

が多い 

男性の仕事

と育児の両

立が、会社

や職場にど

のようなメリ

ットがある

のかが分か

らない 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしてい

る社員の勤

怠管理や評

価が難しい 

休業・休暇

を取得した

り、柔軟な

働き方をし

たりしにくい

雰囲気のあ

る職場であ

る 

問 21.  7 ％未満 2555 12.4 12.8 25.5 7.0 6.2 7.1 7.9 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 15.5 7.0 21.0 8.1 14.9 1.1 3.6 

13％以上～30％未満 45 0.0 0.0 21.1 4.5 5.2 2.2 2.2 

30％以上～100 ％ 86 6.3 4.8 19.0 3.6 0.9 8.5 3.6 

わからない 314 7.3 9.8 16.2 3.8 6.9 2.7 3.4 
          

  合計 

職種・仕事

内容・部署

によって、

仕事と育児

との両立の

しやすさが

異なる 

人手不足で

休業・休暇

の取得が難

しい、代替

要員の確保

が難しい 

その他 
対象者がい

ない 
わからない 

特に障壁・

課題だと思

っているこ

とはない 

 無回答 

問 21.  7 ％未満 2555 36.1 42.4 5.4 9.3 3.4 8.6 0.9 

過
去
３
年
間
の
男
性

無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）
の
平
均

育
児
休
業
取
得
率 

7 ％以上～13％未満 71 33.3 29.1 2.2 0.0 16.7 0.0 0.0 

13％以上～30％未満 45 46.3 50.8 3.5 0.0 9.3 2.2 0.0 

30％以上～100 ％ 86 45.0 40.6 9.8 0.0 0.0 13.4 4.9 

わからない 314 24.1 31.2 3.8 17.4 15.3 12.3 0.4 

 

※問 21 は 12 カテゴリーを 5カテゴリーにまとめクロス集計している。 
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6. 育児休業等取得社員の人事評価・キャリア形成支援の状況について 

(1) 無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる場合の昇進・昇格の 

評価の方針 

無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる場合の昇進・昇格の評価の方

針をみると、「全体」では「特に評価の方針を示していない、定めていない」が 27.9％でもっとも回

答割合が高く、次いで「育児休業中は評価対象とせず、休業前の期の評価を対象に含める」が 23.8％、

「育児休業中は評価対象とせず、復職後の期間を評価」が 18.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 112 (1) 無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業等が含まれる場合の 

昇進・昇格の評価の方針：単数回答（問 26） 

 

数表Ⅲ- 112 

  合計 

問 26.無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる場合の 

昇進・昇格の評価の方針 

育児休業中

は評価対象

とせず、休

業前の期の

評価を対象

に含める 

育児休業中

の評価を、

一律の評価

や平均的な

評価で代替

する 

育児休業中

は評価対象

とせず、復

職後の期間

を評価 

特に評価の

方針を示し

ていない、

定めていな

い 

その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 23.8 7.7 18.7 27.9 1.4 17.5 2.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 21.2 5.2 14.2 30.7 0.5 25.0 3.3 

101～300 人 1087 24.2 9.6 23.1 28.1 1.5 11.2 2.3 

301～500 人 217 25.6 10.6 27.5 23.8 2.5 6.9 3.1 

501～1,000 人 136 33.8 14.0 24.3 14.7 2.9 8.8 1.5 

1,001 人以上 126 40.1 13.0 19.8 13.0 8.0 3.7 2.5 

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

23.8%

21.2%

24.2%

25.6%

33.8%

40.1%

7.7%

5.2%

9.6%

10.6%

14.0%

13.0%

18.7%

14.2%

23.1%

27.5%

24.3%

19.8%

27.9%

30.7%

28.1%

23.8%

14.7%

13.0% 8.0%

17.5%

25.0%

11.2%

6.9%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業中は評価対象とせず、休業前の期の評価を対象に含める

育児休業中の評価を、一律の評価や平均的な評価で代替する

育児休業中は評価対象とせず、復職後の期間を評価

特に評価の方針を示していない、定めていない

その他

対象者がいない・わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 113 (1) 無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業等が含まれる場合の 

昇進・昇格の評価の方針：単数回答（問 26） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

23.8%

11.7%

25.9%

48.9%

21.5%

13.1%

31.0%

51.8%

15.9%

19.9%

27.9%

17.2%

18.1%

7.7%

9.3%

16.9%

7.4%

10.3%

11.9%

10.2%

5.9%

9.8%

18.7%

16.4%

16.5%

18.0%

31.0%

8.7%

19.8%

24.5%

22.6%

13.0%

20.2%

21.3%

29.3%

27.9%

30.3%

27.5%

30.2%

33.6%

25.0%

8.6%

29.5%

41.8%

30.7%

23.6%

20.2%

5.5%

17.5%

33.0%

17.8%

13.6%

14.8%

33.7%

13.2%

30.7%

5.7%

8.0%

24.5%

22.1%

7.8%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業中は評価対象とせず、休業前の期の評価を対象に含める

育児休業中の評価を、一律の評価や平均的な評価で代替する

育児休業中は評価対象とせず、復職後の期間を評価

特に評価の方針を示していない、定めていない

その他

対象者がいない・わからない

無回答
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数表Ⅲ- 113 

  合計 

問 26.無期契約労働者（正社員等）の査定期間に育児休業期間等が含まれる場合の 

昇進・昇格の評価の方針 

育児休業中

は評価対象

とせず、休

業前の期の

評価を対象

に含める 

育児休業中

の評価を、

一律の評価

や平均的な

評価で代替

する 

育児休業中

は評価対象

とせず、復

職後の期間

を評価 

特に評価の

方針を示し

ていない、

定めていな

い 

その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 23.8 7.7 18.7 27.9 1.4 17.5 2.8 

業
種
別 

建設業 201 11.7 2.2 16.4 30.3 2.1 33.0 4.2 

製造業 745 25.9 9.3 16.5 27.5 1.1 17.8 1.8 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 48.9 16.9 18.0 2.5 0.0 13.6 0.0 

情報通信業 132 21.5 1.2 31.0 30.2 1.3 14.8 0.0 

運輸業，郵便業 259 13.1 2.8 8.7 33.6 0.3 33.7 7.8 

卸売業，小売業 407 31.0 7.4 19.8 25.0 0.7 13.2 2.9 

金融業，保険業 76 51.8 10.3 24.5 8.6 1.3 1.8 1.8 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 15.9 1.2 22.6 29.5 0.0 30.7 0.0 

教育，学習支援業 193 19.9 11.9 13.0 41.8 5.5 5.7 2.2 

医療，福祉 586 27.9 10.2 20.2 30.7 1.4 8.0 1.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 17.2 5.9 21.3 23.6 1.8 24.5 5.9 

その他 142 18.1 9.8 29.3 20.2 0.0 22.1 0.5 
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(2) 無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分 

無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分をみると、「全体」では

「勤務時間短縮分に応じた業務配分を行っている」が 27.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「一

律に勤務時間短縮分に応じた業務配分を行うのではなく、個々の労働者の能力や仕事内容等に応じた

業務配分を行っている」が 27.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 114 (2) 無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分 

：単数回答（問 27） 

 

数表Ⅲ- 114 

  合計 

問 27.無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分 

フルタイム

勤務者と同

じように業

務配分を行

っている 

勤務時間短

縮分に応じ

た業務配分

を行ってい

る 

一律に勤務

時間短縮分

に応じた業

務配分を行

うのではな

く、個々の

労働者の能

力や仕事内

容等に応じ

た業務配分

を行ってい

る 

その他 

特に業務配

分について

方針を示し

ていない、

定めていな

い 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 3.3 27.9 27.6 0.2 11.8 26.5 2.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 3.3 23.6 23.1 0.0 10.4 35.8 3.8 

101～300 人 1087 3.1 31.9 28.5 0.4 13.5 20.8 1.9 

301～500 人 217 1.3 35.6 33.1 1.3 15.0 11.9 1.9 

501～1,000 人 136 6.6 33.8 41.2 0.0 11.8 5.9 0.7 

1,001 人以上 126 4.3 28.4 54.9 0.6 9.9 1.9 0.0 
  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

6.6%

27.9%

23.6%

31.9%

35.6%

33.8%

28.4%

27.6%

23.1%

28.5%

33.1%

41.2%

54.9%

11.8%

10.4%

13.5%

15.0%

11.8%

9.9%

26.5%

35.8%

20.8%

11.9%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務者と同じように業務配分を行っている

勤務時間短縮分に応じた業務配分を行っている

一律に勤務時間短縮分に応じた業務配分を行うのではなく、個々の労働者の能力や仕事内容等に応じた業務配分を行っている

その他

特に業務配分について方針を示していない、定めていない

対象者がいない・わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 115 (2) 無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分 

：単数回答（問 27） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

7.6%

13.6%

7.6%

27.9%

15.7%

25.9%

30.5%

29.1%

15.1%

24.5%

27.1%

19.9%

30.9%

42.2%

26.5%

29.5%

27.6%

16.1%

26.4%

27.5%

46.8%

16.9%

32.9%

54.0%

30.8%

39.4%

32.4%

12.9%

20.4%

11.8%

5.4%

10.9%

11.4%

20.5%

13.1%

9.3%

18.6%

16.8%

6.8%

16.3%

9.6%

26.5%

51.3%

32.3%

25.1%

12.7%

39.2%

20.8%

7.3%

30.7%

6.8%

11.8%

36.0%

40.5%

7.5%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務者と同じように業務配分を行っている

勤務時間短縮分に応じた業務配分を行っている

一律に勤務時間短縮分に応じた業務配分を行うのではなく、個々の労働者の能力や仕事内容等に応じた業務配分を行っている

その他

特に業務配分について方針を示していない、定めていない

対象者がいない・わからない

無回答
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数表Ⅲ- 115 

  合計 

問 27.無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者に対する業務配分 

フルタイム

勤務者と同

じように業

務配分を行

っている 

勤務時間短

縮分に応じ

た業務配分

を行ってい

る 

一律に勤務

時間短縮分

に応じた業

務配分を行

うのではな

く、個々の

労働者の能

力や仕事内

容等に応じ

た業務配分

を行ってい

る 

その他 

特に業務配

分について

方針を示し

ていない、

定めていな

い 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 3.3 27.9 27.6 0.2 11.8 26.5 2.7 

業
種
別 

建設業 201 7.6 15.7 16.1 0.0 5.4 51.3 3.8 

製造業 745 2.9 25.9 26.4 0.3 10.9 32.3 1.3 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 13.6 30.5 27.5 0.0 3.3 25.1 0.0 

情報通信業 132 0.0 29.1 46.8 0.0 11.4 12.7 0.0 

運輸業，郵便業 259 0.7 15.1 16.9 0.0 20.5 39.2 7.5 

卸売業，小売業 407 7.6 24.5 32.9 0.0 13.1 20.8 1.0 

金融業，保険業 76 2.3 27.1 54.0 0.0 9.3 7.3 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 19.9 30.8 0.0 18.6 30.7 0.0 

教育，学習支援業 193 4.0 30.9 39.4 0.0 16.8 6.8 2.2 

医療，福祉 586 2.7 42.2 32.4 0.2 6.8 11.8 3.8 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 1.5 26.5 12.9 1.2 16.3 36.0 5.6 

その他 142 0.0 29.5 20.4 0.0 9.6 40.5 0.0 

 

  



 

159 

(3) 無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の短縮時間分の賃金の取扱い 

無期契約労働者（正社員等）の育児短時間勤務制度利用者の短縮時間分の賃金の取扱いをみると、

「全体」では「勤務時間に応じて減額している（無給）」が 66.0％でもっとも回答割合が高く、次い

で「対象者がいない・わからない」が 24.5％となっている。 

 

図表Ⅲ- 116 (2) 無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の 

短縮時間分の賃金の取扱い：単数回答（問 28） 

 

数表Ⅲ- 116 

  合計 

問 28.無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の短縮時

間分の賃金の取扱い 

勤務時間に

応じて減額

している（無

給） 

一定の期間

は減額せ

ず、その期

間を過ぎた

ら勤務時間

に応じて減

額している

（一部有給） 

減額しない

（有給） 
その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 66.0 2.5 3.7 1.0 24.5 2.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 55.2 3.3 3.3 0.9 34.4 2.8 

101～300 人 1087 73.1 1.2 5.0 1.2 17.7 1.9 

301～500 人 217 81.9 1.9 2.5 1.3 10.6 1.9 

501～1,000 人 136 89.7 2.9 2.2 0.0 4.4 0.7 

1,001 人以上 126 90.7 4.9 1.9 1.9 0.6 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

66.0%

55.2%

73.1%

81.9%

89.7%

90.7%

5.0%

24.5%

34.4%

17.7%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間に応じて減額している（無給）

一定の期間は減額せず、その期間を過ぎたら勤務時間に応じて減額している（一部有給）

減額しない（有給）

その他

対象者がいない・わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 117 (2) 無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の 

短縮時間分の賃金の取扱い：単数回答（問 28） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

66.0%

40.1%

64.1%

74.9%

78.8%

40.3%

76.1%

91.7%

50.7%

81.9%

80.0%

52.1%

62.0%

25.1%

12.1%

6.3%

8.6%

8.7%

24.5%

54.8%

27.4%

11.7%

40.6%

17.5%

7.3%

37.3%

11.5%

34.8%

35.1%

7.5%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤務時間に応じて減額している（無給）

一定の期間は減額せず、その期間を過ぎたら勤務時間に応じて減額している（一部有給）

減額しない（有給）

その他

対象者がいない・わからない

無回答
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数表Ⅲ- 117 

  合計 

問 28.無期契約労働者（正社員等）で育児短時間勤務制度利用者の短縮時

間分の賃金の取扱い 

勤務時間に

応じて減額

している（無

給） 

一定の期間

は減額せ

ず、その期

間を過ぎた

ら勤務時間

に応じて減

額している

（一部有給） 

減額しない

（有給） 
その他 

対象者がい

ない・わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 66.0 2.5 3.7 1.0 24.5 2.3 

業
種
別 

建設業 201 40.1 0.5 0.4 0.4 54.8 3.8 

製造業 745 64.1 3.0 4.0 0.2 27.4 1.3 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 74.9 25.1 0.0 0.0 0.0 0.0 

情報通信業 132 78.8 3.2 6.3 0.0 11.7 0.0 

運輸業，郵便業 259 40.3 0.0 8.6 3.0 40.6 7.5 

卸売業，小売業 407 76.1 2.7 2.3 0.3 17.5 1.0 

金融業，保険業 76 91.7 1.0 0.0 0.0 7.3 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 50.7 12.1 0.0 0.0 37.3 0.0 

教育，学習支援業 193 81.9 2.9 8.7 0.0 4.3 2.2 

医療，福祉 586 80.0 3.1 1.8 2.4 11.5 1.2 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 52.1 0.6 4.8 2.2 34.8 5.6 

その他 142 62.0 0.0 2.9 0.0 35.1 0.0 
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(4) 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を利用しながら

キャリア形成を可能とするための取組 

無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を利用しながらキャリア

形成を可能とするための取組をみると、「全体」では「対象者がいない・わからない」が 40.4％でも

っとも回答割合が高く、次いで「社内の相談窓口の設置」が 22.5％、「職場の管理職に対し、両立支

援制度の利用に関するハラスメント防止のためのマニュアルの作成や研修の実施」が 18.3％となって

いる。 

 

図表Ⅲ- 118 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を 

利用しながらキャリア形成を可能とするための取組：複数回答（問 29） 

 

  

妊娠・出産等のライフイベントの発生前から、

将来のライフイベントを踏まえた中長期的な

キャリア形成を考える機会を提供（キャリア

研修・キャリアプランの作成等の実施を含む）

両立支援制度の利用に際し、能力開発や

中長期的なキャリア形成を考える機会の提供

（キャリア研修・キャリアプランの作成等の

実施を含む）

ロールモデル・メンターの紹介、
社内での事例の提供

職場の管理職に対し、両立支援制度利用者の
マネジメント（業務配分や評価等）に関する

マニュアルの作成や研修の実施

職場の管理職に対し、両立支援制度の利用に
関するハラスメント防止のためのマニュアルの

作成や研修の実施

育児休業・短時間勤務制度等の利用に伴う
人事評価での不利益な事項の見直し

人事評価への「時間当たり生産性」重視の
方針の取入れ

社内の相談窓口の設置

その他

対象者がいない・わからない

無回答

5.2%

18.3%

13.1%

22.5%

40.4%

6.3%

12.3%

10.8%

20.8%

5.2%

48.6%

5.7%

5.0%

5.0%

19.6%

15.0%

5.0%

24.6%

35.4%

7.3%

6.3%

7.5%

31.9%

13.8%

21.3%

8.1%

29.4%

6.9%

13.2%

8.1%

5.1%

8.8%

31.6%

14.7%

22.1%

7.4%

26.5%

6.6%

34.6%

25.3%

32.1%

16.7%

48.1%

24.1%

29.6%

11.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 118 

  合計 

問 29. (2) 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を利用
しながらキャリア形成を可能とするための取組 

妊娠・出産等

のライフイベン

トの発生前か

ら、将来のライ

フイベントを踏

まえた中長期

的なキャリア形

成を考える機

会を提供（キャ

リア研修・キャ

リアプランの作

成等の実施を

含む） 

両立支援制度

の利用に際し、

能力開発や中

長期的なキャ

リア形成を考え

る機会の提供

（キャリア研修・

キャリアプラン

の作成等の実

施を含む） 

ロールモデル・

メンターの紹

介、社内での

事例の提供 

職場の管理職

に対し、両立支

援制度利用者

のマネジメント

（業務配分や

評価等）に関す

るマニュアルの

作成や研修の

実施 

職場の管理職

に対し、両立支

援制度の利用

に関するハラ

スメント防止の

ためのマニュ

アルの作成や

研修の実施 

育児休業・短

時間勤務制度

等の利用に伴

う人事評価で

の不利益な事

項の見直し 

 全 体 3195 5.2 4.7 4.4 3.4 18.3 13.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 2.4 2.8 1.9 1.9 12.3 10.8 

101～300 人 1087 5.0 4.2 5.0 3.5 19.6 15.0 

301～500 人 217 6.3 7.5 3.8 3.1 31.9 13.8 

501～1,000 人 136 13.2 8.1 5.1 8.8 31.6 14.7 

1,001 人以上 126 34.6 25.3 32.1 16.7 48.1 24.1 
         

  合計 

人事評価への

「時間当たり生

産性」重視の

方針の取入れ 

社内の相談窓

口の設置 
その他 

対象者がいな

い・わからない 
無回答  

 全 体 3195 3.5 22.5 4.2 40.4 6.3  

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 2.8 20.8 5.2 48.6 5.7  

101～300 人 1087 5.0 24.6 1.5 35.4 7.3  

301～500 人 217 1.9 21.3 8.1 29.4 6.9  

501～1,000 人 136 1.5 22.1 7.4 26.5 6.6  

1,001 人以上 126 4.3 29.6 4.3 11.1 3.7  
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（業種別） 

図表Ⅲ- 119 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を 

利用しながらキャリア形成を可能とするための取組：複数回答（問 29） 

 

  

妊娠・出産等のライフイベントの発生前から、

将来のライフイベントを踏まえた中長期的な

キャリア形成を考える機会を提供（キャリア

研修・キャリアプランの作成等の実施を含む）

両立支援制度の利用に際し、能力開発や

中長期的なキャリア形成を考える機会の提供

（キャリア研修・キャリアプランの作成等の

実施を含む）

ロールモデル・メンターの紹介、
社内での事例の提供

職場の管理職に対し、両立支援制度利用者の
マネジメント（業務配分や評価等）に関する

マニュアルの作成や研修の実施

職場の管理職に対し、両立支援制度の利用に
関するハラスメント防止のためのマニュアルの

作成や研修の実施

育児休業・短時間勤務制度等の利用に伴う
人事評価での不利益な事項の見直し

人事評価への「時間当たり生産性」重視の
方針の取入れ

社内の相談窓口の設置

その他

対象者がいない・わからない

無回答

5.2%

18.3%

13.1%

22.5%

40.4%

6.3%

7.2%

7.6%

12.4%

12.3%

9.1%

23.0%

48.0%

9.7%

7.0%

15.1%

19.6%

5.3%

20.9%

5.2%

40.1%

18.7%

8.3%

5.1%

30.9%

14.6%

13.6%

34.2%

6.0%

22.6%

9.7%

6.6%

16.1%

32.8%

18.0%

9.7%

8.0%

13.7%

70.2%

6.5%

16.9%

9.5%

30.4%

38.8%

8.0%

10.0%

5.6%

17.0%

43.5%

25.6%

10.1%

13.2%

12.3%

7.8%

9.3%

9.3%

15.6%

14.3%

12.1%

52.5%

5.9%

5.2%

5.5%

31.8%

12.1%

17.5%

5.0%

37.6%

5.5%

5.7%

22.1%

11.3%

24.9%

28.9%

8.8%

5.7%

6.4%

18.1%

9.5%

28.7%

44.3%

15.1%

23.3%

5.4%

11.5%

6.4%

49.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業(n=31)
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数表Ⅲ- 119 

  合計 

問 29. (2) 無期契約労働者（正社員等）が育児休業や短時間勤務などの両立支援制度を利
用しながらキャリア形成を可能とするための取組 

妊娠・出産等

のライフイベン

トの発生前か

ら、将来のライ

フイベントを踏

まえた中長期

的なキャリア形

成を考える機

会を提供（キャ

リア研修・キャ

リアプランの作

成等の実施を

含む） 

両立支援制度

の利用に際

し、能力開発

や中長期的な

キャリア形成を

考える機会の

提供（キャリア

研修・キャリア

プランの作成

等の実施を含

む） 

ロールモデル・

メンターの紹

介、社内での

事例の提供 

職場の管理職

に対し、両立

支援制度利用

者のマネジメン

ト（業務配分や

評価等）に関

するマニュア

ルの作成や研

修の実施 

職場の管理職

に対し、両立

支援制度の利

用に関するハ

ラスメント防止

のためのマニ

ュアルの作成

や研修の実施 

育児休業・短

時間勤務制度

等の利用に伴

う人事評価で

の不利益な事

項の見直し 

 全 体 3195 5.2 4.7 4.4 3.4 18.3 13.1 

業
種
別 

建設業 201 7.2 4.8 7.6 1.7 12.4 12.3 

製造業 745 4.1 7.0 4.5 4.5 15.1 19.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 18.7 8.3 5.1 30.9 14.6 13.6 

情報通信業 132 4.1 6.0 1.8 2.8 22.6 9.7 

運輸業，郵便業 259 4.5 1.4 0.9 4.0 9.7 8.0 

卸売業，小売業 407 6.5 2.1 4.5 1.1 16.9 9.5 

金融業，保険業 76 10.0 5.6 17.0 1.0 43.5 2.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 1.2 7.8 9.3 1.6 9.3 15.6 

教育，学習支援業 193 5.9 5.2 5.5 4.7 31.8 12.1 

医療，福祉 586 5.5 5.7 4.1 1.3 22.1 11.3 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 5.7 3.8 1.9 6.4 18.1 9.5 

その他 142 0.7 0.7 1.1 1.2 15.1 23.3 
         

  合計 

人事評価への

「時間当たり生

産性」重視の

方針の取入れ 

社内の相談窓

口の設置 
その他 

対象者がいな

い・わからない 
無回答  

 全 体 3195 3.5 22.5 4.2 40.4 6.3  

業
種
別 

建設業 201 9.1 23.0 0.7 48.0 9.7  

製造業 745 5.3 20.9 5.2 40.1 4.0  

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 34.2 0.0 3.3 0.0  

情報通信業 132 6.6 16.1 3.9 32.8 18.0  

運輸業，郵便業 259 0.0 13.7 0.3 70.2 3.3  

卸売業，小売業 407 2.4 30.4 4.2 38.8 8.0  

金融業，保険業 76 0.0 25.6 10.1 13.2 12.3  

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 14.3 12.1 52.5 0.0  

教育，学習支援業 193 0.0 17.5 5.0 37.6 3.4  

医療，福祉 586 2.6 24.9 4.5 28.9 8.8  

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 3.4 28.7 3.1 44.3 4.1  

その他 142 5.4 11.5 6.4 49.3 2.9  
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(5) 有期契約労働者の雇用方針 

有期契約労働者の雇用方針をみると、「全体」では「特に方針は定めていない、わからない」が 34.3％

でもっとも回答割合が高く、次いで「有期契約労働者を、無期契約労働者（正社員等）に登用してい

く」が 24.8％、「有期契約労働者を、無期契約に転換するが、無期契約労働者（正社員等）にはしな

い」が 17.8％となっている。 

 

図表Ⅲ- 120 有期契約労働者の雇用方針：単数回答（問 30） 

 

数表Ⅲ- 120 

  合計 

問 30.有期契約労働者の雇用方針 

有期契約が

更新を含め

て通算 5年

を超えない

ように雇用

していく 

有期契約労

働者を、無

期契約に転

換するが、

無期契約労

働者（正社

員等）にはし

ない 

有期契約労

働者を、無

期契約労働

者（正社員

等）に登用し

ていく 

今後、有期

契約労働者

を雇用しな

い方向で検

討している 

その他 

特に方針は

定めていな

い、わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 8.8 17.8 24.8 2.7 6.7 34.3 4.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 9.4 16.0 22.2 3.3 7.1 37.3 4.7 

101～300 人 1087 6.5 16.5 28.8 2.3 6.2 34.6 5.0 

301～500 人 217 9.4 25.6 26.3 1.3 6.9 26.3 4.4 

501～1,000 人 136 8.8 31.6 25.0 1.5 5.9 22.1 5.1 

1,001 人以上 126 20.4 24.1 22.2 2.5 7.4 21.0 2.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

8.8%

9.4%

6.5%

9.4%

8.8%

20.4%

17.8%

16.0%

16.5%

25.6%

31.6%

24.1%

24.8%

22.2%

28.8%

26.3%

25.0%

22.2%

6.7%

7.1%

6.2%

6.9%

5.9%

7.4%

34.3%

37.3%

34.6%

26.3%

22.1%

21.0%

5.0%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有期契約が更新を含めて通算5年を超えないように雇用していく

有期契約労働者を、無期契約に転換するが、無期契約労働者（正社員等）にはしない

有期契約労働者を、無期契約労働者（正社員等）に登用していく

今後、有期契約労働者を雇用しない方向で検討している

その他

特に方針は定めていない、わからない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 121 有期契約労働者の雇用方針：単数回答（問 30） 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

8.8%

9.5%

19.4%

21.9%

5.6%

25.2%

7.7%

7.8%

13.8%

17.8%

11.1%

21.6%

61.2%

7.0%

11.9%

19.7%

23.3%

26.8%

22.1%

14.1%

12.9%

29.9%

24.8%

18.3%

26.6%

20.4%

15.2%

25.5%

41.9%

26.6%

20.6%

33.8%

21.5%

15.0%

6.3%

17.5%

5.6%

6.7%

7.6%

6.0%

5.1%

5.4%

12.7%

7.5%

9.2%

5.4%

34.3%

43.2%

29.7%

19.4%

28.0%

47.2%

40.8%

17.4%

31.8%

17.2%

31.4%

44.4%

32.9%

12.2%

9.4%

11.0%

12.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有期契約が更新を含めて通算5年を超えないように雇用していく

有期契約労働者を、無期契約に転換するが、無期契約労働者（正社員等）にはしない

有期契約労働者を、無期契約労働者（正社員等）に登用していく

今後、有期契約労働者を雇用しない方向で検討している

その他

特に方針は定めていない、わからない

無回答
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数表Ⅲ- 121 

  合計 

問 30.有期契約労働者の雇用方針 

有期契約が

更新を含め

て通算 5年

を超えない

ように雇用

していく 

有期契約労

働者を、無

期契約に転

換するが、

無期契約労

働者（正社

員等）には

しない 

有期契約労

働者を、無

期契約労働

者（正社員

等）に登用

していく 

今後、有期

契約労働者

を雇用しな

い方向で検

討している 

その他 

特に方針は

定めていな

い、わから

ない 

無回答 

 全 体 3195 8.8 17.8 24.8 2.7 6.7 34.3 4.7 

業
種
別 

建設業 201 1.3 11.1 18.3 6.3 7.6 43.2 12.2 

製造業 745 9.5 21.6 26.6 3.5 6.0 29.7 3.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 19.4 61.2 0.0 0.0 0.0 19.4 0.0 

情報通信業 132 21.9 7.0 20.4 17.5 4.5 28.0 0.6 

運輸業，郵便業 259 5.6 11.9 15.2 5.6 5.1 47.2 9.4 

卸売業，小売業 407 4.3 19.7 25.5 1.3 5.4 40.8 3.0 

金融業，保険業 76 2.3 23.3 41.9 0.0 4.1 17.4 11.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 26.8 26.6 0.0 2.8 31.8 12.1 

教育，学習支援業 193 25.2 22.1 20.6 0.0 12.7 17.2 2.2 

医療，福祉 586 7.7 14.1 33.8 0.7 7.5 31.4 4.8 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 7.8 12.9 21.5 0.2 9.2 44.4 4.0 

その他 142 13.8 29.9 15.0 0.0 5.4 32.9 2.9 
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(6) 管理職への昇進 

① 課長昇進までの平均的な年数 

課長昇進までの平均的な年数をみると、「全体」では、「わからない」が 26.2％でもっとも回答割合

が高く、次いで「10 年以上～15 年未満」が 21.0％、「15 年以上～20 年未満」が 19.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 122 課長昇進までの平均的な年数：単数回答（問 31_1） 

 

数表Ⅲ- 122 

  合計 

問 31.管理職への昇進(1)課長昇進までの平均的な年数 

5 年未満 

5 年以上

～10 年未

満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上

～25 年未

満 

25 年以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 2.0 11.3 21.0 19.1 12.5 2.7 26.2 5.2 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 2.8 9.4 21.7 17.0 11.8 2.4 30.2 4.7 

101～300 人 1087 1.2 15.4 21.5 18.5 10.0 2.3 24.6 6.5 

301～500 人 217 1.9 8.8 17.5 28.1 19.4 2.5 16.9 5.0 

501～1,000 人 136 0.0 7.4 20.6 29.4 19.1 3.7 16.9 2.9 

1,001 人以上 126 0.0 9.9 14.2 26.5 23.5 8.6 15.4 1.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

11.3%

9.4%

15.4%

8.8%

7.4%

9.9%

21.0%

21.7%

21.5%

17.5%

20.6%

14.2%

19.1%

17.0%

18.5%

28.1%

29.4%

26.5%

12.5%

11.8%

10.0%

19.4%

19.1%

23.5% 8.6%

26.2%

30.2%

24.6%

16.9%

16.9%

15.4%

5.2%

6.5%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～15年未満

15年以上～20年未満 20年以上～25年未満 25年以上

わからない 無回答



 

170 

（業種別） 

図表Ⅲ- 123 課長昇進までの平均的な年数：単数回答（問 31_1） 

 

数表Ⅲ- 123 

  合計 

問 31.管理職への昇進(1)課長昇進までの平均的な年数 

5 年未満 

5 年以上

～10 年未

満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上

～25 年未

満 

25 年以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 3195 2.0 11.3 21.0 19.1 12.5 2.7 26.2 5.2 

業
種
別 

建設業 201 0.0 4.5 16.5 36.5 12.7 2.1 15.0 12.7 

製造業 745 2.1 10.5 23.8 28.0 13.7 0.2 20.0 1.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 0.0 27.3 13.6 12.7 4.4 25.1 16.9 0.0 

情報通信業 132 0.0 22.3 24.1 23.5 5.5 0.8 23.8 0.0 

運輸業，郵便業 259 0.0 7.7 21.2 17.4 5.4 0.3 42.7 5.4 

卸売業，小売業 407 1.4 8.9 30.9 19.4 14.0 0.2 23.2 2.0 

金融業，保険業 76 0.0 11.1 6.0 19.4 24.6 7.3 26.1 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 17.6 27.6 33.3 2.8 0.0 18.6 0.0 

教育，学習支援業 193 2.9 4.7 13.5 2.4 26.6 9.8 27.5 12.6 

医療，福祉 586 2.6 15.3 18.5 8.6 4.8 2.7 38.9 8.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 6.0 10.1 21.4 19.0 13.9 5.1 21.9 2.8 

その他 142 0.0 19.2 6.4 6.6 30.0 7.1 19.5 11.3 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

6.0%

11.3%

10.5%

27.3%

22.3%

7.7%

8.9%

11.1%

17.6%

15.3%

10.1%

19.2%

21.0%

16.5%

23.8%

13.6%

24.1%

21.2%

30.9%

6.0%

27.6%

13.5%

18.5%

21.4%

6.4%

19.1%

36.5%

28.0%

12.7%

23.5%

17.4%

19.4%

19.4%

33.3%

8.6%

19.0%

6.6%

12.5%

12.7%

13.7%

5.5%

5.4%

14.0%

24.6%

26.6%

13.9%

30.0%

25.1%

7.3%

9.8%

5.1%

7.1%

26.2%

15.0%

20.0%

16.9%

23.8%

42.7%

23.2%

26.1%

18.6%

27.5%

38.9%

21.9%

19.5%

5.2%

12.7%

5.4%

5.5%

12.6%

8.7%

11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～15年未満

15年以上～20年未満 20年以上～25年未満 25年以上

わからない 無回答
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（過去３年間の課長昇進者で育児による短時間勤務制度利用者別） 

図表Ⅲ- 124 課長昇進までの平均的な年数：単数回答（問 31_1） 

 

数表Ⅲ- 124 

  合計 

問 31.管理職への昇進(1)課長昇進までの平均的な年数 

5 年未満 

5 年以上

～10 年未

満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上

～25 年未

満 

25 年以上 
わからな

い 
無回答 

問 31. いる 609 3.4 13.1 29.8 20.4 14.4 2.9 15.5 0.5 

過
去
３
年
間

の
課
長
昇
進

者
で
育
児
に

よ
る
短
時
間

勤
務
制
度
利

用
者 

いない 2297 1.5 11.7 20.6 21.0 13.2 2.7 27.4 1.9 

わからない 164 4.7 8.4 9.1 2.5 4.3 3.2 67.8 0.0 

  

いる
　 (n=609)

いない
　 (n=2297)

わからない
　 (n=164)

過

去

３

年
間

の

課

長

昇

進
者

で

育

児

に

よ
る

短

時

間

勤

務

制

度
利

用

者

13.1%

11.7%

8.4%

29.8%

20.6%

9.1%

20.4%

21.0%

14.4%

13.2%

15.5%

27.4%

67.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～15年未満

15年以上～20年未満 20年以上～25年未満 25年以上

わからない 無回答
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② 過去３年間の課長昇進者における育児による短時間勤務制度利用者 

過去 3年間に、課長に昇進した人で育児による短時間勤務制度利用者をみると、「全体」では「いな

い」が 71.9％、「いる」が 19.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 125 過去 3 年間の課長昇進者における育児による短時間勤務制度利用者 

：単数回答（問 31_2） 

 
数表Ⅲ- 125 

  合計 

問 31.管理職への昇進(2)過去３年間の課長昇進者

における育児による短時間勤務制度利用者 

いる いない わからない 無回答 

 全 体 3195 19.1 71.9 5.1 3.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 15.1 76.4 3.8 4.7 

101～300 人 1087 21.5 68.1 6.9 3.5 

301～500 人 217 23.8 68.1 4.4 3.8 

501～1,000 人 136 22.8 71.3 5.1 0.7 

1,001 人以上 126 37.0 53.1 8.6 1.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

19.1%

15.1%

21.5%

23.8%

22.8%

37.0%

71.9%

76.4%

68.1%

68.1%

71.3%

53.1%

5.1%

6.9%

5.1%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない わからない 無回答



 

173 

（業種別） 

図表Ⅲ- 126 過去 3 年間の課長昇進者における育児による短時間勤務制度利用者 

：単数回答（問 31_2） 

 

数表Ⅲ- 126 

  合計 

問 31.管理職への昇進(2)過去３年間の課長昇進

者における育児による短時間勤務制度利用者 

いる いない わからない 無回答 

 全 体 3195 19.1 71.9 5.1 3.9 

業
種
別 

建設業 201 20.8 69.5 0.0 9.7 

製造業 745 24.1 71.7 2.1 2.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 8.3 78.1 13.6 0.0 

情報通信業 132 22.5 71.2 6.3 0.0 

運輸業，郵便業 259 14.0 74.3 8.8 3.0 

卸売業，小売業 407 17.1 80.3 1.7 0.9 

金融業，保険業 76 3.8 87.3 3.4 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 33.5 58.7 7.8 0.0 

教育，学習支援業 193 20.7 61.4 9.0 8.8 

医療，福祉 586 19.6 61.2 12.7 6.5 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 15.7 81.5 0.7 2.2 

その他 142 7.5 81.1 3.0 8.4 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

19.1%

20.8%

24.1%

8.3%

22.5%

14.0%

17.1%

33.5%

20.7%

19.6%

15.7%

7.5%

71.9%

69.5%

71.7%

78.1%

71.2%

74.3%

80.3%

87.3%

58.7%

61.4%

61.2%

81.5%

81.1%

5.1%

13.6%

6.3%

8.8%

7.8%

9.0%

12.7%

9.7%

5.5%

8.8%

6.5%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない わからない 無回答
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③ 育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数 

育児による短時間勤務制度利用者のうち、課長昇進までの年数をみると、「全体」では「10 年以上

～15 年未満」が 27.1％でもっとも回答割合が高く、次いで「15 年以上～20 年未満」が 22.0％、「5年

以上～10 年未満」が 20.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 127 育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数：単数回答（問 31_3） 

 

数表Ⅲ- 127 

  合計 

問 31.管理職への昇進(3)育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数 

5 年未満 

5 年以上

～10 年未

満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上

～25 年未

満 

25 年以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 609 7.5 20.4 27.1 22.0 15.7 4.7 1.2 1.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 246 9.4 18.8 21.9 25.0 15.6 6.3 0.0 3.1 

101～300 人 234 7.1 26.8 30.4 14.3 16.1 3.6 1.8 0.0 

301～500 人 51 2.6 13.2 31.6 36.8 10.5 5.3 0.0 0.0 

501～1,000 人 31 9.7 12.9 32.3 19.4 25.8 0.0 0.0 0.0 

1,001 人以上 47 3.3 10.0 30.0 30.0 13.3 5.0 6.7 1.7 

 

※問 31-2 で「1.いる」を選択した回答者を集計対象とする。 

 

  

全　体 (n=609)

51～100人
　 (n=246)

101～300人
　 (n=234)

301～500人
　 (n=51)

501～1,000人
　 (n=31)

1,001人以上
　 (n=47)

従
業
員
規
模
別

7.5%

9.4%

7.1%

9.7%

20.4%

18.8%

26.8%

13.2%

12.9%

10.0%

27.1%

21.9%

30.4%

31.6%

32.3%

30.0%

22.0%

25.0%

14.3%

36.8%

19.4%

30.0%

15.7%

15.6%

16.1%

10.5%

25.8%

13.3%

6.3%

5.3%

5.0% 6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～15年未満

15年以上～20年未満 20年以上～25年未満 25年以上

わからない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 128 育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数：単数回答（問 31_3） 

 

数表Ⅲ- 128 

  合計 

問 31.管理職への昇進(3)育児による短時間勤務制度利用者の課長昇進までの年数 

5 年未満 

5 年以上

～10 年未

満 

10 年以上

～15 年未

満 

15 年以上

～20 年未

満 

20 年以上

～25 年未

満 

25 年以上 
わからな

い 
無回答 

 全 体 609 7.5 20.4 27.1 22.0 15.7 4.7 1.2 1.4 

業
種
別 

建設業 42 0.0 10.0 20.8 32.3 26.9 10.0 0.0 0.0 

製造業 180 4.3 12.5 18.7 33.7 27.3 0.8 2.8 0.0 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

情報通信業 30 0.0 28.2 45.3 9.8 16.7 0.0 0.0 0.0 

運輸業，郵便業 36 0.0 23.9 52.8 7.5 11.5 0.0 2.1 2.1 

卸売業，小売業 70 9.1 19.1 36.9 26.3 7.4 0.0 1.1 0.0 

金融業，保険業 3 0.0 46.6 26.7 0.0 0.0 26.7 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 21 36.0 8.3 0.0 55.6 0.0 0.0 0.0 0.0 

教育，学習支援業 40 0.0 40.1 25.1 3.4 20.9 10.5 0.0 0.0 

医療，福祉 115 19.2 27.3 28.9 12.7 2.7 8.6 0.7 0.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 55 3.6 23.0 27.3 2.5 15.5 14.0 0.0 14.0 

その他 11 0.0 39.0 12.6 39.0 9.3 0.0 0.0 0.0 

 

※問 31-2 で「1.いる」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=609)

建設業
　 (n=42)

製造業
　 (n=180)

情報通信業
　 (n=30)

運輸業，郵便業
　 (n=36)

卸売業，小売業
　 (n=70)

金融業，保険業
　 (n=3)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=21)

教育，学習支援業
　 (n=40)

医療，福祉
　 (n=115)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=55)

その他
　 (n=11)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=3)

7.5%

9.1%

36.0%

19.2%

20.4%

10.0%

12.5%

28.2%

23.9%

19.1%

46.6%

8.3%

40.1%

27.3%

23.0%

39.0%

27.1%

20.8%

18.7%

45.3%

52.8%

36.9%

26.7%

25.1%

28.9%

27.3%

12.6%

22.0%

32.3%

33.7%

100.0%

9.8%

7.5%

26.3%

55.6%

12.7%

39.0%

15.7%

26.9%

27.3%

16.7%

11.5%

7.4%

20.9%

15.5%

9.3%

10.0%

26.7%

10.5%

8.6%

14.0% 14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満 5年以上～10年未満 10年以上～15年未満

15年以上～20年未満 20年以上～25年未満 25年以上

わからない 無回答
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7. 介護のための休暇・休業制度について 

(1) 介護のための休暇・休業制度利用実績（令和 2年 1 月 1日～12 月 31 日の実績） 

以下、制度利用実績（問 32）では、「男性で利用者がいる」「女性で利用者がいる」を選択肢として、

男女とも利用者がいる場合には両方を回答してもらったが、「男性・女性の両方で利用者がいる」「男

性のみ利用者がいる」「女性のみ利用者がいる」の単数回答に再分類して集計している。 

 

① 介護休業制度 

１）無期契約労働者（正社員等） 

介護休業制度の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」では「利用者は

いない」が 77.3％、「女性のみ利用者がいる」が 8.3％となっている。 

 

図表Ⅲ- 129 介護休業制度の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 32_1①） 

 

数表Ⅲ- 129 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月

31 日の実績） (1)介護休業制度①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 無回答 

 全 体 3195 2.0 3.8 8.3 77.3 4.5 4.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.5 2.8 4.2 83.0 5.2 4.2 

101 ～300 人 1087 1.5 2.7 7.7 79.6 4.2 4.2 

301 ～500 人 217 4.4 5.6 21.3 61.9 3.8 3.1 

501 ～1,000 人 136 4.4 13.2 19.1 58.1 2.2 2.9 

1,001 人以上 126 20.4 12.3 31.5 29.6 2.5 3.7 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

20.4%

5.6%

13.2%

12.3%

8.3%

7.7%

21.3%

19.1%

31.5%

77.3%

83.0%

79.6%

61.9%

58.1%

29.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 無回答
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２）有期契約労働者 

介護休業制度の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「利用者はいない」が

70.9％、「有期契約労働者はいない」が 12.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 130 介護休業制度の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_有期契約労働者：単数回答（問 32_1②） 

 

数表Ⅲ- 130 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月 31 日の実

績） (1)介護休業制度②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.5 0.6 2.4 70.9 5.0 12.4 8.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.5 0.5 66.5 5.2 19.3 8.0 

101 ～300 人 1087 0.8 0.4 2.3 76.9 4.6 5.8 9.2 

301 ～500 人 217 1.9 1.3 6.9 73.1 3.8 5.6 7.5 

501 ～1,000 人 136 0.7 1.5 8.8 76.5 5.1 3.7 3.7 

1,001 人以上 126 2.5 1.2 13.6 66.0 8.6 1.9 6.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

6.9%

8.8%

13.6%

70.9%

66.5%

76.9%

73.1%

76.5%

66.0%

5.0%

5.2%

5.1%

8.6%

12.4%

19.3%

5.8%

5.6%

8.1%

8.0%

9.2%

7.5%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 有期契約労働者はいない

無回答
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② 介護休暇制度（1日単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

介護休暇制度（1日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」で

は「利用者はいない」が 71.3％、「女性のみ利用者がいる」が 7.4％、「男性・女性の両方で利用者が

いる」が 5.2％となっている。 

 

図表Ⅲ- 131 介護休暇制度（1日単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 32_2①） 

 

数表Ⅲ- 131 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月

31 日の実績） (2)介護休暇制度（1 日単位）①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 無回答 

 全 体 3195 5.2 4.0 7.4 71.3 5.2 6.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 3.3 4.2 4.2 75.5 5.2 7.5 

101 ～300 人 1087 2.3 3.1 9.2 73.5 5.4 6.5 

301 ～500 人 217 8.8 5.0 14.4 60.0 4.4 7.5 

501 ～1,000 人 136 18.4 6.6 13.2 54.4 4.4 2.9 

1,001 人以上 126 35.2 4.9 14.2 35.2 6.2 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.2%

8.8%

18.4%

35.2%

5.0%

6.6%

7.4%

9.2%

14.4%

13.2%

14.2%

71.3%

75.5%

73.5%

60.0%

54.4%

35.2%

5.2%

5.2%

5.4%

6.2%

6.9%

7.5%

6.5%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 無回答
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２）有期契約労働者 

介護休暇制度（1日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「利用者は

いない」が 66.8％、「有期契約労働者はいない」が 12.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 132 介護休暇制度（1日単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_有期契約労働者：単数回答（問 32_2②） 

 

数表Ⅲ- 132 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月 31 日の実

績） (2)介護休暇制度（1 日単位）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 1.5 0.8 3.2 66.8 5.4 12.4 9.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.5 0.0 1.4 63.7 5.2 19.3 9.9 

101 ～300 人 1087 0.8 1.2 3.8 72.3 5.4 5.8 10.8 

301 ～500 人 217 4.4 1.3 6.3 68.1 4.4 5.6 10.0 

501 ～1,000 人 136 4.4 2.9 6.6 73.5 5.9 3.7 2.9 

1,001 人以上 126 13.6 4.9 11.1 50.0 10.5 1.9 8.0 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

13.6%

6.3%

6.6%

11.1%

66.8%

63.7%

72.3%

68.1%

73.5%

50.0%

5.4%

5.2%

5.4%

5.9%

10.5%

12.4%

19.3%

5.8%

5.6%

9.8%

9.9%

10.8%

10.0%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 有期契約労働者はいない

無回答
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③ 介護休暇制度（半日単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

介護休暇制度（半日単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」で

は「利用者はいない」が 76.7％、「わからない」が 5.2％となっている。 

 

図表Ⅲ- 133 介護休暇制度（半日単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 32_3①） 

 

数表Ⅲ- 133 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月

31 日の実績） (3)介護休暇制度（半日単位）①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 無回答 

 全 体 3195 3.0 2.5 4.1 76.7 5.2 8.5 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 1.9 2.8 3.3 78.8 4.7 8.5 

101 ～300 人 1087 1.5 1.5 3.8 79.2 5.4 8.5 

301 ～500 人 217 5.0 1.9 6.3 70.0 6.3 10.6 

501 ～1,000 人 136 10.3 6.6 6.6 66.9 4.4 5.1 

1,001 人以上 126 19.1 3.7 9.9 49.4 9.3 8.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.0%

10.3%

19.1%

6.6%

6.3%

6.6%

9.9%

76.7%

78.8%

79.2%

70.0%

66.9%

49.4%

5.2%

5.4%

6.3%

9.3%

8.5%

8.5%

8.5%

10.6%

5.1%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 無回答
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２）有期契約労働者 

介護休暇制度（半日単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「利用者は

いない」が 68.5％、「有期契約労働者はいない」が 12.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 134 介護休暇制度（半日単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_有期契約労働者：単数回答（問 32_3②） 

 

数表Ⅲ- 134 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月 31 日の実

績） (3)介護休暇制度（半日単位）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.6 0.3 2.0 68.5 5.6 12.4 10.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.0 1.9 63.7 5.2 19.3 9.9 

101 ～300 人 1087 0.0 0.4 1.2 75.8 5.4 5.8 11.5 

301 ～500 人 217 2.5 0.6 3.8 69.4 5.6 5.6 12.5 

501 ～1,000 人 136 4.4 1.5 2.9 76.5 6.6 3.7 4.4 

1,001 人以上 126 5.6 2.5 6.8 58.6 11.1 1.9 13.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.6% 6.8%

68.5%

63.7%

75.8%

69.4%

76.5%

58.6%

5.6%

5.2%

5.4%

5.6%

6.6%

11.1%

12.4%

19.3%

5.8%

5.6%

10.5%

9.9%

11.5%

12.5%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 有期契約労働者はいない

無回答
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④ 介護休暇制度（時間単位） 

１）無期契約労働者（正社員等） 

介護休暇制度（時間単位）の利用実績について、無期契約労働者（正社員等）をみると、「全体」で

は「利用者はいない」が 80.1％、「わからない」が 5.2％となっている。 

 

図表Ⅲ- 135 介護休暇制度（時間単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_無期契約労働者（正社員等）：単数回答（問 32_4①） 

 

数表Ⅲ- 135 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月

31 日の実績） (4)介護休暇制度（時間単位）①無期契約労働者（正社員等） 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 無回答 

 全 体 3195 1.8 0.3 1.9 80.1 5.2 10.7 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 1630 1.4 0.5 1.4 80.7 5.2 10.8 

101 ～300 人 1087 1.2 0.0 2.3 83.1 4.2 9.2 

301 ～500 人 217 2.5 0.0 0.6 74.4 6.3 16.3 

501 ～1,000 人 136 5.1 0.7 3.7 77.2 4.4 8.8 

1,001 人以上 126 8.0 0.0 5.6 61.1 11.7 13.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.1%

8.0% 5.6%

80.1%

80.7%

83.1%

74.4%

77.2%

61.1%

5.2%

5.2%

6.3%

11.7%

10.7%

10.8%

9.2%

16.3%

8.8%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 無回答
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２）有期契約労働者 

介護休暇制度（時間単位）の利用実績について、有期契約労働者をみると、「全体」では「利用者は

いない」が 68.1％、「有期契約労働者はいない」が 12.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 136 介護休暇制度（時間単位）の利用実績（令和 2年 1 月 1 日～12 月 31 日の実績） 

_有期契約労働者：単数回答（問 32_4②） 

 

数表Ⅲ- 136 

  合計 

問 32. 介護のための休暇・休業制度の利用実績（令和 2年 1月 1日～12 月 31 日の実

績） (4)介護休暇制度（時間単位）②有期契約労働者 

男性・女性

の両方で利

用者がいる 

男性のみ利

用者がいる 

女性のみ利

用者がいる 

利用者はい

ない 
わからない 

有期契約労

働者はいな

い 

無回答 

 全 体 3195 0.2 0.1 0.9 68.1 5.6 12.4 12.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 0.0 0.0 0.5 62.7 5.7 19.3 11.8 

101 ～300 人 1087 0.0 0.4 0.8 75.8 4.6 5.8 12.7 

301 ～500 人 217 0.0 0.0 1.9 68.1 6.3 5.6 18.1 

501 ～1,000 人 136 2.2 0.0 2.2 77.9 5.9 3.7 8.1 

1,001 人以上 126 2.5 0.0 4.9 61.7 12.3 1.9 16.7 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100 人
　 (n=1630)

101 ～300 人
　 (n=1087)

301 ～500 人
　 (n=217)

501 ～1,000 人
　 (n=136)

1,001 人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

68.1%

62.7%

75.8%

68.1%

77.9%

61.7%

5.6%

5.7%

6.3%

5.9%

12.3%

12.4%

19.3%

5.8%

5.6%

12.6%

11.8%

12.7%

18.1%

8.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・女性の両方で利用者がいる 男性のみ利用者がいる 女性のみ利用者がいる

利用者はいない わからない 有期契約労働者はいない

無回答
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8. 柔軟な働き方の推進や労働時間の削減（働き方改革）の取組について 

(1) 働き方改革の一環として実施している取組 

① 時間外労働の上限を法定より少ない時間で 36 協定を締結 

働き方改革の一環として実施している取組について、時間外労働の上限を法定より少ない時間で 36

協定締結をみると、「全体」では「行っておらず、検討もしていない」が 41.4％でもっとも回答割合

が高く、次いで「行っている」が 34.0％、「行っていないが検討中」が 13.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 137 働き方改革の一環として実施している取組_時間外労働の上限を法定より少ない時間で

36 協定を締結：単数回答（問 33-1_1） 

 

数表Ⅲ- 137 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(1)時間外労働の上限を法

定より少ない時間で 36 協定を締結 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 34.0 13.9 0.9 41.4 9.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 36.8 13.2 0.5 40.1 9.4 

101～300 人 1087 29.2 15.8 1.5 43.1 10.4 

301～500 人 217 35.0 11.9 0.6 41.9 10.6 

501～1,000 人 136 30.9 15.4 2.2 41.2 10.3 

1,001 人以上 126 39.5 8.6 1.2 44.4 6.2 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

34.0%

36.8%

29.2%

35.0%

30.9%

39.5%

13.9%

13.2%

15.8%

11.9%

15.4%

8.6%

41.4%

40.1%

43.1%

41.9%

41.2%

44.4%

9.7%

9.4%

10.4%

10.6%

10.3%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 138 働き方改革の一環として実施している取組_時間外労働の上限を法定より少ない時間で

36 協定を締結：単数回答（問 33-1_1） 

 

数表Ⅲ- 138 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(1)時間外労働の上限を法

定より少ない時間で 36 協定を締結 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 34.0 13.9 0.9 41.4 9.7 

業
種
別 

建設業 201 26.7 10.3 0.0 51.1 11.9 

製造業 745 37.0 12.9 0.0 42.5 7.6 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 16.2 38.7 0.0 17.9 27.3 

情報通信業 132 27.8 19.5 6.3 40.5 5.8 

運輸業，郵便業 259 25.9 19.7 1.9 44.5 8.1 

卸売業，小売業 407 39.0 12.2 0.8 38.9 9.2 

金融業，保険業 76 19.3 18.7 0.0 56.5 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 38.2 2.8 0.0 47.0 12.1 

教育，学習支援業 193 42.2 15.4 0.0 28.3 14.1 

医療，福祉 586 32.5 12.2 2.2 41.0 12.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 32.0 16.1 0.3 45.9 5.8 

その他 142 39.2 10.8 0.0 31.1 18.9 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

34.0%

26.7%

37.0%

16.2%

27.8%

25.9%

39.0%

19.3%

38.2%

42.2%

32.5%

32.0%

39.2%

13.9%

10.3%

12.9%

38.7%

19.5%

19.7%

12.2%

18.7%

15.4%

12.2%

16.1%

10.8%

6.3%

41.4%

51.1%

42.5%

17.9%

40.5%

44.5%

38.9%

56.5%

47.0%

28.3%

41.0%

45.9%

31.1%

9.7%

11.9%

7.6%

27.3%

5.8%

8.1%

9.2%

5.5%

12.1%

14.1%

12.0%

5.8%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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② 時間単位の休暇制度の導入 

働き方改革の一環として実施している取組について、時間単位の休暇制度の導入をみると、「全体」

では「行っている」が 47.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「行っておらず、検討もしていない」

が 31.5％、「行っていないが検討中」が 15.2％となっている。 

 

図表Ⅲ- 139 働き方改革の一環として実施している取組_時間単位の休暇制度の導入 

：単数回答（問 33-1_2） 

 

数表Ⅲ- 139 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(2)時間単位の休暇制度の

導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 47.9 15.2 0.0 31.5 5.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 46.7 13.2 0.0 34.9 5.2 

101～300 人 1087 46.9 17.3 0.0 30.0 5.8 

301～500 人 217 50.0 16.3 0.0 27.5 6.3 

501～1,000 人 136 50.0 21.3 0.0 25.0 3.7 

1,001 人以上 126 66.0 15.4 0.6 15.4 2.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

47.9%

46.7%

46.9%

50.0%

50.0%

66.0%

15.2%

13.2%

17.3%

16.3%

21.3%

15.4%

31.5%

34.9%

30.0%

27.5%

25.0%

15.4%

5.3%

5.2%

5.8%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 140 働き方改革の一環として実施している取組_時間単位の休暇制度の導入 

：単数回答（問 33-1_2） 

 

数表Ⅲ- 140 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(2)時間単位の休暇制度

の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 47.9 15.2 0.0 31.5 5.3 

業
種
別 

建設業 201 62.3 14.1 0.0 17.7 5.9 

製造業 745 39.8 19.9 0.0 37.2 3.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 60.6 0.0 0.0 25.7 13.6 

情報通信業 132 43.4 12.7 0.0 40.7 3.2 

運輸業，郵便業 259 22.6 14.8 0.0 55.0 7.5 

卸売業，小売業 407 44.6 16.3 0.0 34.3 4.8 

金融業，保険業 76 51.7 7.4 0.0 40.9 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 34.7 21.4 0.0 31.8 12.1 

教育，学習支援業 193 68.6 18.8 0.0 9.7 2.9 

医療，福祉 586 62.0 12.6 0.1 21.2 4.1 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 36.9 15.8 0.0 36.5 10.8 

その他 142 71.0 2.9 0.0 17.7 8.4 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

47.9%

62.3%

39.8%

60.6%

43.4%

22.6%

44.6%

51.7%

34.7%

68.6%

62.0%

36.9%

71.0%

15.2%

14.1%

19.9%

12.7%

14.8%

16.3%

7.4%

21.4%

18.8%

12.6%

15.8%

31.5%

17.7%

37.2%

25.7%

40.7%

55.0%

34.3%

40.9%

31.8%

9.7%

21.2%

36.5%

17.7%

5.3%

5.9%

13.6%

7.5%

12.1%

10.8%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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③ 時差出勤制度の導入 

働き方改革の一環として実施している取組について、時差出勤制度の導入をみると、「全体」では

「行っておらず、検討もしていない」が 42.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「行っている」が

35.1％、「行っていないが検討中」が 11.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 141 働き方改革の一環として実施している取組_時差出勤制度の導入 

：単数回答（問 33-1_3） 

 

数表Ⅲ- 141 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(3)時差出勤制度の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 35.1 11.9 2.3 42.9 7.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 28.3 13.2 3.3 47.2 8.0 

101～300 人 1087 39.6 11.2 1.2 40.0 8.1 

301～500 人 217 40.6 11.3 1.3 40.0 6.9 

501～1,000 人 136 48.5 9.6 1.5 32.4 8.1 

1,001 人以上 126 60.5 6.2 1.2 28.4 3.7 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

35.1%

28.3%

39.6%

40.6%

48.5%

60.5%

11.9%

13.2%

11.2%

11.3%

9.6%

6.2%

42.9%

47.2%

40.0%

40.0%

32.4%

28.4%

7.8%

8.0%

8.1%

6.9%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 142 働き方改革の一環として実施している取組_時差出勤制度の導入 

：単数回答（問 33-1_3） 

 

数表Ⅲ- 142 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(3)時差出勤制度の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 35.1 11.9 2.3 42.9 7.8 

業
種
別 

建設業 201 24.5 10.9 0.7 57.4 6.6 

製造業 745 33.7 13.2 5.4 41.0 6.7 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 58.1 3.3 4.4 6.9 27.3 

情報通信業 132 55.6 22.8 0.0 15.2 6.4 

運輸業，郵便業 259 41.0 17.3 1.6 32.6 7.5 

卸売業，小売業 407 43.7 8.7 1.0 38.6 7.9 

金融業，保険業 76 62.9 2.8 0.0 28.8 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 40.1 12.1 2.4 33.3 12.1 

教育，学習支援業 193 42.0 9.4 0.0 39.7 9.0 

医療，福祉 586 15.6 10.0 2.6 63.7 8.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 42.8 13.5 0.0 36.6 7.1 

その他 142 31.7 11.4 2.9 42.2 11.8 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

35.1%

24.5%

33.7%

58.1%

55.6%

41.0%

43.7%

62.9%

40.1%

42.0%

15.6%

42.8%

31.7%

11.9%

10.9%

13.2%

22.8%

17.3%

8.7%

12.1%

9.4%

10.0%

13.5%

11.4%

5.4%

42.9%

57.4%

41.0%

6.9%

15.2%

32.6%

38.6%

28.8%

33.3%

39.7%

63.7%

36.6%

42.2%

7.8%

6.6%

6.7%

27.3%

6.4%

7.5%

7.9%

5.5%

12.1%

9.0%

8.0%

7.1%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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④ フレックスタイム制の導入 

働き方改革の一環として実施している取組について、フレックスタイム制の導入をみると、「全体」

では、「行っておらず、検討もしていない」が 61.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「行ってい

る」が 15.6％、「行っていないが検討中」が 12.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 143 働き方改革の一環として実施している取組_フレックスタイム制の導入 

：単数回答（問 33-1_4） 

 

数表Ⅲ- 143 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(4)フレックスタイム制の導

入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 15.6 12.4 2.4 61.9 7.7 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 12.3 11.8 1.9 66.0 8.0 

101～300 人 1087 15.0 13.8 2.7 60.4 8.1 

301～500 人 217 23.1 12.5 2.5 54.4 7.5 

501～1,000 人 136 20.6 9.6 5.9 59.6 4.4 

1,001 人以上 126 46.3 11.1 1.9 37.7 3.1 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

15.6%

12.3%

15.0%

23.1%

20.6%

46.3%

12.4%

11.8%

13.8%

12.5%

9.6%

11.1%

5.9%

61.9%

66.0%

60.4%

54.4%

59.6%

37.7%

7.7%

8.0%

8.1%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 144 働き方改革の一環として実施している取組_フレックスタイム制の導入 

：単数回答（問 33-1_4） 

 

数表Ⅲ- 144 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(4)フレックスタイム制の導

入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 15.6 12.4 2.4 61.9 7.7 

業
種
別 

建設業 201 14.5 10.9 0.0 67.7 7.0 

製造業 745 16.8 12.2 3.6 63.3 4.1 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 37.5 18.0 0.0 30.9 13.6 

情報通信業 132 45.0 19.0 3.2 29.7 3.2 

運輸業，郵便業 259 18.8 13.8 2.8 57.0 7.5 

卸売業，小売業 407 8.8 14.2 4.1 64.3 8.7 

金融業，保険業 76 10.2 3.8 1.3 73.7 11.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 9.0 18.6 0.0 60.3 12.1 

教育，学習支援業 193 8.0 5.9 8.0 68.5 9.7 

医療，福祉 586 4.6 6.6 0.7 79.0 9.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 30.5 19.8 0.0 40.4 9.2 

その他 142 15.5 17.5 0.0 55.1 11.8 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

15.6%

14.5%

16.8%

37.5%

45.0%

18.8%

8.8%

10.2%

9.0%

8.0%

30.5%

15.5%

12.4%

10.9%

12.2%

18.0%

19.0%

13.8%

14.2%

18.6%

5.9%

6.6%

19.8%

17.5%

8.0%

61.9%

67.7%

63.3%

30.9%

29.7%

57.0%

64.3%

73.7%

60.3%

68.5%

79.0%

40.4%

55.1%

7.7%

7.0%

13.6%

7.5%

8.7%

11.0%

12.1%

9.7%

9.0%

9.2%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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⑤ テレワーク、サテライトオフィスでの勤務 

働き方改革の一環として実施している取組について、テレワーク、サテライトオフィスでの勤務を

みると、「全体」では「行っておらず、検討もしていない」が 52.2％でもっとも回答割合が高く、次

いで「行っている」が 22.8％、「行っていないが検討中」が 16.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 145 働き方改革の一環として実施している取組_テレワーク、サテライトオフィスでの 

勤務：単数回答（問 33-1_5） 

 

数表Ⅲ- 145 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(5)テレワーク、サテライトオ

フィスでの勤務 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 22.8 16.6 0.9 52.2 7.5 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 18.4 17.0 0.9 56.6 7.1 

101～300 人 1087 24.2 15.4 0.8 50.8 8.8 

301～500 人 217 22.5 18.1 0.6 50.0 8.8 

501～1,000 人 136 38.2 15.4 2.2 39.7 4.4 

1,001 人以上 126 50.6 19.8 1.2 25.9 2.5 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

22.8%

18.4%

24.2%

22.5%

38.2%

50.6%

16.6%

17.0%

15.4%

18.1%

15.4%

19.8%

52.2%

56.6%

50.8%

50.0%

39.7%

25.9%

7.5%

7.1%

8.8%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 146 働き方改革の一環として実施している取組_テレワーク、サテライトオフィスでの 

勤務：単数回答（問 33-1_5） 

 

数表Ⅲ- 146 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(5)テレワーク、サテライト

オフィスでの勤務 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 22.8 16.6 0.9 52.2 7.5 

業
種
別 

建設業 201 19.5 17.7 0.0 56.3 6.6 

製造業 745 26.6 19.2 1.4 49.5 3.3 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 26.4 29.5 0.0 16.9 27.3 

情報通信業 132 75.4 12.2 5.8 3.4 3.2 

運輸業，郵便業 259 16.6 13.6 0.0 62.2 7.5 

卸売業，小売業 407 22.0 14.2 0.4 52.9 10.5 

金融業，保険業 76 17.2 28.4 0.0 49.0 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 13.4 10.6 0.0 64.0 12.1 

教育，学習支援業 193 31.6 18.3 0.0 36.3 13.7 

医療，福祉 586 5.0 10.2 0.1 76.0 8.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 26.3 23.8 2.2 39.4 8.3 

その他 142 31.7 14.7 1.0 46.2 6.4 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

22.8%

19.5%

26.6%

26.4%

75.4%

16.6%

22.0%

17.2%

13.4%

31.6%

5.0%

26.3%

31.7%

16.6%

17.7%

19.2%

29.5%

12.2%

13.6%

14.2%

28.4%

10.6%

18.3%

10.2%

23.8%

14.7%

5.8%

52.2%

56.3%

49.5%

16.9%

62.2%

52.9%

49.0%

64.0%

36.3%

76.0%

39.4%

46.2%

7.5%

6.6%

27.3%

7.5%

10.5%

5.5%

12.1%

13.7%

8.7%

8.3%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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⑥ 在宅勤務制度（テレワーク、サテライトでの勤務は除く）の導入 

働き方改革の一環として実施している取組について、在宅勤務制度（テレワーク、サテライトでの

勤務は除く）の導入をみると、「全体」では「行っておらず、検討もしていない」が 56.2％でもっと

も回答割合が高く、次いで「行っている」が 19.6％、「行っていないが検討中」が 14.9％となってい

る。 

 

図表Ⅲ- 147 働き方改革の一環として実施している取組_在宅勤務制度の導入 

（テレワーク、サテライトでの勤務は除く）：単数回答（問 33-1_6） 

 

数表Ⅲ- 147 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(6)在宅勤務制度（テレワー

ク、サテライトでの勤務は除く）の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 19.6 14.9 1.3 56.2 7.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 15.1 11.3 2.4 63.7 7.5 

101～300 人 1087 19.2 20.0 0.0 52.3 8.5 

301～500 人 217 23.8 16.3 0.0 50.0 10.0 

501～1,000 人 136 35.3 12.5 2.2 41.9 8.1 

1,001 人以上 126 57.4 17.9 0.6 19.8 4.3 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

19.6%

15.1%

19.2%

23.8%

35.3%

57.4%

14.9%

11.3%

20.0%

16.3%

12.5%

17.9%

56.2%

63.7%

52.3%

50.0%

41.9%

19.8%

7.9%

7.5%

8.5%

10.0%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 148 働き方改革の一環として実施している取組_在宅勤務制度の導入 

（テレワーク、サテライトでの勤務は除く）：単数回答（問 33-1_6） 

 

数表Ⅲ- 148 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(6)在宅勤務制度（テレワ

ーク、サテライトでの勤務は除く）の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 19.6 14.9 1.3 56.2 7.9 

業
種
別 

建設業 201 11.7 27.7 3.8 49.6 7.2 

製造業 745 23.7 18.2 1.0 52.8 4.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 65.1 7.7 0.0 0.0 27.3 

情報通信業 132 60.8 17.0 5.8 6.9 9.6 

運輸業，郵便業 259 16.1 13.1 0.0 62.5 8.2 

卸売業，小売業 407 16.2 14.9 0.4 60.0 8.5 

金融業，保険業 76 26.9 12.1 0.0 55.5 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 10.9 3.6 0.0 73.4 12.1 

教育，学習支援業 193 22.1 13.6 4.0 51.3 9.0 

医療，福祉 586 3.4 9.8 0.3 77.8 8.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 24.6 16.3 2.2 48.6 8.3 

その他 142 26.5 9.4 0.0 49.2 14.8 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

19.6%

11.7%

23.7%

65.1%

60.8%

16.1%

16.2%

26.9%

10.9%

22.1%

24.6%

26.5%

14.9%

27.7%

18.2%

7.7%

17.0%

13.1%

14.9%

12.1%

13.6%

9.8%

16.3%

9.4%

5.8%

56.2%

49.6%

52.8%

6.9%

62.5%

60.0%

55.5%

73.4%

51.3%

77.8%

48.6%

49.2%

7.9%

7.2%

27.3%

9.6%

8.2%

8.5%

5.5%

12.1%

9.0%

8.7%

8.3%

14.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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⑦ 短日勤務制度（週休 3日制等）の導入 

働き方改革の一環として実施している取組について、短日勤務制度（週休 3日制等）をみると、「全

体」では「行っておらず、検討もしていない」が 78.8％でもっとも回答割合が高く、次いで「行って

いないが検討中」が 6.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 149 働き方改革の一環として実施している取組_短時間勤務制度（週休 3日制等）の導入 

：単数回答（問 33-1_7） 

 

数表Ⅲ- 149 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(7)短日勤務制度（週休 3

日制等）の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 5.2 6.9 0.3 78.8 8.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 5.2 6.1 0.0 79.7 9.0 

101～300 人 1087 3.8 8.1 0.8 78.1 9.2 

301～500 人 217 3.8 6.3 0.6 79.4 10.0 

501～1,000 人 136 8.8 5.9 0.0 79.4 5.9 

1,001 人以上 126 16.0 9.3 0.0 71.0 3.7 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

5.2%

5.2%

8.8%

16.0%

6.9%

6.1%

8.1%

6.3%

5.9%

9.3%

78.8%

79.7%

78.1%

79.4%

79.4%

71.0%

8.8%

9.0%

9.2%

10.0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 150 働き方改革の一環として実施している取組_短時間勤務制度（週休 3日制等）の導入 

：単数回答（問 33-1_7） 

 

数表Ⅲ- 150 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(7)短日勤務制度（週休 3

日制等）の導入 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 5.2 6.9 0.3 78.8 8.8 

業
種
別 

建設業 201 9.7 8.0 0.0 75.4 7.0 

製造業 745 4.5 5.1 0.0 84.6 5.7 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 13.6 0.0 0.0 59.1 27.3 

情報通信業 132 18.6 8.0 0.0 58.5 14.8 

運輸業，郵便業 259 6.0 9.8 0.0 76.3 7.9 

卸売業，小売業 407 4.7 8.7 0.0 75.8 10.9 

金融業，保険業 76 0.0 22.6 0.0 71.9 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 13.3 0.0 74.6 12.1 

教育，学習支援業 193 8.6 0.0 0.7 81.0 9.7 

医療，福祉 586 3.5 3.7 0.7 83.4 8.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 3.2 11.5 1.2 74.6 9.5 

その他 142 1.5 5.4 0.0 81.2 11.8 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

5.2%

9.7%

13.6%

18.6%

6.0%

8.6%

6.9%

8.0%

5.1%

8.0%

9.8%

8.7%

22.6%

13.3%

11.5%

5.4%

78.8%

75.4%

84.6%

59.1%

58.5%

76.3%

75.8%

71.9%

74.6%

81.0%

83.4%

74.6%

81.2%

8.8%

7.0%

5.7%

27.3%

14.8%

7.9%

10.9%

5.5%

12.1%

9.7%

8.7%

9.5%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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⑧ 退職者の再雇用制度の導入（定年後の再雇用制度は除く） 

働き方改革の一環として実施している取組について、退職者の再雇用制度の導入（定年後の再雇用

制度は除く）をみると、「全体」では「行っておらず、検討もしていない」が 48.9％でもっとも回答

割合が高く、次いで「行っている」が 34.3％、「行っていないが検討中」が 7.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 151 働き方改革の一環として実施している取組_退職者の再雇用制度の導入 

（定年後の再雇用制度は除く）：単数回答（問 33-1_8） 

 

数表Ⅲ- 151 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(8)退職者の再雇用制度の

導入（定年後の再雇用制度は除く） 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしていな

い 

無回答 

 全 体 3195 34.3 7.9 1.9 48.9 7.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 33.0 7.1 1.4 51.9 6.6 

101～300 人 1087 33.5 8.8 3.1 46.9 7.7 

301～500 人 217 31.9 8.8 0.0 50.6 8.8 

501～1,000 人 136 37.5 12.5 1.5 42.6 5.9 

1,001 人以上 126 59.9 4.9 1.2 30.9 3.1 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

34.3%

33.0%

33.5%

31.9%

37.5%

59.9%

7.9%

7.1%

8.8%

8.8%

12.5%

48.9%

51.9%

46.9%

50.6%

42.6%

30.9%

7.0%

6.6%

7.7%

8.8%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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図表Ⅲ- 152 働き方改革の一環として実施している取組_退職者の再雇用制度の導入 

（定年後の再雇用制度は除く）：単数回答（問 33-1_8） 

 
数表Ⅲ- 152 

  合計 

問 33-1.働き方改革の一環として実施している取組(8)退職者の再雇用制度

の導入（定年後の再雇用制度は除く） 

行っている 
行っていない

が検討中 

以前行ってい

たが、現在は

実施していな

い 

行っておらず、

検討もしてい

ない 

無回答 

 全 体 3195 34.3 7.9 1.9 48.9 7.0 

業
種
別 

建設業 201 20.2 7.6 0.0 65.6 6.6 

製造業 745 30.6 10.2 2.3 52.7 4.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 11.6 13.6 0.0 47.5 27.3 

情報通信業 132 33.4 15.3 3.2 39.1 9.0 

運輸業，郵便業 259 42.1 3.5 1.9 44.9 7.5 

卸売業，小売業 407 33.4 5.3 1.5 51.8 8.0 

金融業，保険業 76 38.1 7.7 0.0 48.7 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 46.8 8.1 18.6 14.3 12.1 

教育，学習支援業 193 28.5 0.5 0.0 61.2 9.7 

医療，福祉 586 47.1 9.3 1.3 35.4 6.9 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 31.3 8.1 2.4 53.1 5.1 

その他 142 25.0 5.4 0.0 57.7 11.8 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

34.3%

20.2%

30.6%

11.6%

33.4%

42.1%

33.4%

38.1%

46.8%

28.5%

47.1%

31.3%

25.0%

7.9%

7.6%

10.2%

13.6%

15.3%

5.3%

7.7%

8.1%

9.3%

8.1%

5.4%

18.6%

48.9%

65.6%

52.7%

47.5%

39.1%

44.9%

51.8%

48.7%

14.3%

61.2%

35.4%

53.1%

57.7%

7.0%

6.6%

27.3%

9.0%

7.5%

8.0%

5.5%

12.1%

9.7%

6.9%

5.1%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていないが検討中

以前行っていたが、現在は実施していない 行っておらず、検討もしていない

無回答
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(2) 制度利用が可能な事由の有無 

① 時間単位の休暇制度 

時間単位の休暇制度の導入を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有無をみると、「全

体」では「特にない（全社員対象）」が 82.9％、「ある（育児や介護等）」が 8.0％、「ある（部門や職

種等）」が 5.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 153 制度利用が可能な事由の有無_時間単位の休暇制度：単数回答（問 33-2_2） 

 

数表Ⅲ- 153 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(2)時間単位の休暇制

度 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 1530 82.9 8.0 5.0 4.1 

従
業
員
規
模
別 
51～100 人 761 83.8 8.1 4.0 4.0 

101～300 人 510 82.0 7.4 5.7 4.9 

301～500 人 108 83.8 7.5 6.3 2.5 

501～1,000 人 68 80.9 7.4 8.8 2.9 

1,001 人以上 83 80.4 13.1 4.7 1.9 

 

※問 33-1_2）時間単位の休暇制度の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=1530)

51～100人
　 (n=761)

101～300人
　 (n=510)

301～500人
　 (n=108)

501～1,000人
　 (n=68)

1,001人以上
　 (n=83)

従
業
員
規
模
別

82.9%

83.8%

82.0%

83.8%

80.9%

80.4%

8.0%

8.1%

7.4%

7.5%

7.4%

13.1%

5.0%

5.7%

6.3%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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② 時差出勤制度 

時差出勤制度の導入を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有無をみると、「全体」で

は「特にない（全社員対象）」が 60.4％、「ある（部門や職種等）」が 21.8％、「ある（育児や介護等）」

が 14.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 154 制度利用が可能な事由の有無_時差出勤制度：単数回答（問 33-2_3） 

 

数表Ⅲ- 154 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(3)時差出勤制度 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 1122 60.4 14.0 21.8 3.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 461 61.7 16.7 18.3 3.3 

101～300 人 431 61.2 12.6 21.4 4.9 

301～500 人 88 56.9 10.8 29.2 3.1 

501～1,000 人 66 59.1 7.6 28.8 4.5 

1,001 人以上 76 53.1 14.3 30.6 2.0 

 

※問 33-1_3）時差出勤制度の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=1122)

51～100人
　 (n=461)

101～300人
　 (n=431)

301～500人
　 (n=88)

501～1,000人
　 (n=66)

1,001人以上
　 (n=76)

従
業
員
規
模
別

60.4%

61.7%

61.2%

56.9%

59.1%

53.1%

14.0%

16.7%

12.6%

10.8%

7.6%

14.3%

21.8%

18.3%

21.4%

29.2%

28.8%

30.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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③ フレックスタイム制 

フレックスタイム制の導入を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有無をみると、「全

体」では「特にない（全社員対象）」が 51.0％、「ある（部門や職種等）」が 40.6％となっている。 

 

図表Ⅲ- 155 制度利用が可能な事由の有無_フレックスタイム制：単数回答（問 33-2_4） 

 

数表Ⅲ- 155 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(4)フレックスタイム制 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 499 51.0 4.3 40.6 4.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 200 69.2 3.8 26.9 0.0 

101～300 人 163 41.0 2.6 46.2 10.3 

301～500 人 50 32.4 2.7 59.5 5.4 

501～1,000 人 28 42.9 10.7 46.4 0.0 

1,001 人以上 58 36.0 9.3 53.3 1.3 

 

※問 33-1_4）フレックスタイム制の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=499)

51～100人
　 (n=200)

101～300人
　 (n=163)

301～500人
　 (n=50)

501～1,000人
　 (n=28)

1,001人以上
　 (n=58)

従
業
員
規
模
別

51.0%

69.2%

41.0%

32.4%

42.9%

36.0%

10.7%

9.3%

40.6%

26.9%

46.2%

59.5%

46.4%

53.3%

10.3%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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④ テレワーク、サテライトオフィスでの勤務 

テレワーク、サテライトオフィスでの勤務を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有

無をみると、「全体」では「特にない（全社員対象）」が 45.1％、「ある（部門や職種等）」が 42.4％と

なっている。 

 

図表Ⅲ- 156 制度利用が可能な事由の有無_テレワーク、サテライトオフィスでの勤務 

：単数回答（問 33-2_5） 

 

数表Ⅲ- 156 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(5)テレワーク、サテライ

トオフィスでの勤務 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 727 45.1 6.2 42.4 6.4 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 300 51.3 7.7 30.8 10.3 

101～300 人 263 41.3 6.3 49.2 3.2 

301～500 人 49 41.7 0.0 50.0 8.3 

501～1,000 人 52 34.6 3.8 59.6 1.9 

1,001 人以上 64 42.7 4.9 48.8 3.7 

 

※問 33-1_5）テレワーク、サテライトオフィスでの勤務で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

 

  

全　体 (n=727)

51～100人
　 (n=300)

101～300人
　 (n=263)

301～500人
　 (n=49)

501～1,000人
　 (n=52)

1,001人以上
　 (n=64)

従
業
員
規
模
別

45.1%

51.3%

41.3%

41.7%

34.6%

42.7%

6.2%

7.7%

6.3%

42.4%

30.8%

49.2%

50.0%

59.6%

48.8%

6.4%

10.3%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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⑤ 在宅勤務制度（テレワーク、サテライトオフィスでの勤務は除く） 

在宅勤務制度の導入を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有無をみると、「全体」で

は、「特にない（全社員対象）」が 45.6％、「ある（部門や職種等）」が 44.1％、「ある（育児や介護等）」

が 8.7％となっている。 

 

図表Ⅲ- 157 制度利用が可能な事由の有無_在宅勤務制度 

（テレワーク、サテライトオフィスでの勤務は除く）：単数回答（問 33-2_6） 

 

数表Ⅲ- 157 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(6)在宅勤務制度（（テ

レワーク、サテライトオフィスでの勤務は除く） 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 627 45.6 8.7 44.1 1.6 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 246 50.0 9.4 37.5 3.1 

101～300 人 209 42.0 8.0 50.0 0.0 

301～500 人 51 47.4 13.2 39.5 0.0 

501～1,000 人 48 37.5 4.2 58.3 0.0 

1,001 人以上 72 45.2 8.6 43.0 3.2 

 

※問 33-1_6）在宅勤務制度の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=627)

51～100人
　 (n=246)

101～300人
　 (n=209)

301～500人
　 (n=51)

501～1,000人
　 (n=48)

1,001人以上
　 (n=72)

従
業
員
規
模
別

45.6%

50.0%

42.0%

47.4%

37.5%

45.2%

8.7%

9.4%

8.0%

13.2%

8.6%

44.1%

37.5%

50.0%

39.5%

58.3%

43.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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⑥ 短日勤務制度（週休 3日制等） 

短日勤務制度（週休 3日制等）の導入を行っている企業について、制度利用が可能な事由の有無を

みると、「全体」では「特にない（全社員対象）」が 47.8％、「ある（部門や職種等）」が 30.9％、「あ

る（育児や介護等）」が 19.0％となっている。 

 

図表Ⅲ- 158 制度利用が可能な事由の有無_短日勤務制度（週休 3日制等）：単数回答（問 33-2_7） 

 

数表Ⅲ- 158 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(7)短日勤務制度（週休

3日制等） 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 167 47.8 19.0 30.9 2.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 85 63.6 9.1 27.3 0.0 

101～300 人 42 40.0 20.0 40.0 0.0 

301～500 人 8 50.0 16.7 33.3 0.0 

501～1,000 人 12 16.7 41.7 16.7 25.0 

1,001 人以上 20 15.4 46.2 34.6 3.8 

 

※問 33-1_7）短日勤務制度（週休 3日制等）の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=167)

51～100人
　 (n=85)

101～300人
　 (n=42)

301～500人
　 (n=8)

501～1,000人
　 (n=12)

1,001人以上
　 (n=20)

従
業
員
規
模
別

47.8%

63.6%

40.0%

50.0%

16.7%

15.4%

19.0%

9.1%

20.0%

16.7%

41.7%

46.2%

30.9%

27.3%

40.0%

33.3%

16.7%

34.6%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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⑦ 退職者の再雇用制度（定年後の再雇用制度は除く） 

退職者の再雇用制度（定年後の再雇用制度は除く）の導入を行っている企業について、制度利用が

可能な事由の有無をみると、「全体」では「特にない（全社員対象）」が 81.1％、「ある（部門や職種

等）」が 8.1％、「ある（育児や介護等）」が 5.9％となっている。 

 

図表Ⅲ- 159 制度利用が可能な事由の有無_退職者の再雇用制度（定年後の再雇用制度は除く） 

：単数回答（問 33-2_8） 

 

数表Ⅲ- 159 

  合計 

問 33-2.制度利用が可能な事由の有無(8)退職者の再雇用制

度（定年後の再雇用制度は除く） 

特にない（全社

員対象） 

ある（育児や介

護等） 

ある（部門や職

種等） 
無回答 

 全 体 1097 81.1 5.9 8.1 4.8 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 538 85.7 1.4 7.1 5.7 

101～300 人 364 81.6 8.0 6.9 3.4 

301～500 人 69 74.5 5.9 13.7 5.9 

501～1,000 人 51 72.5 7.8 13.7 5.9 

1,001 人以上 75 57.7 26.8 12.4 3.1 

 

※問 33-1_8）退職者の再雇用制度の導入で「1.行っている」を選択した回答者を集計対象とする。 

  

全　体 (n=1097)

51～100人
　 (n=538)

101～300人
　 (n=364)

301～500人
　 (n=69)

501～1,000人
　 (n=51)

1,001人以上
　 (n=75)

従
業
員
規
模
別

81.1%

85.7%

81.6%

74.5%

72.5%

57.7%

5.9%

8.0%

5.9%

7.8%

26.8%

8.1%

7.1%

6.9%

13.7%

13.7%

12.4%

5.7%

5.9%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特にない（全社員対象） ある（育児や介護等） ある（部門や職種等）

無回答
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(3) 育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無 

① 無期契約労働者（正社員等） 

育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無について、無期契約労働者（正社員等）をみ

ると、「全体」では「ある」が 40.7％でもっとも回答割合が高く、次いで「まあある」が 37.1％、「あ

まりない」が 9.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 160 育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 34①） 

 

数表Ⅲ- 160 

  合計 

問 34.育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無①無期契約労働者

（正社員等） 

ある まあある あまりない ない 
わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 40.7 37.1 9.1 1.7 5.7 3.8 2.0 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 36.3 36.3 9.0 2.4 7.5 5.7 2.8 

101～300 人 1087 43.1 38.5 10.0 1.2 3.8 2.7 0.8 

301～500 人 217 50.0 36.3 7.5 0.0 4.4 0.0 1.9 

501～1,000 人 136 47.8 36.0 10.3 0.7 2.9 0.0 2.2 

1,001 人以上 126 53.1 38.9 4.3 0.6 2.5 0.0 0.6 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

40.7%

36.3%

43.1%

50.0%

47.8%

53.1%

37.1%

36.3%

38.5%

36.3%

36.0%

38.9%

9.1%

9.0%

10.0%

7.5%

10.3%

5.7%

7.5% 5.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあある あまりない ない

わからない 対象者がいない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 161 育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無_無期契約労働者（正社員等） 

：単数回答（問 34①） 

 

数表Ⅲ- 161 

  合計 

問 34.育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無①無期契約労働

者（正社員等） 

ある まあある あまりない ない 
わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 40.7 37.1 9.1 1.7 5.7 3.8 2.0 

業
種
別 

建設業 201 32.5 32.4 10.1 0.0 9.7 7.6 7.6 

製造業 745 28.0 48.5 13.7 1.0 4.1 3.1 1.5 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 82.0 18.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

情報通信業 132 38.1 40.7 3.2 0.0 18.1 0.0 0.0 

運輸業，郵便業 259 26.1 32.2 17.7 3.6 8.0 9.4 3.0 

卸売業，小売業 407 39.0 39.3 8.4 1.9 7.2 2.9 1.3 

金融業，保険業 76 53.6 41.5 3.1 0.0 1.8 0.0 0.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 25.2 23.9 30.7 6.6 13.6 0.0 0.0 

教育，学習支援業 193 60.8 31.9 2.9 4.0 0.4 0.0 0.0 

医療，福祉 586 61.1 31.5 0.9 0.0 2.6 1.3 2.4 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 34.0 35.4 11.1 0.2 7.0 10.0 2.4 

その他 142 47.9 25.3 8.4 10.8 4.6 2.9 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

40.7%

32.5%

28.0%

82.0%

38.1%

26.1%

39.0%

53.6%

25.2%

60.8%

61.1%

34.0%

47.9%

37.1%

32.4%

48.5%

18.0%

40.7%

32.2%

39.3%

41.5%

23.9%

31.9%

31.5%

35.4%

25.3%

9.1%

10.1%

13.7%

17.7%

8.4%

30.7%

11.1%

8.4%

6.6%

10.8%

5.7%

9.7%

18.1%

8.0%

7.2%

13.6%

7.0%

7.6%

9.4%

10.0%

7.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあある あまりない ない

わからない 対象者がいない 無回答
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② 有期契約労働者 

育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無について、有期契約労働者をみると、「全体」

では「対象者がいない」が 29.9％でもっとも回答割合が高く、次いで「ある」が 27.4％、「まあある」

が 21.4％となっている。 

 

図表Ⅲ- 162 育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無_有期契約労働者 

：単数回答（問 34②） 

 

数表Ⅲ- 162 

  合計 

問 34.育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無②有期契約労働者 

ある まあある あまりない ない 
わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 27.4 21.4 7.5 1.6 6.1 29.9 6.1 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 22.2 16.0 7.1 1.9 6.6 39.6 6.6 

101～300 人 1087 30.0 26.5 8.1 1.5 5.4 22.3 6.2 

301～500 人 217 37.5 28.8 7.5 0.6 5.6 16.3 3.8 

501～1,000 人 136 36.8 25.7 8.8 1.5 6.6 16.9 3.7 

1,001 人以上 126 45.1 29.6 6.2 0.6 5.6 8.0 4.9 

 

  

全　体 (n=3195)

51～100人
　 (n=1630)

101～300人
　 (n=1087)

301～500人
　 (n=217)

501～1,000人
　 (n=136)

1,001人以上
　 (n=126)

従
業
員
規
模
別

27.4%

22.2%

30.0%

37.5%

36.8%

45.1%

21.4%

16.0%

26.5%

28.8%

25.7%

29.6%

7.5%

7.1%

8.1%

7.5%

8.8%

6.2%

6.1%

6.6%

5.4%

5.6%

6.6%

5.6%

29.9%

39.6%

22.3%

16.3%

16.9%

8.0%

6.1%

6.6%

6.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあある あまりない ない

わからない 対象者がいない 無回答
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（業種別） 

図表Ⅲ- 163 育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無_有期契約労働者 

：単数回答（問 34②） 

 

数表Ⅲ- 163 

  合計 

問 34.育児のために休暇・休業を取得しやすい雰囲気の有無②有期契約労働者

ある まあある あまりない ない 
わからな

い 

対象者が

いない 
無回答 

 全 体 3195 27.4 21.4 7.5 1.6 6.1 29.9 6.1 

業
種
別 

建設業 201 10.8 8.9 8.7 2.1 6.4 47.2 16.0 

製造業 745 15.1 23.4 10.2 1.8 3.7 41.1 4.7 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 60.6 4.4 0.0 0.0 0.0 34.9 0.0 

情報通信業 132 17.9 26.7 3.2 0.0 21.3 19.3 11.7 

運輸業，郵便業 259 18.0 13.5 16.3 1.6 6.6 31.9 12.1 

卸売業，小売業 407 23.7 25.8 8.1 1.9 9.1 26.5 4.9 

金融業，保険業 76 31.4 21.3 0.0 1.3 1.8 38.8 5.5 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 20.2 21.1 24.1 6.6 13.6 6.6 7.8 

教育，学習支援業 193 51.1 27.2 2.9 0.0 4.7 14.1 0.0 

医療，福祉 586 47.9 20.7 2.0 0.0 3.0 22.8 3.6 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 27.5 22.3 9.0 0.0 8.2 24.5 8.5 

その他 142 27.1 20.9 1.5 11.8 4.6 34.1 0.0 

 

  

全　体 (n=3195)

建設業
　 (n=201)

製造業
　 (n=745)

情報通信業
　 (n=132)

運輸業，郵便業
　 (n=259)

卸売業，小売業
　 (n=407)

金融業，保険業
　 (n=76)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=64)

教育，学習支援業
　 (n=193)

医療，福祉
　 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業
　 (n=351)

その他
　 (n=142)

業
種
別

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，

不動産業，物品賃貸業 (n=31)

27.4%

10.8%

15.1%

60.6%

17.9%

18.0%

23.7%

31.4%

20.2%

51.1%

47.9%

27.5%

27.1%

21.4%

8.9%

23.4%

26.7%

13.5%

25.8%

21.3%

21.1%

27.2%

20.7%

22.3%

20.9%

7.5%

8.7%

10.2%

16.3%

8.1%

24.1%

9.0%

6.6%

11.8%

6.1%

6.4%

21.3%

6.6%

9.1%

13.6%

8.2%

29.9%

47.2%

41.1%

34.9%

19.3%

31.9%

26.5%

38.8%

6.6%

14.1%

22.8%

24.5%

34.1%

6.1%

16.0%

11.7%

12.1%

5.5%

7.8%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある まあある あまりない ない

わからない 対象者がいない 無回答
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(4) 仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果 

仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果をみると、「全体」では「正社員の定着率の向

上」が 47.0％でもっとも回答割合が高く、次いで「社員の育児の両立に関する理解促進」が 31.9％、

「社員のモチベーション・会社への貢献意欲の向上」が 23.1％となっている。 

 

図表Ⅲ- 164 仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果：複数回答（問 35） 

 

正社員の新卒者の確保

正社員の中途採用者の確保

有期契約労働者の確保

正社員の定着率の向上

有期契約労働者の定着率の向上

育児中の社員の能力発揮

育児経験の業務への活用

全社員の働き方の見直し

社員の育児の両立に関する理解促進

生産性の向上、業務効率化の推進

社員の心身の健康確保・ストレス低減

社員のモチベーション・会社への貢献意欲の向上

企業イメージの向上

商品・サービスの売上の向上

その他

特にない、わからない

特に仕事と育児の両立支援は実施していない

無回答

17.6%

16.4%

7.8%

47.0%

13.1%

10.6%

6.4%

15.6%

31.9%

5.3%

19.1%

23.1%

16.4%

19.8%

5.2%

10.8%

11.3%

5.2%

41.5%

8.5%

7.1%

12.3%

25.0%

17.0%

18.9%

11.8%

22.6%

7.1%

5.7%

20.8%

20.8%

10.4%

48.8%

16.9%

12.3%

8.1%

18.8%

36.5%

6.2%

19.2%

25.8%

20.4%

20.0%

30.0%

23.8%

10.6%

61.3%

19.4%

13.8%

10.0%

14.4%

40.6%

6.3%

25.6%

30.0%

22.5%

11.9%

33.1%

20.6%

8.8%

58.1%

20.6%

14.0%

10.3%

17.6%

41.9%

6.6%

21.3%

29.4%

22.1%

11.0%

40.7%

28.4%

13.0%

65.4%

20.4%

31.5%

21.0%

30.2%

54.3%

20.4%

32.7%

35.2%

24.7%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
51～100人

101～300人

301～500人

501～1,000人
1,001人以上

全 体 (n=3195)

101～300人 (n=1087)

301～500人 (n=217)

501～1,000人 (n=136)

1,001人以上 (n=126)

51～100人 (n=1630)
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数表Ⅲ- 164 

  合計 

問 35.仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果 

正社員の

新卒者の

確保 

正社員の

中途採用

者の確保 

有期契約

労働者の

確保 

正社員の

定着率の

向上 

有期契約

労働者の

定着率の

向上 

育児中の

社員の能

力発揮 

育児経験

の業務へ

の活用 

全社員の

働き方の

見直し 

社員の育

児の両立

に関する

理解促進 

 全 体 3195 17.6 16.4 7.8 47.0 13.1 10.6 6.4 15.6 31.9 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 10.8 11.3 5.2 41.5 8.5 7.1 3.3 12.3 25.0 

101～300 人 1087 20.8 20.8 10.4 48.8 16.9 12.3 8.1 18.8 36.5 

301～500 人 217 30.0 23.8 10.6 61.3 19.4 13.8 10.0 14.4 40.6 

501～1,000 人 136 33.1 20.6 8.8 58.1 20.6 14.0 10.3 17.6 41.9 

1,001 人以上 126 40.7 28.4 13.0 65.4 20.4 31.5 21.0 30.2 54.3 
            

  合計 

生産性の

向上、業

務効率化

の推進 

社員の心

身の健康

確保・スト

レス低減 

社員のモ

チベーシ

ョン・会社

への貢献

意欲の向

上 

企業イメ

ージの向

上 

商品・サ

ービスの

売上の向

上 

その他 

特にな

い、わか

らない 

特に仕事

と育児の

両立支援

は実施し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 5.3 19.1 23.1 16.4 0.1 0.7 19.8 5.2 4.3 

従
業
員
規
模
別 

51～100 人 1630 3.3 17.0 18.9 11.8 0.0 0.5 22.6 7.1 5.7 

101～300 人 1087 6.2 19.2 25.8 20.4 0.0 1.2 20.0 3.8 2.7 

301～500 人 217 6.3 25.6 30.0 22.5 1.3 0.0 11.9 2.5 2.5 

501～1,000 人 136 6.6 21.3 29.4 22.1 0.0 0.7 11.0 0.7 3.7 

1,001 人以上 126 20.4 32.7 35.2 24.7 1.2 0.0 5.6 3.1 3.1 
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（業種別） 

図表Ⅲ- 165 仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果：複数回答（問 35）

 

正社員の新卒者の確保

正社員の中途採用者の確保

有期契約労働者の確保

正社員の定着率の向上

有期契約労働者の定着率の向上

育児中の社員の能力発揮

育児経験の業務への活用

全社員の働き方の見直し

社員の育児の両立に関する理解促進

生産性の向上、業務効率化の推進

社員の心身の健康確保・ストレス低減

社員のモチベーション・会社への貢献
意欲の向上

企業イメージの向上

商品・サービスの売上の向上

その他

特にない、わからない

特に仕事と育児の両立支援は実施し
ていない

無回答

17.6%

16.4%

7.8%

47.0%

13.1%

10.6%

6.4%

15.6%

31.9%

5.3%

19.1%

23.1%

16.4%

19.8%

5.2%

24.7%

16.4%

42.9%

7.8%

11.3%

23.6%

26.3%

11.5%

30.4%

22.1%

20.5%

26.0%

6.3%

10.5%

17.8%

16.8%

8.9%

42.8%

8.9%

9.1%

17.2%

29.7%

5.1%

23.0%

20.0%

22.4%

20.4%

65.1%

74.3%

65.1%

18.7%

16.9%

26.4%

18.7%

43.4%

19.4%

7.7%

26.6%

8.7%

58.7%

6.4%

22.3%

14.1%

7.5%

25.3%

8.9%

14.5%

13.7%

16.0%

19.0%

9.0%

9.3%

13.9%

9.1%

29.4%

13.8%

5.2%

11.4%

21.5%

14.7%

27.4%

12.8%

36.3%

8.9%

19.7%

10.2%

5.6%

44.6%

9.0%

7.3%

8.5%

12.5%

29.2%

6.2%

13.7%

20.1%

13.5%

23.2%

9.6%

28.7%

10.1%

67.6%

17.6%

30.9%

19.4%

15.2%

40.0%

13.9%

11.1%

23.5%

23.6%

14.6%

29.2%

14.5%

43.2%

10.2%

15.9%

7.8%

11.8%

18.7%

14.7%

15.9%

10.6%

13.6%

18.6%

20.2%

5.3%

43.3%

14.2%

13.4%

10.2%

23.8%

41.9%

30.8%

13.1%

16.7%

14.0%

17.7%

30.6%

14.3%

66.0%

22.8%

9.8%

10.9%

15.8%

37.0%

17.3%

28.1%

15.0%

10.3%

17.1%

12.4%

7.9%

37.2%

16.4%

12.9%

17.0%

39.2%

16.2%

30.6%

13.4%

21.6%

5.7%

8.2%

40.9%

10.6%

6.7%

6.4%

31.8%

14.3%

20.7%

21.9%

5.4%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体
建設業

製造業

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業

情報通信業
運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
教育，学習支援業
医療，福祉
その他ｻｰﾋﾞｽ業
その他

全 体 (n=3195)

製造業 (n=745)

情報通信業 (n=132)

運輸業，郵便業 (n=259)

建設業 (n=201)

卸売業，小売業 (n=407)

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 (n=64)

教育，学習支援業 (n=193)

医療，福祉 (n=586)

その他ｻｰﾋﾞｽ業 (n=351)

金融業，保険業 (n=76)

その他 (n=142)

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産業，物品賃貸業 (n=31)
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数表Ⅲ- 165 

  合計 

問 35.仕事と育児の両立支援を推進することで得られた効果 

正社員の

新卒者の

確保 

正社員の

中途採用

者の確保 

有期契約

労働者の

確保 

正社員の

定着率の

向上 

有期契約

労働者の

定着率の

向上 

育児中の

社員の能

力発揮 

育児経験

の業務へ

の活用 

全社員の

働き方の

見直し 

社員の育

児の両立

に関する

理解促進 

 全 体 3195 17.6 16.4 7.8 47.0 13.1 10.6 6.4 15.6 31.9 

業
種
別 

建設業 201 24.7 16.4 3.1 42.9 7.8 11.3 3.2 23.6 26.3 

製造業 745 17.8 16.8 8.9 42.8 8.9 9.1 1.7 17.2 29.7 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 65.1 74.3 0.0 65.1 3.3 18.7 2.5 16.9 26.4 

情報通信業 132 26.6 8.7 0.0 58.7 6.4 22.3 14.1 7.5 25.3 

運輸業，郵便業 259 9.3 13.9 9.1 29.4 13.8 5.2 1.9 11.4 21.5 

卸売業，小売業 407 19.7 10.2 5.6 44.6 9.0 7.3 8.5 12.5 29.2 

金融業，保険業 76 28.7 4.1 10.1 67.6 17.6 30.9 19.4 15.2 40.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 29.2 14.5 2.4 43.2 10.2 15.9 7.8 11.8 18.7 

教育，学習支援業 193 5.3 4.7 1.9 43.3 14.2 13.4 10.2 23.8 41.9 

医療，福祉 586 17.7 30.6 14.3 66.0 22.8 9.8 10.9 15.8 37.0 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 17.1 12.4 7.9 37.2 16.4 12.9 3.7 17.0 39.2 

その他 142 5.7 8.2 4.2 40.9 10.6 4.2 6.7 6.4 31.8 
            

  合計 

生産性の

向上、業

務効率化

の推進 

社員の心

身の健康

確保・スト

レス低減 

社員のモ

チベーシ

ョン・会社

への貢献

意欲の向

上 

企業イメ

ージの向

上 

商品・サ

ービスの

売上の向

上 

その他 

特にな

い、わか

らない 

特に仕事

と育児の

両立支援

は実施し

ていない 

無回答 

 全 体 3195 5.3 19.1 23.1 16.4 0.1 0.7 19.8 5.2 4.3 

業
種
別 

建設業 201 11.5 30.4 22.1 20.5 0.8 0.0 26.0 6.3 10.5 

製造業 745 5.1 23.0 20.0 22.4 0.0 1.0 20.4 4.1 3.2 
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業，不動産

業，物品賃貸業 31 2.5 18.7 43.4 19.4 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0 

情報通信業 132 8.9 14.5 13.7 16.0 0.0 0.0 19.0 9.0 0.0 

運輸業，郵便業 259 0.9 14.7 27.4 12.8 0.0 0.0 36.3 3.3 8.9 

卸売業，小売業 407 6.2 13.7 20.1 13.5 0.3 1.0 23.2 9.6 1.8 

金融業，保険業 76 13.9 11.1 23.5 23.6 1.8 0.0 14.6 0.0 1.0 

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 64 0.0 14.7 15.9 10.6 0.0 0.0 13.6 18.6 20.2 

教育，学習支援業 193 4.8 30.8 13.1 16.7 0.0 0.0 14.0 4.3 0.5 

医療，福祉 586 3.9 17.3 28.1 15.0 0.0 1.6 10.3 2.8 3.7 

その他ｻｰﾋﾞｽ業 351 3.8 16.2 30.6 13.4 0.0 0.0 21.6 4.7 4.6 

その他 142 4.4 14.3 20.7 3.0 0.0 0.0 21.9 5.4 5.4 
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(5) 仕事と育児等の両立を推進する上での新型コロナウイルス感染症の影響 

アンケートの最後に、仕事と育児等の両立を推進する上での新型コロナウイルス感染症の影響につ

いて自由記入欄を設けた。主な記入内容は以下のとおりである。 

 

○新型コロナウイルス感染症は、貴社における仕事と育児等の両立を推進する上で、どのような     

影響がありましたか。（問 36） 

 

小学校・保育所等の臨時休業に関すること 

・新型コロナウイルスの感染状況により、小学生や保育園児幼稚園児を持つ親が仕事を休まざる

をえない状況が生まれた。（事業所として、特別休暇制度（有給）を設けた。） 

・新型コロナウイルスの流行により、新たに「新型コロナウイルスに関連する特別休暇」を設立

し、小学校等の休務時に対応した。 

・休校休園に対応するため、それまで認めていなかった失効年次有給休暇の利用目的に追加。利

用した社員が多かった。 

・シフト勤務制度、在宅勤務制度を予定よりも早く導入したため、通勤時間の軽減など、育児の

負担を軽減できた。 

・新型コロナの感染拡大は保育園の休園や小学校の休校と仕事と育児を両立している社員に大き

な負担となった。その中で会社としてリモートワークの要件緩和やフレックス勤務の導入など

制度のあり方を一時的に見直す対応をとった。コロナウイルスへの対応を通して、現行の制度

や仕事のすすめ方への課題意識が高まったことは、仕事と育児を両立する社員にとっても良い

きっかけになったと思う。 

・２０２０年４月の緊急事態宣言下では、保育所やデイケア施設が休園し、自宅で育児、介護を

しながら在宅勤務を行う社員が増え、両立への理解が深まった。 

・小中学校保育園等の休校休園により復帰時期が４ヵ月遅れた。 

・保育園の登園自粛により、育児休業からの復帰が予定より２ヵ月遅れた社員がいた。 

・新型コロナウイルス感染拡大防止のための子どもの臨時休園休校に伴い、子の面倒をみるため

出社できない社員については、女性に偏ってしまう傾向にあった。 

・保育園等の休園により会社を休むのは圧倒的に母親が多い。コロナ禍では一時的な休職のため

人員補充は難しく、結果的に子供のいない女性と男性社員にしわ寄せがいった。 

・学校休校、保育所の預り自粛により、子をもつ社員（特に女性）の多くが、休暇取得・時短勤

務での対応を余儀なくされた。感染対策のためもあり、急遽テレワークを広く導入したが、未

就学の子が在宅中の家庭での勤務は、社員にとっても家族にとっても困難が多く、ストレスが

大きいという声が多かった。 
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テレワーク・在宅勤務に関すること 

・新型コロナウイルス感染症対策として、実施している在宅勤務の影響で通勤時間が削減され、

育児に充てることのできる時間が増えた。 

・テレワークの上限日数の撤廃など、フレキシブルな働き方につながる仕組の拡充が両立の推進

につながっている。 

・テレワークがすすみ、通勤の負担が減ったことで仕事と育児等の両立が格段にしやすくなり、

仕事に対するモチベーションの向上や、両立に関する悩み相談が減少した。 

・テレワーク導入が一気に進んだ。会社全体の働き方に変化があったことで、育児と両立しやす

くなった。 

・コロナ感染防止対策として、２０２０年３月から在宅勤務を全社員に導入。育児時短者以外も

ＷＬＢを考える契機になり、会社全体で新しい働き方を考える機会にもなった。 

・従来育児、介護事由がある社員に限定的に認めていた在宅勤務制度を、新型コロナウイルス 

感染対策の一環とし全社的に適用したことで、制度利用についての理解が浸透したと感じる。 

・感染拡大防止の観点により、在宅勤務制度を導入した。通勤時間が削減されたことによって、

育児家事の時間が確保されただけでなく、時短勤務者がフルタイムで働けるようになる等の好

影響があった。 

 

その他 

・産後うつや育休中の精神的な不安定からメンタルクリニックへ通う者が以前に比べて増加し、

ケアが必要となった。また、短時間勤務者は保育園の休園などで心身共に大変な状況が続き、

個々への配慮が以前に比べて増加した。 
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〈参考資料１〉企業調査アンケート調査票 
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〈参考資料２〉企業調査アンケート調査 別紙 
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